
4. 有識者懇談会 
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◆企画書の内容 
 
①調査全体の目的 
②有識者懇談会の目的 
③開催日時・会場及び案内図 
④メンバー構成（案） 
⑤主なメンバーの役割（案） 
⑥配席図（案） 
⑦議事次第（案） 
⑧議事シナリオ（案） 
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①調査全体の目的 
北陸地域国際物流戦略チームでは、わが国と中国や韓国を軸として、活発化

するアジア域内物流に対応させるため、北陸地域の重要な施策に「多様な輸送

経路の構築」を挙げている。 
その実現に向けては、北陸(新潟・富山・石川・福井)と対岸を結ぶ「日本海
横断国際フェリー」の就航が期待されている。 
本調査では、我が国の政策を鋭い視点で積極的に提言している総合政策研究

会のメンバーで構成する本研究会を通じて、最近注目を集めている新潟・韓

国・ロシアを結ぶ国際フェリー(三角航路)の話題について取り上げ、その有効
性と課題について、検討するものである。 

 
 

②有識者懇談会の目的 
「国際フェリーの活用による産業と観光振興」というテーマのもと、先だっ

て開催された３回の専門研究会の論点を踏まえ、各方面の有識者から国際フェ

リー活用に向けた課題などのご意見を頂く。その結果を、追って開催される意

見討論会（シンポジウム）や最終的に取りまとめる報告書に反映する。 
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③開催日時・会場及び案内図 
 日 時：平成 20年 2月 8 日（金）14:00 ～ 16:00  
 場 所：ﾁｻﾝﾎﾃﾙ&ｺﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ新潟 越後西の間 

＜所在地：新潟県新潟市中央区笹口 1-1＞ 
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④メンバー構成（案） 
氏　　名

東北学院大学 教養学部　教授 柳井　雅也

NPO法人 総合政策研究会 常務理事（武蔵工業大学教授） 高松　　亨

NPO法人 総合政策研究会 理事 吉原　　勇

富山大学 元教授 雨宮　洋司

財団法人　環日本海経済研究所 特別研究員 三橋　郁雄

株式会社　JTB関東 法人営業新潟支店 支店長 神保　裕昭

中越運送　株式会社 国際事業部 部長 田中　克哉

新潟県 交通政策局長 高橋　総一

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月　迪洋

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部長 大脇　　崇

地域オブザーバー

新潟日報社 編集局　編集委員 鈴木　聖二

事務局

港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

所　　　　　　　属

国土交通省　北陸地方整備局
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⑤主なメンバーの役割（案） 
●フェリー提案者(三橋氏) 
（環日本海研究者の視点でコメント） 
長年の研究テーマである対岸の輸送回廊と日本海横断国際フェリーに対する期待と現状

について述べていただく。 
→研究者として対岸へ寄せる期待(持論)。 
→北陸のあり方。 
→北東アジアフェリー就航に向けて(現状)。 

 
●フェリー貨物利用者(田中氏) 
（運送事業者の視点でコメント） 
新潟を拠点として国際輸送部門に従事している立場から、現状の問題点と期待を述べてい

ただく。 
→安定した航路の充実に期待。ただし、早急な対応を望む。 
→多様な輸送経路の充実、および CO2の削減に期待。 
→日本海横断国際フェリーには多くの顧客が期待。 

 
●フェリー旅客利用者(神保氏) 
（旅行代理店の視点でコメント） 
全世界の旅行商品を取り扱う中で、日本海横断フェリーに寄せる期待と課題を述べていた

だく。 
→韓国と日本の首都を最短航路で結ぶ新ルートに期待。 
→旅客をターゲットとするフェリーには、具備すべき旅行者の高い条件がある。 

 
●地域の期待（雨宮氏） 
（地域づくりの視点でコメント） 
地域づくりの立場から、港を核とした地域の産業と観光に寄せる期待を述べていただく。 
→自身の経験に基づく国際交流の重要性。 
→中古車を中心としたロシア・パキスタン人による地域社会の形成実態～効果と弊害 
→国際物流を介した北陸地域における国際社会の受け入れ態勢のあるべき姿(ハード・ソ
フト) 

 
●北陸地方整備局 (港湾空港部長)、新潟県（交通政策局長）、新潟市（望月氏） 
（行政の視点でコメント） 
国際物流の強化は、結果的に地域の活性化につながる。 
→北陸の持つ高いポテンシャルを活かすには、需要追随型ではない、先行的な取り組みが
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大切。 
→そのためには、地域全体で議論を継続していく必要がある。 

 
●座長 (柳井先生) 
（国際フェリーの役割を総括） 
国際物流戦略チームの提言のひとつ、「多様な輸送モードの構築」の実践として、このタ

イミングで国際フェリーの議論をすることは、大変意義があること。物流・人流について

は、港湾・空港等の運輸行政に期待する大きいが、地域に住む我々がその必要性を理解し、

そして企業、経済界が共通の認識の基で行政をバックアップすることも、また大切。 
 
◆新潟日報社(鈴木編集委員ほか) 
フリーディスカッション時の質疑応答 
→地域オブザーバーとして、地域の視点からフェリーへの期待や課題などを述べていただ

く。 
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⑥配席図（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＰＯ法人
総合政策研究会

理事

吉原 勇

ＮＰＯ法人
総合政策研究会
常務理事

(武蔵工業大学教授)

高松 亨

東北学院大学
教養学部 教授

柳井 雅也

出入口出入口

国土交通省
北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課
課長補佐

佐川 雅悦

事 務 局 席 記 者 席

ス
ク

リ
ー

ン

新潟日報社
編集局
編集委員

鈴木 聖二
＜地域オブザーバー＞

国土交通省
北陸地方整備局
港湾空港部長

大脇 崇

国土交通
北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課長

佐々木 規雄

新潟市
都市政策研究所
主任研究員

望月 迪洋

財団法人 WAVE
情報研究部長
兼政策･計画
研究部長

加藤 久晶

関 係 者 席

関 係 者 席

記者席

新潟県
交通政策局長

高橋 総一

財団法人
環日本海経済研究所

特別研究員

三橋 郁雄

元富山大学教授

雨宮 洋司

株式会社JTB関東
法人営業新潟支店

支店長

神保 裕昭

中越運送株式会社
国際事業部
部長

田中 克哉

記者席 記者席記者席 記者席 記者席
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⑦議事次第（案） 
 

地域自立・活性化調査 有識者懇談会 

 
                  日 時：平成 20年 2月 8 日（金）14:00 ～ 16:00
                  場 所：ﾁｻﾝﾎﾃﾙ&ｺﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ新潟 越後西の間 
 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

   ・国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部長 大脇 崇 

 

２．話題提供 

・武蔵工業大学教授・NPO 法人総合政策研究所常務理事 高松 亨 

      「地域自立・活性化調査 専門研究会」の報告 

 

３．討議（意見交換） 

   ・座長 東北学院大学教養学部教授 柳井 雅也 

 

４．閉  会 

（以 上）

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「地域自立・活性化調査専門研究会」 報告資料  
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⑧議事シナリオ（案） 

14:00 佐々木課長 司会

北陸地方整備局港湾空港部港湾計画課長の佐々木でご
ざいます。

早速ですが、「国際フェリーの活用を考える北陸地域有識
者懇談会」を開催させていただきます。
はじめに、大脇港湾空港部長からご挨拶させていただき
ます。
大脇部長、よろしくお願いします

14:02 大脇部長 あいさつ

各位には、年度末を間近に控え、ご多用中にもかかわら
ず、本会に参画いただき、ありがとうございます。

さて、

・港湾を取り巻く最近の物流動向
・有識者会議の主旨説明(国際フェリーの意義=視点=北
陸地域の自立活性化への期待)
・有識者会議メンバーへのお願い(北陸地域の視点から
アドバイス)

14:07 佐々木課長 司会

つづきまして、中央の視点で国際フェリーを活用した北陸
のあり方(役割と期待)についてご助言をいただいた政策
研究会・高松教授からご発言をお願いします。
高松先生、よろしくお願いいたします。

14:10
武蔵工業大
学・高松先
生

話題提供

武蔵工業大学の高松でございます。

本日は、先月開催された研究会(我が国における北陸の
役割と期待)の結果について
皆様方に報告したいと思います。

・北陸地域の国際物流戦略
・日本海国際横断フェリー
・急進する中国経済と北陸地域の役割
・国際フェリー航路の重要性

14:40 佐々木課長 司会

高松先生、ありがとうございました。

さて、研究成果(我が国における北陸の役割と期待)のご
報告を受けましたが、
これからは、北陸地域の目線で国際フェリーを活用した
地域活性化方策(視点は北陸の産業と観光)について討
議してまいりたいと思います。
座長役として討議のコーディネートは、東北学院大学の
柳井先生にお願いします。先生、以降の進行をよろしくお
願いいたします。

14:43 柳井先生
コーディネー
ター

ただいま紹介のありました東北学院大学の柳井でござい
ます。

・・・・・

はじめに、三橋様から順に、ご発言をお願いします。
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14:48
ERINA・三橋
氏

意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

長年の研究成果に基づいた発言

14:53
中越運送・
田中氏

意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

物流の多様化を期待する発言

14:58
元富山大
学・雨宮先
生

意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

地域への波及効果を期待する発言

15:08
JTB新潟支
店・神保支
店長

意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

観光に視点をおいたフェリーのあり方について発言

15:13 新潟県 意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

県としての考えを発言

15:18 新潟市 意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

市としての考えを発言

15:23
整備局
港湾空港部
長

意見

国際フェリーの活用による北陸の産業と観光振興

港湾整備に視点をおいた国としての支援策について発言

15:28 柳井先生
コーディネー
ター

ご意見、ありがとうございました。

ひととおりご意見をいただきましたが、ただいまの発言を
踏まえて、地域コーディネーターの立場として地元新聞・
新潟日報の鈴木記者を交えて意見交換をしたいと思いま
す。

15:30
フリーディス
カッション

新潟日報　鈴木編集委員(全般)、

後部席には、
毎日新聞、日経新聞の各新潟支社から記者が列席

15:50 柳井先生
コーディネー
ター

まとめ

16:00 佐々木課長 司会

長時間にわたり、ご議論ありがとうございました。
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地域自立・活性化調査 有識者懇談会 

 
                  日 時：平成 20年 2月 8 日（金）14:00 ～ 16:00  
                  場 所：ﾁｻﾝﾎﾃﾙ&ｺﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ新潟 越後西の間 
 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

   ・国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部長 大脇 崇 

 

２．話題提供 

・武蔵工業大学教授・NPO 法人総合政策研究所常務理事 高松 亨 

      「地域自立・活性化調査 専門研究会」の報告 

 

３．討議（意見交換） 

   ・座長 東北学院大学教養学部教授 柳井 雅也 

 

４．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「地域自立・活性化調査専門研究会」 報告資料 
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氏　　名

東北学院大学 教養学部　教授 柳井　雅也

NPO法人 総合政策研究会 常務理事（武蔵工業大学教授） 高松　　亨

NPO法人 総合政策研究会 理事 吉原　　勇

富山大学 元教授 雨宮　洋司

財団法人　環日本海経済研究所 特別研究員 三橋　郁雄

株式会社　JTB関東 法人営業新潟支店 支店長 神保　裕昭

中越運送　株式会社 国際事業部 部長 田中　克哉

新潟県 交通政策局長 高橋　総一

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月　迪洋

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部長 大脇　　崇

地域オブザーバー

新潟日報社 編集局　編集委員 鈴木　聖二

事務局

港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

順不同

地域自立・活性化調査

有識者懇談会　出席者名簿

所　　　　　　　属

国土交通省　北陸地方整備局
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を

－
道

路
政

策
へ

の
七

つ
の

提
言

ー

平
成

17
年

12
月

22
日

住
宅

基
本

法
の

制
定

を
急

げ

－
住

宅
政

策
へ

の
六

つ
の

提
言

－

平
成

18
年

6月
29

日
臨

海
部

の
活

性
化

に
よ
り
日

本
経

済
再

生
を
図

れ

－
臨

海
部

活
性

化
へ

の
七

つ
の

提
言

－

平
成

19
年

3月
28

日
環

境
配

慮
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
政

策
を
構

築
せ

よ

総
合

政
策

研
究

会
の

概
要

役
員

一
覧

理
事

長
玉

置
和

宏

常
務

理
事

高
松

亨

理
事

田
中

洋
之

助

理
事

吉
原

勇

他
理

事
６
名

357



3

日
時

：
1月

11
日

(金
)

13
:3

0～
場

所
：
北

陸
地

方
整

備
局

会
議

室

テ
ー

マ
：
「
北

陸
地

域
の

国
際

物
流

戦
略

」

出
席

者
（
講

演
者

）
・
東

北
学

院
大

学
柳

井
雅

也
先

生
（
委

員
)

・
総

合
政

策
研

究
会

玉
置

和
宏

・
総

合
政

策
研

究
会

高
松

亨

・
総

合
政

策
研

究
会

田
中

洋
之

助

・
総

合
政

策
研

究
会

吉
原

勇

・
日

経
広

告
研

究
所

森
野

美
穂

・
読

売
新

聞
社

松
田

英
三

・
新

潟
県

交
通

政
策

局
長

高
橋

総
一

・
新

潟
市

都
市

政
策

研
究

所
望

月
迪

洋

・
北

陸
地

方
整

備
局

大
野

部
長

（
整

備
局

よ
り
他

３
名

）

日
時

：
1月

18
日

(金
)

15
:0

0～
場

所
：
日

本
ﾌ
ﾟﾚ
ｽ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
（
東

京
都

中
央

区
）

テ
ー

マ
：
「
急

進
す

る
中

国
の

経
済

と
産

業
構

造
」

出
席

者

（
講

演
者

）

・
新

潟
大

学
溝

口
由

己
先

生

（
委

員
)

・
総

合
政

策
研

究
会

玉
置

和
宏

・
総

合
政

策
研

究
会

高
松

亨

・
総

合
政

策
研

究
会

田
中

洋
之

助

・
総

合
政

策
研

究
会

吉
原

勇

・
日

経
広

告
研

究
所

森
野

美
穂

・
エ
フ
シ
ー

ジ
ー

総
合

研
究

所
縣

忠
明

・
読

売
新

聞
社

松
田

英
三

・
新

潟
県

交
通

政
策

局
長

（
代

理
）

・
新

潟
市

都
市

政
策

研
究

所
（
代

理
）

・
北

陸
地

方
整

備
局

佐
々

木
課

長

（
整

備
局

よ
り
他

１
名

）

日
時

：
1月

25
日

(金
)

15
:0

0～
場

所
：
日

本
ﾌ
ﾟﾚ
ｽ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
（
東

京
都

中
央

区
）

テ
ー

マ
：
「
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

事
業

へ
の

挑
戦

と
そ

の
意

義
」

出
席

者

（
講

演
者

）

・
環

日
本

海
経

済
研

究
所

三
橋

郁
雄

氏

（
委

員
)

・
総

合
政

策
研

究
会

玉
置

和
宏

・
総

合
政

策
研

究
会

高
松

亨

・
総

合
政

策
研

究
会

田
中

洋
之

助

・
総

合
政

策
研

究
会

吉
原

勇

・
読

売
新

聞
社

松
田

英
三

・
日

本
郵

船
株

式
会

社
楢

岡
考

武

・
新

潟
県

交
通

政
策

局
長

（
代

理
）

・
新

潟
市

都
市

政
策

研
究

所
（
代

理
）

・
北

陸
地

方
整

備
局

佐
々

木
課

長

（
整

備
局

よ
り
他

２
名

）

第
１
回

研
究

会
第

２
回

研
究

会
第

３
回

研
究

会

柳
井

先
生

か
ら
北

陸
地

域
国

際
物

流
戦

略
チ

ー
ム

で
の

協
議

内
容

と
提

言
骨

子
な
ど
に

つ
い

て
ご
紹

介
頂

い
た

後
、
デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
。
そ

の
後

新
潟

港
の

現
地

視
察

。

溝
口

先
生

か
ら
ア
ジ
ア
（
特

に
中

国
）
に

お
け

る
産

業
構

造
と
、
ア
ジ
ア
域

内
の

工
程

間
分

業
に

伴
う
物

流
動

向
な
ど
に

つ
い

て
ご
紹

介
頂

い
た

後
、
デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
。

三
橋

氏
か

ら
日

本
海

横
断

フ
ェ
リ
ー

設
立

ま
で
の

経
緯

や
そ

の
意

義
、
今

後
の

動
向

と
航

路
の

可
能

性
に

つ
い

て
ご
紹

介
頂

い
た

後
、
デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
。

専
門

研
究

会
（
第

１
回

～
３
回

）
の

テ
ー

マ
と
経

緯
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4

主
た

る
論

点

Ⅰ
環

日
本

海
交

流
の

意
義

に
つ

い
て

Ⅱ
環

日
本

海
物

流
と
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

に
つ

い
て

Ⅲ
日

本
海

地
域

の
港

湾
整

備
に

つ
い

て

Ⅰ

Ⅱ
Ⅲ
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5

Ⅰ
環

日
本

海
交

流
の

意
義

に
つ

い
て

①
市

場
が

大
き
い

中
国

経
済

の
発

展
は

日
本

に
と
っ
て
プ
ラ
ス
。
地

理
的

に
有

利
な
日

本
海

を
う
ま
く
利

用
す

れ
ば

、
日

本
経

済
に

も
よ

い
影

響
を
も
た

ら
す

。

②
ヨ
ー

ロ
ッ
パ

で
は

、
旧

東
欧

諸
国

の
自

由
主

義
経

済
化

に
対

応
し

て
経

済
発

展
を
図

っ
て
い

る
。
日

本
に

と
っ
て
も
中

国
や

ロ
シ
ア
経

済
の

発
展

は
大

事
。

③
地

中
海

や
バ

ル
ト
海

で
は

国
境

を
越

え
た

経
済

連
携

が
進

ん
で

い
る
。
今

後
の

日
本

の
成

長
戦

略
は

日
本

海
な
ど
エ
リ
ア
、
地

域
ご
と
の

活
力

を
引

き
出

す
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

重
要

と
な
る
。

④
原

油
と
天

然
ガ

ス
を
保

有
す

る
ロ
シ
ア
の

力
は

侮
れ

ず
、
経

済
大

国
に

な
る
可

能
性

が
あ

る
。
日

本
と
し
て
大

事
に

す
べ

き
。
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6

Ⅱ
環

日
本

海
物

流
と
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

に
つ

い
て

①
ロ
シ
ア
に

進
出

し
た

日
本

の
自

動
車

メ
ー

カ
ー

へ
の

物
流

に
、
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
す

る
動

き
が

あ
る
。
こ
の

輸
送

機
関

が
安

定
的

に
利

用
し
得

る
か

の
綿

密
な
検

討
が

必
要

。

②
環

日
本

海
経

済
交

流
の

拡
大

が
ど
う
こ
の

地
域

の
物

流
に

結
び

つ
く
か

の
見

通
し
を
得

る
こ
と
が

重
要

。

③
東

北
３
省

と
の

貿
易

を
考

え
る
な
ら
、
貿

易
品

、
日

本
か

ら
の

企
業

進
出

、
貿

易
回

廊
の

利
便

性
な
ど
を
総

合
的

に
検

討
す

べ
き
。

④
日

本
海

横
断

フ
ェ
リ
ー

を
ビ
ジ
ネ

ス
ベ

ー
ス
で
見

れ
ば

、
相

手
港

は
大

連
が

素
直

。

⑤
中

国
や

ロ
シ
ア
の

ビ
ジ
ネ

ス
は

リ
ス
ク
も
大

き
い

、
長

期
的

視
点

で
官

が
付

き
合

っ
て
い

く
と
言

う
姿

勢
を
持

つ
こ
と
が

大
事

。

⑥
フ
ェ
リ
ー

を
利

用
す

る
乗

客
の

こ
と
も
良

く
考

え
る
べ

き
、
通

貨
の

交
換

機
能

な
ど
を
用

意
す

る
べ

き
。
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Ⅲ
日

本
海

地
域

の
港

湾
整

備
に

つ
い

て
①

中
国

の
港

に
量

や
規

模
で
は

勝
て
な
い

、
頭

で
勝

負
す

べ
き
。
如

何
に

付
加

価
値

の
高

い
サ

ー
ビ
ス
を
提

供
す

る
か

が
重

要
。

②
こ
れ

か
ら
の

社
会

の
重

大
関

心
事

の
ひ

と
つ

は
C

O
２
問

題
。
鉄

道
が

利
用

で
き
る
港

湾
は

企
業

も
望

ん
で
い

る
。

③
日

本
の

貿
易

が
環

太
平

洋
か

ら
環

日
本

海
に

移
り
つ

つ
あ

る
、
日

本
海

側
に

拠
点

港
が

必
要

か
も
し
れ

な
い

。

④
日

本
の

港
は

横
並

び
意

識
が

強
い

、
新

し
い

港
湾

整
備

を
考

え
る

場
合

、
選

択
と
集

中
の

考
え
で
こ
れ

を
検

討
す

る
こ
と
が

大
事

。
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今
後

の
検

討
予

定

日
程

日
時

/場
所

検
討

内
容

第
4回

研
究

会

2月
22

日

15
：0

0~
17

：0
0

日
本

プ
レ
ス
セ

ン
タ
ー

大
会

議
室

□
目

的

「
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

」
の

安
定

的
就

航
に

向
け

て
鍵

を
握

る
対

岸
の

国
際

情
勢

を
共

通
の

認
識

と
し
て
理

解
す

る
。

□
話

題
提

供

富
山

大
学

経
済

学
部

李
准

教
授

□
討

議

「
我

が
国

に
お

い
て
北

陸
地

域
が

果
た

す
べ

き
役

割
」

第
5回

研
究

会

2月
29

日

15
：0

0~
17

：0
0

富
山

県
民

会
館

□
目

的

「
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

」
の

安
定

的
就

航
に

向
け

て
鍵

を
握

る
港

湾
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

・
シ
ー

ズ
を
共

通
の

認
識

と
し
て
理

解
す

る
。

□
話

題
提

供

東
海

大
学

海
洋

学
部

松
尾

教
授

□
討

議

「
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
有

効
性

」

第
６
回

研
究

会

3月
7日

（
予

定
）

東
京

に
て
開

催

□
目

的

第
１
回

～
第

５
回

研
究

会
の

取
り
ま
と
め

を
行

う
。
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日本海横断国際フェリー運航を長続きさせるための意見 

雨宮洋司（元富山大学・富山商船高専名誉教授） 
 
１．先行する事例から指摘できること 
既に伏木富山港（伏木地区）とウラジオストクの間に、1993年から就航しているフェ 

リー（ルーシー号、13000トン、400名、18ノット、夕方 6時出港し翌々日の９時入港で
週二便、往復７万円から 18万円）は当初の夏季限定運航から今や通年運航になっている。
それはロシア側の需要増大が大きなポイントになっているといえる。つまり、ウラジオス

トクからの客は様々な買い付け人（中古車、中古家電、新商品探しなど）、ビジネス（企業

家）相手探し、友好交流団、東京・京都観光客、私費留学生、買い物客などで、その大半

は往復割引利用で、日本で買った物品をフェリーで持って行ける便利さにメリットを見出

している。それが常態的な取引になっていくとウラジストク～富山国際航空便で人は来日

して、大量の中古車はチャーターした船で運ぶようになる。私が見聞きした範囲で、考え

なければならない諸点としては次のようなことが指摘できる。 
①日本側の受け入れ態勢問題である。停泊する場所は、とりあえず空いている貨物船バ

ースであり、ウラジオストク港のフェリー岸壁のような華やかな雰囲気はない。 
②運航会社等が歓迎式展をしたり、節目の所では日露友好協会富山支部などが歓迎と商

談のセット等の労をとっているが、訪問者の気持ちを高揚させる工夫には課題がある。 
③港の周辺での買い物情報の対応や商店における展示などの工夫はフェリーの通年運航

化にともないより考えていかなければならないことであろう。 
④中古車販売を担当する外国人デイーラーと付近住民との共存共栄の地方自治体による

模索如何はフェリーを利用してやってくる外国人客の訪日の好感度に直接影響を与え

る可能性がある。その処理の仕方如何では泥臭い国境取引から常態的貿易取引への移

行を円滑にすすませない要因になる。 
⑤日本人客は学生層と船旅を楽しむ層になるが、いずれの場合もルーシー号の甲板上の

至る所（プールにも）に山積みされた中古自動車に圧倒され、優雅な船旅のイメージ

が吹っ飛び、安全・安心に危機感を持ってしまう。 
２．持続的運航のためのいくつかの指摘 
 ①四ヶ国又は六カ国の各「地方」が結びつく契機になるのにふさわしい国際フェリー受

け入れバースと施設（ハード）とその地域ならではの訪問者受け入れのソフト体制（小口

商談場所、展示場所、需要内容にあった地元買い物商店街や飲食店、地元旅行案内の各国

語による紹介、買い物の持ち出しへの手続きなどのサービス）の充実は不可欠である。そ

のなかで日本社会の水準を示すことになるが、日本側の特徴は安全と安心を効率よく処理

するシステム作りに置くことに意義があるのではないか。ただし、あくまでこれらは人が

携行品をフェリーで運ぶという人に重点を置いた国境貿易から常態的貿易へ発展する国際

物流へつながる戦略的対応である。 
 ②フェリー乗客を一定程度、確保する工夫の一つとして、船は夜昼の共同生活の場であ

り、それを日本海という自然とともに学ぶ場でもあるという特徴を活かして、定期的に四

ヶ国又は六カ国の小中学生などが双方の先生とともに一緒に乗り組み洋上学校を開催する

364



ことを環日本海域各国の自治体による協同的取り組みにしたらどうか。それは長期休暇時

に何回か少人数集団で行い、通訳などはそれぞれの言語を学ぶ各国の学生が言語実習を兼

ねて実施するというように、地方自治体の協働の教育的取り組みとする。もちろん各寄港

地ではその地の学校を訪問して友好を深め、終わってからの友好交流に繋げるものとする。

要は飛行機とは異なる交通手段以外の国際船舶ならではの利用を工夫すると言うことであ

る。それは子どもに限らなくても青年会議所や保護者の非日常の友好交流の場にして良い。 
 このような利用の場合のポイントは、船自体にロマンが漂う魅力をハードとソフト面で

充実させる必要がある。ハード面はアンチローリングシステム等で船の動揺を減少させた

り、わくわくするような客船的船内の諸設備がその一例であり、ソフト面では船長をはじ

めとする乗組員のスマートさや船上らしい特色あるカリキュラムづくりとその指導教員の

センスなどがポイントになる。 
 ③国際フェリーの航路は国際道路である。ただし、その道路は海という自然の中を、船

長等がその船体を適切に運航することによって作られる。このような数ヶ国をまたいで日

本海域という地方の経済社会発展の可能性追求の共通基盤模索のプロジェクト運航船の場

合は、各地方政府が各中央政府の支援でこのような船と乗組員そしてその運航に特別な配

慮がなされるべきではなかろうか。多国籍人が共生できる乗り心地の良い船造り（例えば

動揺防止装置など）やアジア隣人洋上教育への地方教育委員会による取り組み等がその一

例になる。 
３．注目したい三つのポイント（まとめ） 
 ①日本、韓国、ロシアの三ヶ国の港を直接結ぶ航路（道路）であり、中国と北朝鮮そし

てモンゴルとも道路と鉄道で結ばれ、日本海を挟んだ真の隣国・隣人がつきあって、

多元的経済・文化交流の活性化を促す通路の意義を持つこと。順調に推移・発展する

ならば、環日本海共生社会への第一歩となり、極東ロシアのアジアとの連携強化と相

まって、理想化されている ASEAN＋３の共同体基礎づくりを環日本海地域から一歩
踏み出せる可能性がある。 
②しかもこれらの地域（日本海側、東北二省、ロシア極東、韓国東海岸）はその国の発

展地域との格差是正を共通の課題にしていること。その結果、地方行政府の役割はそ

れぞれの諸国の地方分権化と相まって重要になる。特に、90年代以降の各自治体・地
域の環日本海交流（自治体職員の相互派遣や経済社会団体の交流など）という独自の

蓄積（環日本海＝北東アジア地域自治体連合と日本海沿岸諸県の独自の環日本海政策

と研究機関の動き）はこのフェリーの継続的発展をその利活用の点で強力に支える事

が可能である。 
③フェリーは「人と物の流れを一体化した船舶である」ことから、この地域の経済社会

文化交流の深化など様々な可能性を秘めた（フェリー貨物のコンテナー・RORO船へ
の転換、客層の航空機への分散、地方文化の再発見と新たな観光商品の開発等）イン

キュベータの役割を担うこと。それ故に人と物をこの複雑な国際関係下の地域で、円

滑にするためのソフト・ハードの課題は多く、そのらの解決に向けたそれぞれの地方

と中央の知恵の出し合いが環日本海域の四ヶ国または六ヶ国間で競争的に行われるイ

ンセンシテイブ設定が問われる。ただし、その最低限の基準は安全と安心を阻害しな

い点にあり、信頼を醸成する方向での環日本海域標準の模索でなければならない。 
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企
業

か
ら
の

声

（
ア
ン
ケ

ー
ト
・
ヒ
ア
リ
ン
グ

調
査

結
果

）
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◆
三
角
航
路
へ
の
関
心
・
期
待
感

◆
三
角
航
路
へ
の
関
心
・
期
待
感

・
全
般
的
に
関
心
は
高
い
。

・
特
に
熱
心
な
社
は
、

液
晶
パ
ネ
ル
を
韓
国
メ
ー
カ
ー
に
配
送
す
る
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー

吉
林
省
琿
春
市
に
大
規
模
な
縫
製
工
場
を
持
つ
荷
主

大
連
港
経
由
で
輸
入
し
て
い
る
ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー

ロ
シ
ア
に
工
場
進
出
計
画
を
有
す
る
大
手
建
機
メ
ー
カ
ー

※
燕
三
条
の
工
業
会
も
関
心
を
寄
せ
る
が
、
市
場
は
韓
国
が
主
で
取
扱
量
は
少
な
い
。

・
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー
に
よ
れ
ば
、
三
角
航
路
に
お
け
る
新
潟
港
の
背
後
圏
は
、

「
上
信
越
＋
東
北
地
方
の
メ
ー
カ
ー
」
が
有
望
。

●
【
荷

主
・
物

流
企

業
】

企
業
か
ら
の
声
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
結
果
）

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計
66
社
）

社
）

物
流
：
荷
主
4
社
、
地
元
商
社
１
社
、
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー
１
社

１
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◆
三
角
航
路
利
用
可
能
性
の
あ
る
貨
物

◆
三
角
航
路
利
用
可
能
性
の
あ
る
貨
物

〈
韓
国
へ
輸
出
〉

液
晶
パ
ネ
ル
（
向
こ
う
５
年
は
堅
調
と
の
見
通
し
）

機
械
等
製
造
装
置
／
パ
ソ
コ
ン
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
／
モ
ー
タ
ー
等
の
部
品

〈
中
国
東
北
三
省
か
ら
輸
入
〉

衣
類

●
【
荷

主
・
物

流
企

業
】

◆
問
題
点
・
課
題

◆
問
題
点
・
課
題

・
計
画
で
は
週
一
便
で
、
反
時
計
周
り
で
あ
る
の
で
、
特
に
韓
国
向
け
の
貨
物

は
利
用
し
に
く
い
。
（
最
低
週
２
便
は
必
要
）

・
寄
港
港
か
ら
の
両
端
の
陸
送
費
を
含
め
た
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
が
ど
の
程
度
か
。

・
釜
山
港
に
代
理
店
が
あ
っ
て
も
束
草
港
に
無
い
の
で
、
人
的
配
置
等
に
コ
ス

ト
が
か
か
る
。

・
帰
り
荷
の
確
保
に
よ
る
コ
ス
ト
の
低
減
が
重
要
。

企
業
か
ら
の
声
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
結
果
）

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計
66
社
）

社
）

物
流
：
荷
主
4
社
、
地
元
商
社
１
社
、
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー
１
社

２
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◆
三
角
航
路

◆
三
角
航
路
へ
の
関
心
・
期
待
感

へ
の
関
心
・
期
待
感

・
東
ア
ジ
ア
の
経
済
発
展
の
渦
の
中
に
あ
っ
て
、
東
ア
ジ
ア
へ
の
総
客
、
東
ア

ジ
ア
か
ら
の
誘
客
に
は
関
心
が
高
い
。
ま
た
、
国
内
旅
行
の
需
要
が
伸
び
悩

む
中
、
海
外
か
ら
の
誘
客
は
重
要
に
な
る
と
の
認
識
で
は
一
致
。

・
ゆ
く
ゆ
く
は
対
岸
諸
国
と
の
旅
客
動
向
に
、
大
き
な
ニ
ー
ズ
が
あ
る
と
考
え

て
い
る
こ
と
か
ら
、
期
待
感
は
大
。

・
寄
港
地
ま
で
の
事
前
教
育
、
乗
船
者
同
士
の
交
流
、
別
れ
の
情
緒
、
な
ど
学

生
間
の
国
際
交
流
事
業
に
は
船
旅
が
良
い
。

・
陸
路
で
は
行
き
に
く
い
「
ト
ロ
イ
ツ
ァ
」
に
と
っ
て
三
角
航
路
は
ビ
ジ
ネ
ス

客
の
需
要
が
見
込
ま
れ
る
。

●
旅

行
代

理
店

・
リ
ゾ
ー

ト
経

営

企
業
か
ら
の
声
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
結
果
）

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計
33
社
）

社
）

人
流
：
旅
行
代
理
店
２
社
、
地
元
リ
ゾ
ー
ト
企
業
１
社

３

369



◆
問
題
点
・
課
題

◆
問
題
点
・
課
題

・
新
潟
～
ソ
ウ
ル
２
泊
３
日
、
2
7
,
8
0
0
円
の
エ
ア
パ
ッ
ク
旅
行
と
競
争
で
き
る
か
？

・
３
～
４
日
行
程
の
場
合
、
帰
り
は
空
路
。
割
引
が
な
く
コ
ス
ト
ア
ッ
プ
。

・
ア
ジ
ア
で
１
週
間
以
上
の
旅
行
は
少
な
い
。

往
復
と
も
フ
ェ
リ
ー
を
使
う
場
合
な
ら
週
２
便
は
必
要
。

・
フ
ェ
リ
ー
で
一
昼
夜
過
ご
す
と
食
事
が
４
回
必
要
。
負
担
増
。

・
船
旅
は
、
ク
ル
ー
ズ
フ
ェ
リ
ー
の
よ
う
な
ク
オ
リ
テ
ィ
の
高
さ
が
要
求
さ
れ
る
。

・
三
角
航
路
は
ニ
ッ
チ
で
あ
り
、
一
般
的
な
ル
ー
ト
で
は
な
い
。

・
新
潟
県
内
で
売
り
に
な
る
も
の
は
冬
場
の
ス
キ
ー
と
限
定
的
。
ア
ジ
ア
か
ら

の
観
光
客
の
目
当
て
は
T
D
L
、
富
士
山
、
量
販
店
（
1
0
0
円
ｼ
ｮ
ｯ
ﾌ
ﾟ
含
む
）
。

・
修
学
旅
行
も
短
時
間
に
多
く
の
場
所
の
周
遊
、
が
求
め
ら
れ
る
。

●
【
旅

行
代

理
店

・
リ
ゾ
ー

ト
経

営
】

企
業
か
ら
の
声
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
結
果
）

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計

□
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
対
象
企
業
（
計
33
社
）

社
）

人
流
：
旅
行
代
理
店
２
社
、
地
元
リ
ゾ
ー
ト
企
業
１
社

４

370



◆
三
角
航
路
利
用
可
能
性
に
つ
い
て

◆
三
角
航
路
利
用
可
能
性
に
つ
い
て

・
利
用
可
能
と
回
答
し
た
社
は
４
社
（
有
効
回
答
2
2
社
）

・
業
種
は
、
フ
ォ
ワ
ー
ダ
ー
と
大
手
建
機
メ
ー
カ
ー
、
化
学
製
品
メ
ー
カ
ー
。

●
ア
ン
ケ

ー
ト
調

査
結

果

◆
三
角
航
路
利
用
可
能
な
社
の
方
面
と
貨
物

◆
三
角
航
路
利
用
可
能
な
社
の
方
面
と
貨
物

【
輸
出
】

・
作
業
工
具
、
機
械
部
品
：
ロ
シ
ア

（
S
L
B
利
用
可
能
性
あ
り
）

【
輸
入
】

・
繊
維
製
品
・
家
庭
用
雑
貨
全
般
：
中
国
・
韓
国

・
界
面
活
性
剤
・
ウ
レ
タ
ン
樹
脂
：
中
国

◆
三
角
航
路
利
用
上
の
問
題
点
・
課
題

◆
三
角
航
路
利
用
上
の
問
題
点
・
課
題

・
コ
ス
ト

・
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
確
保

・
S
L
B
の
輸
送
品
質
（
積
み
替
え
、
振
動
等
の
問
題
）

・
R
O
R
O
・
フ
ェ
リ
ー
を
活
か
す
ハ
ー
ド
、
ソ
フ
ト
の
整
備

（
三
角
航
路
に
関
す
る
認
知
度
向
上
に
向
け
た
情
報
発
信
）

約
２
割

が
関

心
を

示
し
て
い

る
！

関
心

が
な
い

（
18

社
）

関
心

が
あ

る
（
４
社

）

企
業
か
ら
の
声
（
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
）

５

371



【
調

査
目

的
】

日
本

・
韓

国
・
中

国
・
ロ
シ
ア
が

共
同

で
計

画
中

の
定

期
国

際
フ
ェ
リ
ー

航
路

を
始

め
、
北

陸
地

方
整

備
局

管
内

諸
港

に
お

け
る
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

の
開

設
・
発

展
が

地
域

の
産

業
及

び
観

光
両

面
に

及
ぼ

す
効

果
に

つ
い

て
検

討
を
行

う
。

【
調

査
内

容
】

①
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

を
活

か
し
た

地
域

産
業

活
性

化
の

あ
り
方

に
関

す
る
検

討
調

査

②
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

を
活

か
し
た

地
域

観
光

活
性

化
の

あ
り
方

に
関

す
る
検

討
調

査

③
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

活
用

に
よ
る
地

域
経

済
へ

の
波

及
効

果
検

討
調

査

【
検

討
方

法
】

①
政

策
研

究
会

と
の

連
携

（
全

国
の

視
点

）
②

有
識

者
懇

談
会

の
開

催
（
北

陸
の

視
点

）

③
国

際
シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
の

開
催

環
日

本
海

沿
岸

地
域

に
お

け
る
ロ
シ
ア
及

び
北

東
ア
ジ
ア
と
の

経
済

交
流

連
携

を
通

じ
た

地
域

活
性

化
方

策
の

検
討

安
定

し
た

日
本

海
横

断
国

際
フ
ェ
リ
ー

航
路

網
の

実
現

に
よ
り
、
活

発
な
人

の
往

来
と
物

資
の

流
通

を
実

現
し
、
地

域
の

自
立

・
活

性
化

に
繋

が
る
港

湾
整

備
事

業
へ

の
展

開
を
図

る
。

1
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新
潟

港
に

お
け

る
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

構
想

に
つ

い
て

束
草
港

ﾄ
ﾛ
ｲ
ﾂ
ｧ
港
（旧
ｻ
ﾞﾙ
ﾋ
ﾞﾉ
）

新
潟
港
⇒
ト
ロ
イ
ツ
ァ
⇒
束
草
⇒
新
潟
航
路

所
要
時
間
2
4
時
間
（２
０
ノ
ッ
ト
と
想
定
）

小
樽
港

【
参
考
】
国
内
既
存
航
路

新
潟
～
小
樽
所
要
時
間
１
８
時
間

■
ソ
ウ
ル

■
東
京

所
要
時
間
4
時
間
（７
０
ｋ
ｍ
/
h
と
想
定
）

2
9
0
ｋ
ｍ

8
8
0
ｋ
ｍ

所
要
時
間
4
.5
時
間
（７
０
ｋ
ｍ
/
h
と
想
定
）

3
2
0
ｋ
ｍ

所
要
時
間
2
3
時
間
（２
０
ノ
ッ
ト
と
想
定
）

8
6
0
ｋ
ｍ

既
存
航
路
所
要
時
間
1
9
時
間

5
3
0
ｋ
ｍ

新
潟
港

■

琿
春

市

２

373



新
潟

直
江

津

伏
木

富
山

金
沢

敦
賀

ナ
ホ

ト
カ

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ク

ト
ロ
イ
ツ
ァ

釜
山

束
草

新
潟

小
松

富
山

大
連

ロ
シ
ア

中
国

韓
国

北
朝
鮮

提
言
２
．
海
上
貨
物
及
び
航
空
貨
物
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
・
拡
充

東
北
部

フ
ェ
リ
ー

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

コ
ン
テ
ナ
船

航
空
路

港
湾

空
港

航
空
路

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・
北
東
ア
ジ
ア
と
の
輸
送
時
間
の
短
縮

・
海
上
輸
送
と
航
空
輸
送
の
連
携

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

チ
ー

ム
最

終
提

言
（
H

19
.1

1）

『
北

東
ア
ジ
ア
と
の

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
の

構
築

』
の

具
体

策
と
効

果

●
具
体
的
な
効
果

中
国

東
北

部
～

北
陸

へ
の

輸
送

・
大

連
経

由
７
～

１
１
日

・
日

本
海

横
断

航
路

２
～

３
日

＜
輸
送
日
数
の
短
縮
＞

・
納
期
の
確
実
性
向
上

●
荷
主
の
声

・
韓

国
向

け
の

急
ぐ
貨

物
が

多
く
存

在
す

る
（
例

：
液

晶
パ

ネ
ル

）
。
日

韓
の

フ
ェ
リ
ー

航
路

は
西

日
本

（
大

阪
、
下

関
等

）
か

ら
し
か

出
て

お
ら
ず

、
北

陸
か

ら
の

フ
ェ
リ
ー

就
航

が
待

た
れ

る
。
【
物

流
事

業
者

】
・
中

国
の

政
策

は
内

陸
部

の
振

興
に

シ
フ
ト
し
て
お

り
、
中

国
東

北
部

は
発

展
の

可
能

性
が

大
い

に
あ

る
。
そ

の
地

域
と
日

本
を
最

短
距

離
で
結

ぶ
日

本
海

横
断

ル
ー

ト
の

開
設

に
期

待
し
て
い

る
。
【
衣

料
メ
ー

カ
ー

】
３
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平
成

１
９
年

度
地

域
自

立
・
活

性
化

調
査

日
本

海
横

断
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
活

用
を
考

え
る

北
陸

地
域

有
識

者
懇

談
会

平
成

２
０
年

２
月

８
日

関
連

資
料
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目
次

Ⅰ
環

日
本

海
交

流
の

意
義

Ⅱ
環

日
本

海
物

流
と
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

Ⅲ
日

本
海

地
域

の
港

湾
整

備
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環
日

本
海

交
流

の
意

義

1
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日
本

海
は

、
古

代
（
紀

元
8
～

1
0
世

紀
）
渤

海
と
の

交
流

や
、
江

戸
時

代
の

朝
鮮

国
と
の

交
流

が
盛

ん
に

行
わ

れ
て
い

た
。
ま
た

、
江

戸
時

代
に

は
北

前
船

の
寄

港
地

と
し
て
日

本
海

側
の

各
港

は
活

況
を
呈

し
て
い

た
。

近
代

（
明

治
～

昭
和

初
期

）
に

は
、
①

韓
国

併
合

に
よ
る
韓

国
の

日
本

領
土

化
、
②

満
州

国
の

建
国

、
な
ど
に

よ
り
、
多

数
の

環
日

本
海

航
路

が
開

設
さ
れ

る
こ
と
と
な
っ
た

。
そ

の
時

代
に

は
敦

賀
な
ど
が

窓
口

と
な
り
、
朝

鮮
・
満

州
と
の

交
流

が
盛

ん
に

行
わ

れ
、
ま

た
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
通

じ
て
、
欧

州
ま
で
の

ル
ー

ト
が

開
か

れ
て
い

た
。

［
資
料
］
（
社
）
土
木
学
会
中
部
支
部
：

『
国
造
り
の
歴
史
－
中
部
の
土
木
史
』
、

1
9
8
8.
2
.2
5

図
－

１
古

代
・江

戸
時

代
の

交
流

ル
ー

ト

［
資
料
］
田
邊
貞
造
・
畠
中
隆
輔
『
北
日
本
汽
船
株
式
会

社
二
十
五
年
史
』
19
2
9
.6
.
20
、
北
日
本
汽
船
㈱

図
－

２
昭

和
初

期
の

北
日

本
汽

船
の

定
期

航
路

図

［
資
料
］
旧
敦
賀
駅
舎

図
－

４
東

京
～

ベ
ル

リ
ン
切

符
（
ウ

ラ
ジ
オ

ス
ト
ク
・
ハ

バ
ロ
フ
ス
ク
・

ワ
ル

ソ
ー

経
由

）

図
－

３
北

日
本

汽
船

㈱
の

ポ
ス
タ
ー

（
昭

和
8～

12
年

こ
ろ
）

敦
賀

港
を
窓

口
と
し
て
、
東

京
～

ベ
ル

リ
ン
が

一
枚

の
切

符
で
行

け
た

こ
と
を
示

す
切

符
朝

鮮
・
満

州
国

の
と
の

交
流

に
よ
っ
て
、
航

路
数

が
大

幅
に

増
加

し
た

２

交
流

の
海

だ
っ
た

日
本

海
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江
戸

時
代

、
日

本
海

沿
岸

地
域

・
北

海
道

と
大

阪
を
結

ぶ
航

路
（
北

前
航

路
）
は

江
戸

時
代

後
期

か
ら
明

治
中

期
ま
で
北

前
船

が
就

航
し
、
大

い
に

賑
わ

っ
て
い

た
。
し
か

し
、
明

治
5
年

（
1
8
7
2
年

）
以

後
、
太

平
洋

岸
の

本
州

縦
断

路
線

の
開

通
、
北

海
道

・
北

九
州

路
線

の
開

通
、
東

京
と
日

本
海

沿
岸

地
域

、
大

阪
と
日

本
海

沿
岸

地
域

を
結

ぶ
路

線
の

開
通

な
ど
鉄

道
網

の
発

達
や

明
治

時
代

の
日

本
の

経
済

発
展

が
欧

米
向

け
で
あ

っ
た

影
響

か
ら
、
日

本
海

沿
岸

地
方

の
経

済
発

展
は

遅
れ

、
明

治
3
0
年

代
に

な
る
と
北

前
航

路
は

衰
退

し
た

。

明
治

～
大

正
間

の
日

本
の

都
市

人
口

の
変

化
を
見

る
と
、
開

港
場

で
あ

っ
た

新
潟

港
以

外
の

日
本

海
側

地
域

は
人

口
が

頭
打

ち
の

状
態

で
あ

る
が

、
そ

の
他

の
開

港
場

（
横

浜
・
神

戸
・
長

崎
・
函

館
）
は

大
き
く
人

口
を
伸

ば
し
て
お

り
、
活

発
な

港
湾

活
動

が
地

域
活

性
化

に
与

え
る
影

響
を
示

し
て
い

る
。

［
資
料
］
沢
本
守
幸
：
『
公
共
投
資
10
0
年
の
歩
み
』
、
19
8
1
.1
2
.1

図
－

６
鉄

道
網

発
達

状
況

（
明

治
38

年
〈
19

05
〉
末

）

［
資
料
］
（
財
）
日
本
海
事
科
学
振
興
財
団

船
の
科
学
館
：
『
特
別
展
「
北
前
船
」
1
9
9
3
.
3

図
－

５
北

前
船

の
主

な
航

路
と
寄

港
地

図
－

７
明

治
～

大
正

年
間

の
都

市
人

口
の

推
移

鉄
道

の
発

達
等

に
よ
っ
て
、

物
流

の
基

幹
ル

ー
ト
が

太
平

洋
側

に
シ
フ
ト
し
た

日
本

海
側

の
地

域

0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

秋
田

米
沢

新
潟

富
山

金
沢

福
井

鳥
取

松
江

人口（千人）

明
治

1
1
年

大
正

9
年

新
潟

以
外

の
開

港
場

05010
0

15
0

20
0

25
0

30
0

35
0

40
0

45
0

50
0

横
浜

神
戸

長
崎

函
館

人口（千人）

明
治

11
年

大
正

9年

60
8.
6

人
口

（
千

人
）順

位
人

口
（
千

人
）順

位
東

京
6
7
1
.3

1
2
1
7
3
.2

1
大

阪
2
9
1
.6

2
1
2
5
2
.9

2
京

都
2
3
2
.7

3
5
9
1
.3

4
名

古
屋

1
1
3
.6

4
4
3
0

5
金

沢
1
0
7
.9

5
1
2
9
.3

1
1

広
島

7
6
.7

6
1
6
0
.5

8
和

歌
山

6
2
.1

7
8
3
.5

2
3

横
浜

6
1
.5

8
4
2
2
.9

6
○

富
山

5
8
.4

9
6
1
.8

3
5
○

仙
台

5
5

1
0

1
1
9

1
2

堺
4
5
.7

1
1

8
5
.1

2
2

福
岡

4
5
.5

1
2

9
5
.4

1
7

熊
本

4
4
.6

1
3

7
0
.4

2
7

神
戸

4
4
.1

1
4

6
0
8
.6

3
○

福
井

4
1
.6

1
5

5
6
.6

3
7
○

松
江

3
6
.5

1
6

3
7
.5

6
3
○

新
潟

3
5
.6

1
7

9
2
.1

1
9

鳥
取

3
4
.7

1
8

2
9
.3

7
7
○

弘
前

3
3
.4

1
9

3
2
.8

7
3
○

岡
山

3
3
.3

2
0

9
4
.6

1
8
○

長
崎

3
2
.6

2
1

1
7
6
.5

7
○

鹿
児

島
3
2
.1

2
2

1
0
3
.2

1
4
○

函
館

3
1
.2

2
3

1
4
4
.7

9
○

秋
田

3
1

2
4

3
6
.3

6
7
○

高
松

3
0
.2

2
5

4
6
.6

4
8
○

盛
岡

2
9
.5

2
6

4
2
.4

5
3
○

高
知

2
9
.1

2
7

4
9
.3

4
4

松
山

2
8
.1

2
8

5
1
.3

4
1

米
沢

2
7
.7

2
9

4
3

5
2
○

彦
根

2
7
.5

3
0

1
7
.7

1
8
7
8
（
明

治
1
1
）

1
9
2
0
（
大

正
9
）

注
：
○

ラ
ン
ク
ア
ッ
プ
都

市
　
　
○

２
０
以

上
ラ
ン
ク
ダ

ウ
ン
都

市
[
資
料
]『
日
本
経
済
史
』
よ
り
作
成

３

港
の

繁
栄

が
地

域
活

性
化

に
与

え
た

影
響

379



一
体

化
し
域

内
経

済
関

係
を
深

化
さ
せ

る
東

ア
ジ
ア
（
１
）

一
体

化
し
域

内
経

済
関

係
を
深

化
さ
せ

る
東

ア
ジ
ア
（
１
）

20
05

年
に

は
最

終
財

と
中

間
財

の
貿

易
額

の
比

率
が

N
A

FT
A
で

1:
1.

1、
E

U
25

で
1:

1.
3と

な
っ

て
い

る
の

に
対

し
、
東

ア
ジ
ア
で
は

1:
1.

9と
な
っ
て
い

る
な
ど
、
東

ア
ジ
ア
の

域
内

貿
易

に
占

め
る

中
間

財
の

比
率

は
E

U
25

、
N

A
FT

A
を
大

き
く
上

回
っ
て
お

り
、
東

ア
ジ
ア
で
は

域
内

国
が

強
み

を

有
す

る
部

材
に

特
化

し
て
国

境
を
越

え
た

分
業

を
進

展
さ
せ

て
い

る
こ
と
が

分
か

る
。

４
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域
内

貿
易

の
品

目
を
見

る
と
電

気
機

械
の

割
合

が
増

加
し
て
い

る
。
こ
れ

は
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

が
進

展
し

輸
送

費
が

比
較

的
小

額
な
電

気
機

械
製

品
を
中

心
に

国
際

的
な
分

業
（
工

程
間

分
業

）
が

展
開

さ
れ

て
い

る
こ
と
を
示

し
て
い

る
。

一
体

化
し
域

内
経

済
関

係
を
深

化
さ
せ

る
東

ア
ジ
ア
（
２
）

一
体

化
し
域

内
経

済
関

係
を
深

化
さ
せ

る
東

ア
ジ
ア
（
２
）

出
所

：
経

済
産

業
省

『
平

成
19

年
版

通
商

白
書

』

５
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黒
龍

江
省

（
黒

龍
江

省
（
22 ））

→
㈱

キ
タ
ッ
ク
他

陜
西

省
（

陜
西

省
（
44 ））

四
川

省
（

四
川

省
（
33 ））

湖
北

省
（

湖
北

省
（
33 ））

安
徽

省
（

安
徽

省
（
77 ））

→
ア
ピ
ッ
ク
ヤ

マ
ダ

他

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ク

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ク

(2
)

(2
)

ハ
バ

ロ
フ
ス
ク

ハ
バ

ロ
フ
ス
ク

(2
)

(2
)

北
朝

鮮

北
陸

地
域

か
ら
北

東
ア
ジ
ア
へ

進
出

し
て
い

る
主

な
企

業
北

陸
地

域
か

ら
北

東
ア
ジ
ア
へ

進
出

し
て
い

る
主

な
企

業

遼
寧

省
（

遼
寧

省
（
7272

））

→
助

野
靴

下
㈱

、
小

松
精

練
㈱

永
井

プ
ラ
ス
チ

ッ
ク
工

業
㈱

東
洋

ガ
ス
メ
ー

タ
ー

㈱
他

北
京

市
（

北
京

市
（
2424

））

→
長

野
日

本
無

線
㈱

セ
イ
コ
ー

エ
プ
ソ
ン
㈱

ダ
イ
ヤ

モ
ン
ド
エ
ン
ジ
ニ

ア
リ
ン
グ

㈱

キ
ッ
セ

イ
コ
ム

テ
ッ
ク
㈱

他

韓
国

（
韓

国
（
5151

））

→
セ

イ
コ
ー

エ
プ
ソ
ン
㈱

、
㈱

マ
ル

サ
ン
精

密
、
バ

イ
オ

技
研

工
業

㈱
、
新

光
電

気
工

業
㈱

、
日

本
電

産
サ

ン
キ

ョ
ー

、
ル

ビ
コ
ン
㈱

、
ソ
リ
マ
チ

㈱
、
日

華
化

学
㈱

他

上
海

市
（

上
海

市
（
16

2
16

2 ））
→

Ｙ
Ｋ
Ｋ
㈱

、
北

陸
電

気
工

業
㈱

、
㈱

北
陸

銀
行

、
ア
イ
・
オ

ー
・
デ

ー
タ
機

器
㈱

、
片

岡
機

械
工

業
㈱

、
シ
チ

ズ
ン
マ
シ
ナ

リ
ー

㈱
、

セ
イ
コ
ー

エ
プ
ソ
ン
㈱

、
㈱

コ
メ
リ
、
野

尻
眼

鏡
工

業
㈱

、
江

守
商

事
㈱

他

・
・
・
福

井
県

・
・
・
新

潟
県

・
・
・
長

野
県

・
・
・
富

山
県

・
・
・
石

川
県

【
凡

例
】

天
津

市
（

天
津

市
（
1515

））

→
三

光
合

成
㈱

、
北

陸
電

気
工

業
㈱

ア
サ

イ
産

業
㈱

他

山
東

省
（

山
東

省
（
2727

））

→
ミ
サ

ワ
テ
ク
ノ
㈱

、
㈱

竹
内

製
作

所

コ
マ
ツ
キ

ャ
ス
テ
ッ
ク
ス
㈱

、
日

信
工

業
㈱

他

新
潟

県
：
新

潟
県

産
業

労
働

部
「
平

成
17

年
度

新
潟

県
内

企
業

の
海

外
進

出
状

況
報

告
書

」
（
平

成
17

年
3月

31
日

現
在

）

富
山

県
：
（
財

）
と
や

ま
国

際
セ

ン
タ
ー

「
富

山
県

企
業

の
海

外
事

業
所

調
査

」
（
平

成
15

年
12

月
発

行
）
、
「
県

内
企

業
の

中
国

進
出

状
況

（
富

山
県

立
地

通
商

課
（
環

日
本

海
貿

易
交

流
セ

ン
タ
ー

）
）
」

石
川

県
：
ジ
ェ
ト
ロ
金

沢
「
石

川
県

内
企

業
の

海
外

進
出

動
向

（
平

成
17

年
末

現
在

）

福
井

県
：
福

井
県

産
業

労
働

部
国

際
・
マ
ー

ケ
ッ
ト
戦

略
課

作
成

「
県

内
企

業
の

海
外

進
出

（
20

05
年

9月
1日

現
在

）
福

井
商

工
会

議
所

調
べ

」

長
野

県
：
ジ
ェ
ト
ロ
長

野
貿

易
セ

ン
タ
ー

「
長

野
県

海
外

進
出

企
業

名
簿

」

江
蘇

省
江

蘇
省

(9
3

(9
3 ））

→
Ｙ
Ｋ
Ｋ
㈱

、
日

本
カ
ー

バ
イ
ト
工

業
㈱

、
コ
マ
ニ

ー
㈱

、
東

邦
ゴ
ム

工
業

㈱
、
シ
チ

ズ
ン
フ
ァ
イ
ン
テ
ッ
ク
㈱

、
セ

ー
レ
ン
㈱

、
チ

ノ
ン
テ
ッ
ク
㈱

、
セ

イ
コ
ー

エ
プ
ソ
ン
㈱

他

６
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北
陸

地
域

か
ら
北

東
ア
ジ
ア
へ

進
出

し
て
い

る
主

な
企

業
数

北
陸

地
域

か
ら
北

東
ア
ジ
ア
へ

進
出

し
て
い

る
主

な
企

業
数

新
潟

県
：
新

潟
県

産
業

労
働

部
「
平

成
17

年
度

新
潟

県
内

企
業

の
海

外
進

出
状

況
報

告
書

」
（
平

成
17

年
3月

31
日

現
在

）

富
山

県
：
（
財

）
と
や

ま
国

際
セ

ン
タ
ー

「
富

山
県

企
業

の
海

外
事

業
所

調
査

」
（
平

成
15

年
12

月
発

行
）
、
「
県

内
企

業
の

中
国

進
出

状
況

（
富

山
県

立
地

通
商

課
（
環

日
本

海
貿

易
交

流
セ

ン
タ
ー

）
）
」

石
川

県
：
ジ
ェ
ト
ロ
金

沢
「
石

川
県

内
企

業
の

海
外

進
出

動
向

（
平

成
17

年
末

現
在

）

福
井

県
：
福

井
県

産
業

労
働

部
国

際
・
マ
ー

ケ
ッ
ト
戦

略
課

作
成

「
県

内
企

業
の

海
外

進
出

（
20

05
年

9月
1日

現
在

）
福

井
商

工
会

議
所

調
べ

」

長
野

県
：
ジ
ェ
ト
ロ
長

野
貿

易
セ

ン
タ
ー

「
長

野
県

海
外

進
出

企
業

名
簿

」

2
2
0

2
0

2
174

98316

1
0725

54132
4
1

5
3

1
5

1
9

3
4

2
5

2
4

1
2

1
4

1
8

1321
21

211
21

1
3587

4
0

2
0

4
0

6
0

8
0

1
0
0

1
2
0

1
4
0

1
6
0

1
8
0

（企業数）

黒 龍 江 省

遼 寧 省

山 東 省

北 京 市

天 津 市

上 海 市

江 蘇 省

安 徽 省

湖 北 省

陜 西 省

四 川 省

韓 国
ロ シ ア

新
潟

県
長

野
県

富
山

県
石

川
県

福
井

県

７
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0
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0
00

,0
0
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0
00
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4,
0
00
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0
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5,
0
00

,0
0
0
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9
7
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9
8

1
9
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2
00

0
20

0
1

2
0
02

2
0
03

2
00

4
20

05
2
0
06

2
00

7

T
E
U

輸
出

輸
入

合
計

対
中

貿
易

額
と
貨

物
量

0

5
0
,0
0
0

1
0
0
,0
0
0

1
5
0
,0
0
0

2
0
0
,0
0
0

2
5
0
,0
0
0

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

(t
o
n
)

貨
物

量

対
中

貿
易

額
（
海

上
コ
ン
テ
ナ

貨
物

）
対

中
貿

易
額

（
航

空
貨

物
）

対
中

貨
物

量
（
海

上
コ
ン
テ
ナ

貨
物

・
実

入
り
）

対
中

輸
送

実
績

（
航

空
貨

物
）

金 額 貨 物 量

出
典

）
国

土
交

通
省

総
合

政
策

局
港

湾
統

計
（
年

報
）

出
典

）
国

土
交

通
省

総
合

政
策

局
航

空
輸

送
統

計
年

報

0

20
,0
00

40
,0
00

60
,0
00

80
,0
00

10
0,
00

0

12
0,
00

0

14
0,
00

0

16
0,
00

0

18
0,
00

0 19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

（億
円

）

輸
出

輸
入

合
計

0

10
,0
00

20
,0
00

30
,0
00

40
,0
00

50
,0
00

60
,0
00

70
,0
00

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

（億
円

）

輸
出

輸
入

合
計

出
典

）
貿

易
統

計
（
財

務
省

）
出

典
）
貿

易
統

計
（
財

務
省

）
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韓
国

・中
国

・ロ
シ

ア
人

の
旅

客
人

数

15
9

62

6

17
5

65

6

21
2

81

6

05010
0

15
0

20
0

25
0

韓
国

人
中

国
人

ロ
シ

ア
人

単位：万人

20
04

年

20
05

年

20
06

年

順
位 1

東
京

都
6
3

2
大

阪
府

3
2

3
神

奈
川

県
2
2

4
千

葉
県

2
2

5
京

都
府

2
0

中
国

訪
問

地
（
%
）

順
位 1

東
京

都
4
5

2
大

阪
府

2
5

3
福

岡
県

1
7

4
神

奈
川

県
1
2

5
京

都
府

1
1

韓
国

訪
問

地
（
%
）

■
韓

国
（
5%

）
、
中

国
（
11

%
）
の

高
い

経
済

成
長

率
と
原

油
高

に
伴

う
ロ
シ
ア
の

経
済

成

長
に

よ
り
、
訪

日
し
た

韓
国

、
中

国
、
ロ
シ
ア
の

旅
客

人
は

、
年

々
伸

び
て
い

る
。

そ
の

中
で
、
最

も
多

く
訪

れ
た

の
は

韓
国

人
で
あ

る
。
そ

の
理

由
と
し
て
は

、
円

安
、
ウ

ォ
ン
高

の
影

響
が

大
き
い

と
思

わ
れ

る
。

中
国

・
韓

国
か

ら
訪

日
し
た

観
光

客
が

最
も

多
く
訪

問
し
た

訪
問

地
は

、
東

京
で
あ

る
。

中
国

・
韓

国
か

ら
訪

日
し
た

観
光

客
が

最
も

多
く
訪

問
し
た

訪
問

地
は

、
東

京
で
あ

る
。

東
京

行
き
の

観
光

客
の

誘
致

の
可

能
性

有
り
。

中
国

・
韓

国
→

新
潟

→
東

京
東

京
行

き
の

観
光

客
の

誘
致

の
可

能
性

有
り
。

中
国

・
韓

国
→

新
潟

→
東

京

資
料

（
独

）
国

際
観

光
振

興
機

構
『
国

際
観

光
白

書
20

06
』

北
東

ア
ジ
ア
域

内
の

人
流

動
向

北
東

ア
ジ
ア
域

内
の

人
流

動
向
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そ
の

他
0
.3
%

関
東

5
3
.5
%

北
陸

1
.6
%

東
海

6
.8
%

関
西

1
8
.1
%

中
国

地
方

1
.8
%

四
国

0
.2
%

九
州

9
.2
%

沖
縄

1
.5
%

北
海

道
5
.7
%

東
北

1
.3
%

北
陸

空
港

の
計

16
,3
99

14
,9
97

20
,1
24

27
,2
31

6,
09

2
5,
78

8

7,
24

8

9,
31

279
,5
36

33
,9
21

32
,2
67

42
,6
97

0

10
,00

0

20
,00

0

30
,00

0

40
,00

0

50
,00

0

60
,00

0

70
,00

0

80
,00

0

20
02

年
20

03
年

20
04

年
20

05
年

人数

中
国

人

韓
国

人

全
体

新
潟

空
港

6,
43

0
4,
92

0
7,
29

9
9,
90

3

4,
04

7
3,
59

1
4,
14

0
4,
60

533
,0
80

20
,2
90

18
,6
50

23
,3
85

0

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

20
02

年
20

03
年

20
04

年
20

05
年

人数

中
国

人

韓
国

人

全
体

富
山

空
港

4,
15

0
3,
90

0
4,
73

8
6,
23

3
2,
03

2
2,
19

0
2,
93

3
3,
41

031
,6
40

10
,7
72

7,
14

2
7,
27

0

0

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

20
02

年
20

03
年

20
04

年
20

05
年

人数

中
国

人

韓
国

人

全
体

小
松

空
港

1
1
,0
9
5

5
,8
1
9

6
,1
7
7

8
,0
8
7

1
3

7
1
7
5

1
,2
9
7

1
4
,8
1
6

6
,3
6
1

6
,4
7
5

8
,5
4
0

0

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

35
,0
00

20
02

年
20

03
年

20
04

年
20

05
年

人数

中
国

人

韓
国

人

全
体

地
域

別
の

新
規

入
国

者
の

割
合

■
地

域
別

新
規

入
国

者
（
再

入
国

者
を
除

く
）
の

北
陸

地
方

が
占

め
る
割

合
は

1.
6%

で
あ

る
。

■
北

陸
地

方
の

新
規

入
国

者
は

、
年

々
伸

び
て
い

る
。
と
く
に

、
20

04
年

か
ら
大

幅
な
増

加
が

見
ら
れ

る
。

■
小

松
空

港
か

ら
の

新
規

入
国

者
は

、
韓

国
人

が
大

半
を
占

め
て
い

る
。

資
料

（
独

）
国

際
観

光
振

興
機

構
『
国

際
観

光
白

書
20

06
』

地
域

別
・
北

陸
空

港
別

の
入

国
者

の
動

向
地

域
別

・
北

陸
空

港
別

の
入

国
者

の
動

向

10
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0,
00

0

40
0,
00

0

60
0,
00

0

80
0,
00

0

1,
00

0,
00

0

1,
20

0,
00

0

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

年
度

人数

下
関

⇔
釜

山

博
多

⇔
釜

山

合
計

（小
倉

、
広

島
、
大

阪
⇔

釜
山

を
含

む
）

0

1
,0
0
0

2
,0
0
0

3
,0
0
0

4
,0
0
0

5
,0
0
0

6
,0
0
0

7
,0
0
0

8
,0
0
0

9
,0
0
0

1
0
,0
0
0

2
0
0
2

2
0
03

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

年
度

人数

下
関

⇔
青

島

0

1,
00

0

2,
00

0

3,
00

0

4,
00

0

5,
00

0

6,
00

0

7,
00

0

20
02

20
03

20
04

20
05

年
度

人数

稚
内

⇔
コ
ル

サ
コ
フ

日
韓

航
路

日
韓

航
路

日
中

航
路

日
中

航
路

日
露

航
路

日
露

航
路

■
北

東
ア
ジ
ア
地

域
の

国
際

フ
ェ
リ
ー

に
よ
る
人

流
が

活
発

に
な
っ
て
き
て
い

る
。

■
２
０
０
６
年

時
点

で
、
日

韓
航

路
の

旅
客

数
は

約
１
０
０
万

人
、
日

中
航

路
の

旅
客

数
は

約
９
千

人
、
２
０
０
５
年

時
点

で
、
日

露
航

路
は

約
６
千

人
と
近

年
増

加
傾

向
に

あ
る
。

〔
資

料
〕
日

韓
航

路
：
釜

山
港

の
H

P、
日

中
航

路
：
Se

a 
Sp

rit
e、

下
関

税
関

支
署

資
料

、
日

露
航

路
：
東

日
本

海
フ
ェ
リ
ー

㈱
の

内
部

資
料

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

の
旅

客
数

の
動

向
国

際
フ
ェ
リ
ー

航
路

の
旅

客
数

の
動

向

11

387



地
中

海
地

域
と
の

比
較

地
中

海
地

域
と
の

比
較

新
潟

直
江

津
伏

木
富

山

金
沢

敦
賀

ナ
ホ

ト
カ

ウ
ラ
ジ
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ス
ト
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ト
ロ
イ
ツ
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釜
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束
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対
岸

日
本

海 ０
１
０
０
０
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中
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韓
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韓
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中
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韓
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ロ
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韓
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韓
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ジ
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ノ
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マ
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セ
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バ
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セ
ロ
ナ

ア
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ジ
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ア
ル

ヘ
シ

ラ
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チ
ュ
ニ
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パ
レ
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モ

ユ
ー

ロ
圏

地
中

海

対
岸

０
１
０
０
０
km

フ
ェ
リ
ー

週
21

便

R
O

R
O
船

週
22

便

コ
ン
テ
ナ

船
週

2便

フ
ェ
リ
ー

週
15

便

R
O

R
O
船

週
6便

コ
ン
テ
ナ

船
週

3便

フ
ェ
リ
ー

週
4便

R
O

R
O
船

週
5便

コ
ン
テ
ナ

船
週

20
便

フ
ェ
リ
ー

週
32

3便
R

O
R

O
船

週
14

0便
コ
ン
テ
ナ

船
週

4便

資
料

）
出

典
：
C
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 D
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D
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ー

タ
を
集

計

8
,8
0
0
億

ド
ル

1
億

6
,4
6
3
万

人
北

東
ア
ジ
ア
地

域
（
中

国
東

北
部

、
韓

国
、

ロ
シ
ア
極

東
部

、
モ
ン
ゴ
ル

）

4
兆

5
,0
5
9
億

ド
ル

1
億

2
,7
9
6
万

人
日

本

1
,8
2
6
億

ド
ル

7
,3
0
4
万

人
北

ア
フ
リ
カ
地

域
（
モ
ロ
ッ
コ
、
ア
ル

ジ
ェ
リ
ア
、

チ
ュ
ニ

ジ
ア
）

4
兆

9
,5
6
9
億

ド
ル

1
億

6
,1
6
0
万

人
地

中
海

南
ヨ
ー

ロ
ッ
パ

地
域

（
ス
ペ

イ
ン
、
フ

ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
）

Ｇ
Ｄ
Ｐ

人
口
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環
日

本
海

物
流

と
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

13
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日
本

に
お

け
る
国

際
フ
ェ
リ
ー

航
路

は
、
北

部
九

州
お

よ
び

阪
神

地
区

の
港

湾
を
中

心
に

、
日

韓
間

、
日

中
間

の
サ

ー
ビ
ス
が

展
開

さ
れ

て
お

り
、
特

に
近

年
（
2
0
0
2
年

以
降

）
、
航

路
開

設
が

活
発

化
し
て
い

る
。
現

在
、
日

韓
フ
ェ
リ
ー

は
合

計
週

1
6
便

、
そ

の
内

、
北

部
九

州
の

航
路

が
1
3
便

就
航

し
、
日

中
フ
ェ
リ
ー

は
合

計
週

9
便

、
そ

の
内

、
北

部
九

州
の

航
路

が
6
便

就
航

し
て
い

る
。
最

近
の

貨
物

量
を
見

る
と
、
中

国
の

経
済

発
展

な
ど
の

影
響

に
よ
っ
て
中

国
の

貨
物

量
が

増
加

し
て
お

り
、
今

後
も
日

中
間

の
貨

物
量

は
増

加
し
て
行

く
と
予

測
さ
れ

る
。

○
日

本
の

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

図
-８

国
際

フ
ェ
リ
ー

航
路

図

0

10
,0
00

20
,0
00

30
,0
00

40
,0
00

50
,0
00

60
,0
00

20
02

20
03

20
04

（T
EU

)

下
関

⇔
釜

山

博
多

⇔
釜

山

広
島

⇔
釜

山

大
坂

⇔
釜

山

0

5,
00

0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

25
,0
00

30
,0
00

20
02

20
03

20
04

（T
EU

)

下
関

⇔
青

島

博
多

⇔
上

海

図
-１

０
日

中
航

路
の

貨
物

輸
送

量
の

推
移

図
-９

日
韓

航
路

の
貨

物
輸

送
量

の
推

移

※
注

博
多

⇔
上

海
は

R
O

R
O
船

の
貨

物
量

[
資
料
]北
陸
地
域
国
際
物
流
戦
略
チ
ー
ム
資
料

14

国
際

フ
ェ
リ
ー

の
現

状
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
現

状
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新
潟

港
に

お
け

る
日

本
海

横
断

国
際

フ
ェ
リ
ー

構
想

に
つ

い
て

束
草
港

ﾄ
ﾛ
ｲ
ﾂ
ｧ
港
（旧
ｻ
ﾞﾙ
ﾋ
ﾞﾉ
）

新
潟
港
⇒
ト
ロ
イ
ツ
ァ
⇒
束
草
⇒
新
潟
航
路

所
要
時
間
2
4
時
間
（２
０
ノ
ッ
ト
と
想
定
）

小
樽
港

【
参
考
】
国
内
既
存
航
路

新
潟
～
小
樽
所
要
時
間
１
８
時
間

■
ソ
ウ
ル

■
東
京

所
要
時
間
4
時
間
（７
０
ｋ
ｍ
/
h
と
想
定
）

2
9
0
ｋ
ｍ

8
8
0
ｋ
ｍ

15

所
要
時
間
4
.5
時
間
（７
０
ｋ
ｍ
/
h
と
想
定
）

3
2
0
ｋ
ｍ

所
要
時
間
2
3
時
間
（２
０
ノ
ッ
ト
と
想
定
）

8
6
0
ｋ
ｍ

既
存
航
路
所
要
時
間
1
9
時
間

5
3
0
ｋ
ｍ

新
潟
港

■

琿
春

市

391



新
潟

直
江

津

伏
木

富
山

金
沢

敦
賀

ナ
ホ

ト
カ

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ク

ト
ロ
イ
ツ
ァ

釜
山

束
草

新
潟

小
松

富
山

大
連

ロ
シ
ア

中
国

韓
国

北
朝
鮮

提
言
２
．
海
上
貨
物
及
び
航
空
貨
物
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
・
拡
充

東
北
部

フ
ェ
リ
ー

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

コ
ン
テ
ナ
船

航
空
路

港
湾

空
港

航
空
路

●
期
待
さ
れ
る
効
果

・
北
東
ア
ジ
ア
と
の
輸
送
時
間
の
短
縮

・
海
上
輸
送
と
航
空
輸
送
の
連
携

北
陸

地
域

国
際

物
流

戦
略

チ
ー

ム
最

終
提

言
（
H

19
.1

1）

『
北

東
ア
ジ
ア
と
の

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
の

構
築

』
の

具
体

策
と
効

果

●
具
体
的
な
効
果

中
国

東
北

部
～

北
陸

へ
の

輸
送

・
大

連
経

由
７
～

１
１
日

・
日

本
海

横
断

航
路

２
～

３
日

＜
輸
送
日
数
の
短
縮
＞

・
納
期
の
確
実
性
向
上

●
荷
主
の
声

・
韓

国
向

け
の

急
ぐ
貨

物
が

多
く
存

在
す

る
（
例

：
液

晶
パ

ネ
ル

）
。
日

韓
の

フ
ェ
リ
ー

航
路

は
西

日
本

（
大

阪
、
下

関
等

）
か

ら
し
か

出
て

お
ら
ず

、
北

陸
か

ら
の

フ
ェ
リ
ー

就
航

が
待

た
れ

る
。
【
物

流
事

業
者

】
・
中

国
の

政
策

は
内

陸
部

の
振

興
に

シ
フ
ト
し
て
お

り
、
中

国
東

北
部

は
発

展
の

可
能

性
が

大
い

に
あ

る
。
そ

の
地

域
と
日

本
を
最

短
距

離
で
結

ぶ
日

本
海

横
断

ル
ー

ト
の

開
設

に
期

待
し
て
い

る
。
【
衣

料
メ
ー

カ
ー

】
16
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国
際

フ
ェ
リ
ー

の
利

点

航
空

機

国
際

フ
ェ
リ
ー

国
際

R
oR

o船
外

貿
コ
ン
テ
ナ

船

輸
送

費
用

輸
送

時
間

（
長

い
）

（
短

い
）

（
高

い
）

（
安

い
）

（
例

）
上

海
ス
ー

パ
ー

エ
ク
ス
プ
レ
ス
（
博

多
港

～
上

海
港

）

（
出

所
）
上

海
ス
ー

パ
ー

エ
ク
ス
プ
レ
ス
㈱

H
P

○
航

空
機

よ
り
も
安

い
輸

送
コ
ス
ト

○
コ
ン
テ
ナ

船
よ
り
も
短

い
リ
ー

ド
タ
イ
ム

17
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0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

4
5
0

5
0
0

5
5
0

下 関 港

北 九 州 港

神 戸 港

日 立 港

油 津 港

苫 小 牧 港

酒 田 港

横 浜 港

東 京 港

釧 路 港

唐 津 港

博 多 港

浜 田 港

小 樽 港

大 阪 港

新 潟 港

直 江 津 港

敦 賀 港

八 代 港

川 崎 港

秋 田 港

名 古 屋 港

伊 万 里 港

清 水 港

志 布 志 港

細 島 港

仙 台 塩 釜 港

四 日 市 港

小 名 浜 港

千 葉 港

常 陸 那 珂 港

水 島 港

松 山 港

伏 木 富 山 港

境 港

舞 鶴 港

三 河 港

広 島 港

福 山 港

八 戸 港

熊 本 港

高 松 港

和 歌 山 下 津 港

今 治 港

徳 島 小 松 島 港

那 覇 港

金 沢 港

姫 路 港

石 狩 湾 新 港

室 蘭 港

大 分 港

岩 国 港

徳 山 下 松 港

三 島 川 之 江 港

高 知 港

堺 泉 北 港

長 崎 港

呉 港

三 田 尻 中 関 港

宇 部 港

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

4
5
0

5
0
0

下 関 港

那 覇 港

小 樽 港

苫 小 牧 港

神 戸 港

東 京 港

横 浜 港

堺 泉 北 港

博 多 港

大 阪 港

仙 台 塩 釜 港

石 狩 湾 新 港

舞 鶴 港

清 水 港

和 歌 山 下 津 港

北 九 州 港

川 崎 港

福 山 港

敦 賀 港

名 古 屋 港

常 陸 那 珂 港

日 立 港

伊 万 里 港

直 江 津 港

新 潟 港

秋 田 港

志 布 志 港

今 治 港

呉 港

唐 津 港

浜 田 港

境 港

高 松 港

三 河 港

金 沢 港

八 代 港

四 日 市 港

伏 木 富 山 港

細 島 港

熊 本 港

小 名 浜 港

八 戸 港

油 津 港

千 葉 港

高 知 港

姫 路 港

水 島 港

松 山 港

酒 田 港

徳 島 小 松 島 港

室 蘭 港

広 島 港

三 島 川 之 江 港

釧 路 港

長 崎 港

徳 山 下 松 港

岩 国 港

大 分 港

三 田 尻 中 関 港

宇 部 港

（
ｋ
ｍ

）
輸

出
国

土
交

通
省

港
湾

局
作

成

（
ｋ
ｍ

）
輸

入

全
国

平
均

10
0.

4

全
国

平
均

74
.1

各
港

の
〔
個

々
の

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
重

量
（
ｔ）
×

輸
送

距
離

（
ｋ
ｍ

）
〕
の

合
計

各
港

の
〔
コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
総

重
量

（
ｔ）
〕

注
）
輸

送
距

離
（
ｋ
ｍ

）
は

そ
の

貨
物

の
生

産
地

（
ま
た

は
消

費
地

）
か

ら
船

積
港

（
ま
た

は
船

卸
港

）
ま
で
の

距
離

国
土

交
通

省
交

通
政

策
審

議
会

第
２
５
回

港
湾

分
科

会
資

料
（
20

07
.5

.2
4）

各
港

に
お

け
る
背

後
圏

の
大

き
さ

18
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国
際

フ
ェ
リ
ー

の
貨

物
と
新

潟
港

・
伏

木
富

山
港

の
貨

物

韓
国

航
路

：
関

釜
フ
ェ
リ
ー

（
下

関
～

釜
山

）

中
国

航
路

：
上

海
ス
ー

パ
ー

エ
ク
ス
プ
レ
ス
（
博

多
～

上
海

）
で

輸
送

し
て
い

る
貨

物
品

目
と
貨

物
量

韓
国

航
路

と
中

国
航

路
の

国
際

フ
ェ
リ
ー

で
は

、
機

械
類

、
自

動
車

、
自

動
車

部
品

、
果

物
な
ど
の

高
価

で
納

期
が

短
い

商
品

が
運

ば
れ

て
い

る
。

新
潟

港
・
伏

木
富

山
港

の
輸

出
貨

物
の

現
状

(2
00

5年
）

国
際

フ
ェ
リ
ー

貨
物

の
対

象
と
な
る
貨

物
を
集

計
す

る
と
、
新

潟
港

・
伏

木
港

と
も
に

、
ロ
シ
ア
向

け
の

貨
物

は
完

成
自

動
車

（
中

古
自

動
車

）
が

大
半

を
占

め
て
い

る
。

新
潟

港
か

ら
中

国
へ

輸
出

し
て
い

る
フ
ェ
リ
ー

貨
物

に
転

換
で
き
る
貨

物
は

、
17

千
ﾌ
ﾚ
ｰ
ﾄﾄ

ﾝ
存

在
す

る
。

資
料

：
「
C

O
N

TA
IN

E
R

  A
G

E
」
「
S

E
A

 S
P

R
IT

E
」
「
日

本
海

事
新

聞
」
「
海

事
プ
レ
ス
」
「
日

本
経

済
新

聞
」
か

ら
作

成
。

8
2
9

2
,6
5
2

3
,0
0
8

2
,0
5
9

3
5
5

2
,9
6
0

7
,8
2
7

2
4
9

2
,8
8
7

2
,0
3
0

7
1
0

3
,2
9
4

0

5
,0
0
0

1
0
,0
0
0

1
5
,0
0
0

2
0
,0
0
0

2
5
,0
0
0

3
0
,0
0
0

新
潟

港
富

山
港

新
潟

港
富

山
港

中
国

ロ
シ

ア

2
5
2
 完

成
自

動
車

2
5
5
 自

動
車

部
品

2
6
1
 産

業
機

械

2
6
2
 電

気
機

械

2
6
3
 測

量
・
光

学
・
医

療
用

機
械

2
6
4
 事

務
用

機
器

2
6
5
 そ

の
他

機
械

新
潟

港
富

山
港

新
潟

港
富

山
港

2
5
2

完
成

自
動

車
7
1
0

3
0
5
,2
7
4

9
4
3
,7
4
0

2
5
5

自
動

車
部

品
2
,8
8
7

2
,0
3
0

3
,2
9
4

2
6
1

産
業

機
械

7
,8
2
7

2
4
9

3
2
6
2

電
気

機
械

2
,9
6
0

2
2
6
3

測
量

・
光

学
・医

療
用

機
械

3
5
5

4
2
6
4

事
務

用
機

器
2
,0
5
9

2
6
5

そ
の

他
機

械
8
2
9

2
,6
5
2

3
,0
0
8

1
7
,6
2
7

2
,6
5
2

3
1
0
,5
6
1

9
4
7
,0
4
3

中
国

ロ
シ
ア

品
目

計

資
料

：
国

土
交

通
省

「
港

湾
統

計
平

成
17

年
」
よ
り
、
作

成

 
関
釜
フ
ェ
リ
ー

 
上
海
ス
ー
パ
ー
エ
ク
ス
プ
レ
ス

 
 

品
目

 
貨
物
量
な
ど

 
品
目

 
貨
物
量
な
ど

 
  輸

 
  出

 

・
一
般
機
械

 
・
精
密
機
器
類

 
・
電
気
機
器

 
・
液
晶
製
造
装
置

・
商
品
車

 
 

・
20

04
年
の

実
績
：

 
34

.7
万

t 
(前
年
比

17
％

増
) 

 

・
原
材
料

 
・
部
品

 
・
プ
ラ
ズ
マ
デ
ィ

ス
プ
レ
イ
パ

ネ
ル

 
・

JR
貨
物

 
（
自
動
車
部
品
）

・
果
物

 
 

・
20

04
年

10
月
～

20
05

年
3
月
の
コ
ン
テ
ナ

貨
物
輸
送
実
績
：

 
60

00
TE

U
 

・
輸
入
（
博
多
向
け
）
が

8
割
、
輸
出
（
上
海
向

け
）
が

2
割
。

 
・
中
国
で
の
プ
ラ
ズ
マ
デ

ィ
ス
プ
レ
イ
パ
ネ
ル

の
需
要
に
対
応
す
る

た
め
、

R
O

R
O
船
の
頻

度
を
上
げ
る
計
画
。

 
   輸

 
  入

 

・
衣
類

 
・
魚
介
類

 
・
青
果

 
・
キ
ム
チ

 
・
味
付
海
苔

 
・
草
花

 
・
電
気
機
器

 

・
20

04
年
の

実
績
：

 
21

.4
万

t 
(前
年
比

10
％

減
) 

 

・
衣
料

 
・
雑
貨

 
・
家
電
製
品

 
・
家
具

 
・
精
密
機
器
類

 
・
機
械
類

 
・
電
子
ゲ
ー
ム
機

・
コ
ピ
ー
機

 
・
衣
類

 
・
電
子
部
品

 
・

JA
L
貨
物

 
（
服
飾
雑
貨
）

 

・
精
密
機
械
会
社
（
Ｃ
社
）

の
20

03
年
度
の
中
国

か
ら
の
輸
入

量
:4

00
0T

EU
. 

・
20

03
年
末
か
ら

20
04

年
始
に
か
け
て
中
国

蘇
州
工
場
で
製
造
さ

れ
た
電
子
ゲ
ー
ム
機

を
40
ｆ
ｔ
コ
ン
テ
ナ

で
計

60
本
日
本
輸

送
。

 
・

20
04
年
か
ら
上
海
～

博
多
間
で
シ
ー
＆
エ

ア
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
。

 

19
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中
古

車
輸

出
(2

00
5年

)
９
４
万

台
（
財

務
省

貿
易

統
計

）

１
３
５
万

台
（
経

済
産

業
省

資
料

）

仕
入

先
オ

ー
ク
シ
ョ
ン

７
６
．
０
％

中
古

車
販

売
・
整

備
業

１
０
．
７
％

メ
ー

カ
ー

系
デ

ィ
ー

ラ
ー

５
．
２
％

個
人

３
．
９
％

そ
の

他
４
．
２
％

（
出

所
）

平
成

１
７
年

度
経

済
産

業
省

調
査

主
な
輸

出
先

（
２
０
０
５
年

）
（
財

務
省

貿
易

統
計

）

（
１
）
我

が
国

に
お

け
る
輸

出
中

古
車

輸
出

状
況

２
０
０
４
年

度
保

有
台

数
７

,４
７
５
万

台

２
０
０
５
年

度
新

車
販

売
台

数
５
８
５
万

台

２
０
０
５
年

度
保

有
台

数
７

,５
６
０
万

台
＋

ー
＝

使
用

済
自

動
車

３
０
５
万

台
中

古
自

動
車

在
庫

の
増

加
１
０
万

台

法
施

行
前

報
告

対
象

外
５
０
万

台

経
済

産
業

省
資

料
：
自

動
車

リ
サ

イ
ク
ル

法
の

施
行

状
況

に
つ

い
て

解
体

51
.2

%
転

売
31

.4
%

輸
出

8.
9%

中
古

登
録

1.
0%

一
時

抹
消

登
録

車
両

の
追

跡
調

査

そ
の

他
7.

5%

<ﾀ
ｲ
ﾑ
ﾗ
ｸ
ﾞ>

中
古

自
動

車
の

輸
出

と
ロ
シ
ア
の

市
場

3.
3％

31
,4

05
台

南
ｱ
ﾌ
ﾘ
ｶ
共

和
国

3.
4％

31
,9

62
台

英
国

5.
1％

47
,4

87
台

チ
リ

12
.1
％

11
3,

81
8台

ア
ラ
ブ
首

長
国

連
邦

14
.1
％

13
2,

60
0台

ニ
ュ
ー

ジ
ー

ラ
ン
ド

28
.6
％

26
8,

58
4台

ロ
シ
ア

（
２
）
ロ
シ
ア
の

自
動

車
マ
ー

ケ
ッ
ト

２
０
０
５
年

度
抹

消
さ

れ
、
再

登
録

さ
れ

て
い

な
い

自
動

車
台

数

５
０
０
万

台

3
7
.0
%4
6
.5
%

5
8
.1
%

1
3
.2
%

8
.8
%

8
.0
%

3
5
.9
%

2
6
.9
%

1
9
.0
%

1
3
.9
%

1
7
.8
%

1
4
.8
%

0
%

1
0
%

2
0
%

3
0
%

4
0
%

5
0
%

6
0
%

7
0
%

8
0
%

9
0
%

1
0
0
%

2
0
0
6

2
0
0
5

2
0
0
4

国
産

車
外

資
現

地
生

産
輸

入
新

車
輸

入
中

古
車

（1
0億

U
Sﾄ

ﾞﾙ
） 国
産

車

輸
入

新
車

輸
入

中
古

車

＊
全

体
の

成
長

率

（
出

所
）
E

rn
st

 &
 Y

ou
ng

, T
he

 R
us

si
an

 A
ut

om
ob

ile
 M

ar
ke

t
20
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製
造

業
で
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
分

野
製

造
業

で
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
分

野

■
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

が
進

展
し
に

く
い

製
品

分
野

で
は

、
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
。

■
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

が
進

展
し
に

く
い

製
品

分
野

で
は

、
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
。

■
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

が
進

展
し
に

く
い

製
品

分
野

：
部

品
間

の
高

度
な
設

計
上

の
擦

り
合

わ
せ

が
必

要
な
イ
ン
テ
グ

ラ
ル

（
擦

り
合

わ
せ

型
）
製

品
、

つ
ま
り
、
統

合
度

の
高

い
製

品
。

（
統

合
度

と
は

、
一

つ
の

製
品

を
構

成
す

る
部

品
間

の
相

互
依

存
性

が
高

く
、
擦

り
合

わ
せ

を
必

要
と
す

る
程

度
）

ノ
ー

ト
PC

は
、
部

品
点

数
の

割
り
に

、

ス
ペ

ー
ス
が

少
な
く
設

計
技

術
的

な
難

し
さ
や

モ
デ

ル
チ

ェ
ー

ン
が

多
い

た
め

、
統

合
度

が
比

較
的

高
く
日

本
メ
ー

カ
ー

に
競

争
力

が
あ

る
。

自
動

車
の

材
料

系
の

部
品

、
外

版
洋

の
亜

鉛
メ
ッ
キ

鋼
板

や
特

殊
鋼

、
大

型
金

型
な
ど
は

、
日

本
の

部
品

メ
ー

カ
ー

か
ら
調

達
し
て
い

る
。

■
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

が
進

展
し
に

く
い

例
：

（
高

密
度

実
装

技
術

の
必

要
な
製

品
）

①
部

品
ス
ペ

ー
ス
に

制
約

の
あ

る
超

小
型

電
子

機
器

②
構

造
設

計
上

精
緻

な
バ

ラ
ン
ス
が

必
要

な
モ
ノ
コ
ッ
ク
ボ

デ
ィ
の

乗
用

車
③

省
エ
ネ

・
環

境
対

応
の

制
約

の
あ

る
小

型
・
低

燃
費

エ
ン
ジ
ン

④
個

別
性

・
カ
ス
タ
マ
イ
ズ

が
必

要
な
医

療
機

器

■
統

合
度

の
高

い
製

品
：

製
品

開
発

力
や

高
機

能
材

料
・
部

品
分

野
で
の

技
術

力
、
材

料
、
部

品
、
精

密
加

工
と
い

っ
た

幅
広

い
裾

野
産

業
の

集
積

を
必

要
と
す

る
製

品
。

部
分

点
数

が
大

き
い

ほ
ど
、
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

は
進

ま
な
く
、
日

本
の

生
産

機
能

に
向

い
て
い

る
。

部
分

点
数

が
大

き
い

ほ
ど
、
モ
ジ
ュ
ー

ル
化

は
進

ま
な
く
、
日

本
の

生
産

機
能

に
向

い
て
い

る
。

主
な
製

品
の

部
品

点
数

品
目

現
在

ビ
デ

オ
カ
メ
ラ

7
0

ク
ォ
ー

ツ
時

計
8
0

洗
濯

機
1
5
0
～

2
0
0

デ
ス

ク
ト
ッ
プ
P
C

1
0
0
～

3
0
0

ノ
ー

ト
P
C

3
0
0

ミ
シ
ン

2
0
0
～

4
0
0

チ
ュ
ー

ナ
ー

2
5
0

移
動

体
通

信
端

末
5
0
0

テ
レ
ビ

4
0
0
～

6
0
0

冷
蔵

庫
1
,5
0
0
～

2
,0
0
0

複
写

機
1
,5
0
0
～

数
万

自
販

機
2
,0
0
0
～

6
,0
0
0

二
輪

車
1
,0
0
0
～

2
,0
0
0

建
設

機
械

2
,5
0
0
～

数
万

自
動

車
2
0
,0
0
0
～

3
0
,0
0
0

航
空

機
2
0
0
,0
0
0

ロ
ケ

ッ
ト
エ
ン
ジ
ン

2
8
0
,0
0
0

出
所

：
藤

本
隆

宏
、
新

宅
純

二
郎

（2
00

6）
『
中

国
製

造
業

の
ア
ー

キ
テ
ク
チ

ャ
分

析
』
東

洋
経

済
新

報
社

21

397



・
高

付
加

価
値

部
品

の
分

野
で
は

、
日

本
企

業
が

多
く
存

在
し
て
お

り
、
日

本
の

部
品

先
端

企
業

の
競

争
力

は
高

い
。
デ

ジ
タ
ル

系
部

品
分

野
、
熱

処
理

・
鋳

鍛
造

・
精

密
加

工
部

品
分

野
な
ど
や

自
動

車
用

に
使

わ
れ

る
高

張
力

鋼
・
表

面
処

理
鋼

、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ

ク
ス
用

の
ハ

イ
ニ

ッ
ケ

ル
鋼

な
ど
の

鉄
鋼

分
野

に
日

本
企

業
は

強
い

競
争

力
を
持

っ
て
い

る
。

高
い

世
界

シ
ェ
ア
を
持

つ
日

本
企

業
の

部
品

の
事

例
高

い
世

界
シ
ェ
ア
を
持

つ
日

本
企

業
の

部
品

の
事

例

出
所

：
藤

本
隆

宏
、
新

宅
純

二
郎

（2
00

6）
『
中

国
製

造
業

の
ア
ー

キ
テ
ク
チ

ャ
分

析
』
東

洋
経

済
新

報
社

22

398



潜
在

的
な
フ
ェ
リ
ー

貨
物

の
例

潜
在

的
な
フ
ェ
リ
ー

貨
物

の
例

23

15
8.

0
芝
浦
メ
カ
ト
ロ
ニ
ク
ス
㈱

10
16

2.
3

As
ys

tT
ec

hn
ol

og
ie

s,
 In

c（
米
）

９

21
7.

5
㈱
ダ
イ
フ
ク

８

42
4.

4
㈱
日
立
ﾊ
ｲ
ﾃ
ｸ
ﾉ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｰ
ｽ
ﾞ

７

57
9.

7
㈱
ニ
コ
ン

６

61
1.

4
A

pp
lie

d 
M

at
er

ia
ls
（
米
）

５

64
7.

3
キ
ャ
ノ
ン
㈱

４

66
3.

8
大
日
本
ス
ク
リ
ー
ン
製
造
㈱

３

80
3.

4
㈱
ア
ル
バ
ッ
ク

２

83
4.

2
東
京
エ
レ
ク
ト
ロ
ン
㈱

１

売
上
高

会
社

名
順
位

○
北
陸
地
域
の
主
な
進
出
企
業
（
2
0
0
5
年
以
降
）

資
料
）
「
北
陸
地
域
国
際
物
流
戦
略
チ
ー
ム
」
第
二
回
本
部
会
資
料
（
元
は
新
聞
掲
載
情
報
か
ら
作
成
）【
凡

例
】

：
進

出
企

業
：
主

な
進

出
企

業○
北
陸
製
紙

新
潟
工
場
増
産
（
新
潟
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
北
陸
製
紙

新
潟
工
場
増
産
（
新
潟
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
松
下
電
器

新
工
場
（
魚
津
市
）

→
投
資
額

約
1
,
3
0
0
億
円

○
松
下
電
器

新
工
場
（
魚
津
市
）

→
投
資
額

約
1
,
3
0
0
億
円

○
村
田
製
作
所

新
工
場
（
白
山
市
）

→
投
資
額

約
3
0
0
億
円

→
雇
用
人
数
2
0
0
人

○
村
田
製
作
所

新
工
場
（
白
山
市
）

→
投
資
額

約
3
0
0
億
円

→
雇
用
人
数
2
0
0
人

○
加
賀
東
芝
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

新
工
場

（
能
美
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
加
賀
東
芝
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

新
工
場

（
能
美
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
巴
川
ﾌｧ
ｲ
ﾝｺ
ｰ
ﾃ
ｨ
ﾝｸ
ﾞ敦
賀
工
場

（
敦
賀
市
）

→
投
資
額

約
6
0
億
円

→
雇
用
人

数
2
0
0
人

○
巴
川
ﾌｧ
ｲ
ﾝｺ
ｰ
ﾃ
ｨ
ﾝｸ
ﾞ敦
賀
工
場

（
敦
賀
市
）

→
投
資
額

約
6
0
億
円

→
雇
用
人

数
2
0
0
人

○
世
界
の
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｽ
ﾌ
ﾟ
ﾚ
ｲ
製
造
装
置
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
上
位
1
0
社

写
真

：
㈱

岩
瀬

運
輸

機
工

Ｈ
Ｐ

（
出

典
）
V

LS
I R

es
ea

rc
h 

In
c（

米
国

）

($
m

illi
on

)
○

産
業

機
械

の
輸

送
に

利
用

さ
れ

る
無

振
動

車
の

例

○
R

oR
o船

に
よ
る
高

速
・
高

品
質

輸
送

の
例

399



指
標

2
0
0
5
年

2
0
10

年
増

加
率

一
人

あ
た

り
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
［
元

］
1
5,
3
18

2
1
,8
8
9

7
.4

穀
物

生
産

能
力

［
万

ト
ン
］

8,
6
14

9
,4
5
0

1
.9

Ｇ
Ｄ
Ｐ
に

占
め

る
第

三
次

産
業

の
割

合
［
％

］
38

4
1

(3
)

Ｇ
Ｄ
Ｐ
に

占
め

る
非

公
有

制
経

済
部

門
の

割
合

［％
］

36
4
8

(1
2
)

Ｇ
Ｄ
Ｐ
に

占
め

る
研

究
開

発
費

の
割

合
［
％

］
1
.3

2
(0
.7
)

都
市

化
率

［
％

］
52

5
5

(3
)

単
位

Ｇ
Ｄ
Ｐ
あ

た
り
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
の

削
減

率
［
％

］
(2
0
)

単
位

工
業

生
産

額
あ

た
り
の

水
使

用
量

の
削

減
率

［
％

］
(3
0
)

耕
地

保
有

量
［
万

ｈ
ａ
］

2,
4
58

2
,5
5
3

(0
.2
)

主
要

汚
染

物
質

の
排

出
量

の
削

減
率

［
％

］
(1
0
)

工
業

個
体

廃
棄

物
の

利
用

率
［
％

］
5
1
.9

>6
0

(8
.1
)

森
林

被
覆

率
（
％

）
34

3
8

(4
)

都
市

部
の

登
録

失
業

率
［
％

］
4
.2

<
5

(0
.8
)

都
市

部
の

養
老

保
険

加
入

数
［
万

人
］

2,
5
50

3
,2
7
0

5
.1

新
型

農
村

共
同

医
療

の
加

入
率

［
％

］
>8

0

平
均

教
育

年
数

［
年

］
9

1
0

(1
.0
)

（
注

）
増

加
率

の
単

位
は

［
％

］
、
（

）内
の

数
値

は
５
年

間
の

合
計

。
網

掛
け

の
指

標
は

必
達

値
、
他

は
目

標
値

。

東
北

地
区

に
お

け
る
第

1
1
次

5
ヵ
年

計
画

期
間

中
の

振
興

目
標

中
国

・
東

北
地

区
の

区
域

図

（
出

典
：
振

興
東

北
網

を
も
と
に

作
成

）

（
注

）
原

文
は

、
（
ht

tp
://

ch
in

an
ea

st
.x

in
hu

an
et

.c
om

/2
00

7-
08

/2
0/

co
nt

en
t_

10
90

50
15

.h
tm

）を
参

照
。

•
初

め
て
の

国
務

院
に

よ
り
批

准
を
受

け
た

地
区

発
展

計
画

。
東

北
３
省

と
内

モ
ン
ゴ
ル

自
治

区
東

部
を
対

象
範

囲
と
し
、
対

象
土

地
面

積
1
4
5
万

平
方

ｋ
ｍ

、
総

人
口

1
.2
億

人
。

•
「
第

1
1
次

5
ヵ
年

計
画

」
（
2
0
0
6
年

～
2
0
1
0
年

）
期

間
を
重

点
と
し
、
重

要
な
問

題
は

2
0
2
0
年

ま
で
を
視

野
に

入
れ

る
。

•
①

改
革

開
放

、
②

構
造

調
整

、
③

地
域

内
の

協
調

し
た

発
展

、
④

資
源

枯
渇

型
都

市
の

産
業

構
造

転
換

、
⑤

省
エ
ネ

ル
ギ

ー
・
環

境
、
⑥

社
会

事
業

（
教

育
・
文

化
等

）
の

発
展

を
指

導
方

針
と
し
、
各

産
業

分
野

（
工

業
・
農

業
・
サ

ー
ビ
ス
業

）
の

発
展

や
イ
ン
フ
ラ
の

整
備

、
環

境
保

全
対

策
等

を
具

体
的

に
明

示
。

東
北

地
区

振
興

計
画

（
20

07
年

8月
20

日
発

表
）

24
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25
大

連
市

鞍
山

市 丹
東

市

阜
新

市

本
渓

市

撫
順

市

鉄
嶺

市

吉
林

市

図
們

市

大
慶

市

鶏
西

市

七
台

河
市

双
鴨

山
市

鶴
崗

市

（
保

税
区

・
輸

出
加

工
区

有
り
外

資
系

企
業

集
積

、
石

油
加

工
、
造

船
他

製
造

業
各

種
）

（
鉄

鋼
）

（
鉄

鋼
）

（
石

炭
）

（
石

炭
）

（
石

炭
）

（
石

炭
）

（
石

炭
）

（
機

械
設

備
）

（
石

油
化

学
）

（
石

油
化

学
、
石

炭
）

（
石

油
化

学
）

（
自

動
車

）

ト
ウ

モ
ロ
コ
シ

大
豆

黒
河

市

綏
芬

河
市

日
本

、
韓

国
等

よ
り
、
部

品
を
輸

入
し
、
日

本
、
ア
メ
リ
カ
、
韓

国
等

へ
製

品
輸

出
（
加

工
貿

易
）

中
朝
、
中
ロ
辺
境
貿
易

中
ロ
辺

境
貿

易

木
材

木
材

中
朝
辺
境
貿
易中

ロ
辺

境
貿

易

琿
春

市

（
石

炭
）

平
壌

市

ウ
ラ
ジ
オ

ス
ト
ッ
ク
市

ハ
バ

ロ
フ
ス
ク
市

ブ
ラ
ゴ
ベ

ン
シ
ェ
ス
ク
市

進
出
外
資
は
国
内
販
売
も
活
発
に

ロ
シ
ア
連

邦

東
北

３
省

の
基

本
情

報

東
北

３
省

の
基

本
指

標
（
20

06
年

）

注
）
下

段
カ
ッ
コ
内

は
中

国
全

土
に

対
す

る
シ
ェ
ア
。

人
口

は
20

06
年

末
時

点
。

出
典

）
中

国
統

計
年

鑑
2
0
0
7
等

。

内 モ ン ゴ ル 自 治 区

「五
点
一
線
」

沿
海
部
地
域
重
点
開
発

長
春

市

黒 龍 江 省

吉 林 省

図
們
江
開
発

瀋
陽

市

北
朝

鮮

営
口

市

遼
寧

省

ハ
ル

ビ
ン
市

（
機

械
設

備
）

チ
チ

ハ
ル

市

哈
大
斉
工
業
走
廊
建
設
計
画

長
吉

経
済

区

日
本

海

黄
海

渤
海

木
材

錦
州

市

萌
芦

島
市

井
（
遼

河
油

田
）

井
（
大

慶
油

田
）

78
.9
万

km
2

（8
.2
％

）

10
,8
17

万
人

（8
.2
％

）

19
,7
23

億
元

（9
.3
％

）

面
積

人
口

Ｇ
Ｄ
Ｐ
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地
図

引
用

：
環

日
本

海
経

済
研

究
所

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ
よ
り

B
A

M
貿

易
回

廊

SL
B
貿

易
回

廊

綏
芬

河
貿

易
回

廊

図
們

河
貿

易
回

廊

大
連

貿
易

回
廊

モ
ン
ゴ
ル

貿
易

回
廊

中
央

ア
ジ
ア
貿

易
回

廊

朝
鮮

半
島

西
部

貿
易

回
廊

26

北
東

ア
ジ
ア
輸

送
回

廊
の

可
能

性
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•
計

画
の

背
景

・
進

展

ロ
シ
ア
、
北

朝
鮮

と
国

境
を
有

し
、
黒

龍
江

省
、
吉

林
省

・
ロ
シ
ア
、
そ

し
て
モ
ン
ゴ
ル

を
背

後
に

控
え
る

延
辺

朝
鮮

族
自

治
州

の
地

域
に

お
け

る
、
港

湾
ル

ー
ト
の

開
発

に
よ
る
交

易
等

の
拡

大
の

可
能

性
は

早
く
か

ら
指

摘
さ
れ

、
1
9
9
1
年

に
は

U
N
D
P
が

推
進

す
る
こ
と
を
決

定
し
た

。

複
数

国
間

に
ま
た

が
る
計

画
で
あ

る
た

め
、
遅

々
と
し
て
進

ま
な
か

っ
た

が
、
2
0
0
5
年

１
１
月

の
新

潟
、

2
0
0
6
年

２
月

に
琿

春
で
会

議
が

開
催

さ
れ

た
。
ま
た

、
ト
ロ
イ
ツ
ァ
か

ら
新

潟
へ

の
航

路
の

開
設

に
向

け
た

検
討

な
ど
、
具

体
的

な
進

展
の

見
通

し
も
あ

る
。

•
主

な
計

画
の

概
要

・
ロ
シ
ア
ル

ー
ト
－

琿
春

か
ら
ト
ロ
イ
ツ
ァ
ま
で
（
約

６
０
km

）
の

鉄
道

及
び

ト
ロ
イ
ツ
ァ
港

の
整

備
。

・
北

朝
鮮

ル
ー

ト
－

琿
春

（
圏

河
）
か

ら
羅

津
ま
で
（
約

５
０
km

）
の

道
路

、
鉄

道
、
羅

津
港

等
の

整
備

。

・
税

関
手

続
き
の

円
滑

化
・
簡

素
化

、
フ
ェ
リ
ー

航
路

の
開

設
が

課
題

。

ロ
シ
ア
と
の

国
境

税
関

－
琿

春
税

関
三

国
国

境
地

帯
の

防
川

か
ら
の

風
景

琿
春

か
ら
日

本
海

ル
ー

ト
を
示

し
た

図

図
們

江
開

発
（
吉

林
省

）

27
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シ
ベ

リ
ア
鉄

道
の

今
後

の
展

望
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
の

今
後

の
展

望

●
シ
ベ
リ
ア
鉄
道
を
利
用
し
た
貨
物
輸
送
事
業
の
新
展
開

・
三

井
物

産
は

ロ
シ
ア
鉄

道
と
提

携
し
、
極

東
と
ロ
シ
ア
西

部
を
結

ぶ
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
活

用
し
た

日
本

企
業

向
け

の
貨

物
輸

送
事

業
を
始

め
る
こ
と
を
公

表
し
た

。
主

な
顧

客
は

、
ロ
シ
ア
西

部
に

製
造

・
販

売
拠

点
を

持
つ

か
、
新

設
す

る
日

本
の

自
動

車
、
家

電
、
機

械
メ
ー

カ
ー

と
し
て
い

る
。

・
ま
た

、
近

鉄
エ
ク
ス
プ
レ
ス
も
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

日
本

－
ロ
シ
ア
の

国
際

輸
送

を
行

う
も
の

と
し
、

複
数

の
家

電
メ
ー

カ
ー

の
共

同
積

み
合

わ
せ

で
コ
ン
テ
ナ

専
用

列
車

「
ブ
ロ
ッ
ク
ト
レ
イ
ン
」
を
仕

立
て
る
体

制
整

備
を
進

め
て
い

る
。

日
本

経
済

新
聞

（
平

成
19

年
７
月

20
日

付
記

事
）
、
日

本
海

事
新

聞
（
平

成
19

年
８
月

28
日

付
記

事
）
よ
り

・
ロ
シ
ア
へ

の
製

品
輸

出
で
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

輸
送

が
考

え
ら
れ

る
。

・
モ
ス
ク
ワ

近
郊

か
ら
の

輸
入

で
、
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

輸
送

が
で
き
な
い

か
。

ヨ
ー

ロ
ッ
パ

ま
で
の

輸
送

日
数

の
比

較
●
北
陸
企
業
の
期
待
（
ヒ
ア
リ
ン
グ
）

・
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
利

用
し
た

輸
送

は
、
以

下
の

観
点

か
ら
も
伸

び
る
可

能
性

が
あ

る
。

▼
海

上
輸

送
に

代
わ

る
代

替
ル

ー
ト

▼
輸

送
日

数
の

短
縮

▼
Ｃ
Ｏ

2排
出

量
の

削
減

●
今
後
の
展
望

28
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日
本

海
地

域
の

港
湾

整
備

29
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○
三

大
湾

以
外

の
港

湾
に

お
い

て
も
高

頻
度

で
着

岸
す

る
船

舶
に

対
応

し
た

港
湾

サ
ー

ビ
ス
の

提
供

が
必

要

北
陸

地
域

の
港

湾
の

全
国

的
位

置
づ

け

○
１
バ

ー
ス
あ

た
り
の

年
間

着
岸

回
数

は
、
全

国
平

均
で
１
４
３
回

。

○
ス
ー

パ
ー

中
枢

港
湾

以
外

に
も
、
か

な
り
の

多
頻

度
で
船

舶
が

着
岸

し
て
い

る
港

が
存

在
。

○
日

本
海

沿
岸

定
期

航
路

で
は

、
着

岸
数

が
多

い
中

、
冬

期
の

天
候

不
良

の
際

に
、
定

時
性

が
確

保
で
き
ず

、
滞

船
を
生

じ
る
こ
と
が

あ
る
。

（
港

湾
管

理
者

ヒ
ア
リ
ン
グ

よ
り
）

【
施

策
例

】
・
十

分
な
バ

ー
ス
ウ

ィ
ン
ド
ウ

の
確

保
・
荷

役
機

械
の

高
度

化
等

平
均

：
１
４
３
回

（
回

/年
）

横
軸

の
左

へ
行

く
ほ

ど
年

間
取

扱
量

の
多

い
港

湾

は
ス
ー

パ
ー

中
枢

港
湾

（
港

湾
管

理
者

ヒ
ア
リ
ン
グ

よ
り
国

土
交

通
省

港
湾

局
作

成
）

国
土

交
通

省
交

通
政

策
審

議
会

第
２
６
回

港
湾

分
科

会
資

料
（
20

07
.7

.5
）

１
バ

ー
ス
あ

た
り
の

年
間

着
岸

回
数

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

東 京 港

横 浜 港

名 古 屋 港

神 戸 港

大 阪 港

博 多 港

清 水 港

北 九 州 港

苫 小 牧 港

新 潟 港

四 日 市 港

広 島 港

仙 台 塩 釜 港

水 島 港

下 関 港

福 山 港

那 覇 港

徳 山 下 松 港

伏 木 富 山 港

伊 万 里 港

志 布 志 港

秋 田 港

三 田 尻 中 関 港

千 葉 港

岩 国 港

高 松 港

川 崎 港

三 河 港

大 分 港

八 戸 港

金 沢 港

石 狩 湾 新 港

松 山 港

境 港
細 島 港

御 前 崎 港

直 江 津 港

堺 泉 北 港

小 名 浜 港

今 治 港

小 樽 港

徳 島 小 松 島 港

三 島 川 之 江 港

常 陸 那 珂 港

八 代 港

敦 賀 港

酒 田 港

釧 路 港

川 内 港

和 歌 山 下 津 港

石 垣 港

油 津 港

高 知 港

長 崎 港

舞 鶴 港

熊 本 港

宇 部 港

函 館 港

姫 路 港

浜 田 港

平 良 港

呉 港
三 池 港

室 蘭 港 30
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0

1
0
,0
0
0

2
0
,0
0
0

3
0
,0
0
0

4
0
,0
0
0

H8
H9
H1

0
H1

1
H1

2
H1

3
H1

4
H1

5
H1

6
H1

7

H2
4

H2
9

千
ト
ン
／

年

北
陸

地
域

の
輸

出
入

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
需

要
予

測
北

陸
地

域
の

輸
出

入
コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
需

要
予

測

Ｄ
：
北

陸
港

湾
貨

物
の

ト
レ
ン
ド

推
計

Ｅ
：
北

陸
港

湾
貨

物
の

全
国

の
伸

び
率

に
よ
る
推

計

Ｂ
：
北

陸
地

域
・
周

辺
地

域
貨

物
の

北
陸

港
湾

利
用

率
ア
ッ
プ

Ｃ
：
北

陸
地

域
貨

物
の

北
陸

港
湾

利
用

率
ア
ッ
プ

５
年
後

（
H
2
4
)

1
0
年
後

（
H
2
9
)

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
上

限
値

の
推

定
○

さ
ら
な
る
背

後
圏

の
拡

大
○

バ
ル

ク
貨

物
か

ら
コ
ン
テ
ナ

貨
物

へ
の

転
換

実
績

H
17

実
績

：
38

9万
ト
ン

85
1万

ト
ン

75
4万

ト
ン

55
7万

ト
ン

4.
7倍

(年
率

13
.8
％

）

2.
2倍

（
年

率
6.

7%
）

1.
9倍

（
年

率
5.

7%
）

1.
4倍

（
年

率
3.

0%
）

Ａ
：
北

陸
及

び
３
大

都
市

圏
貨

物
の

東
ア
ジ
ア
諸

国
経

済
成

長
率

の
伸

び

36
40

万
ト
ン

18
38

万
ト
ン

上
限

下
限

9.
4倍

（
年

率
20

.5
%

)

計
画

貨
物

量
：

56
9万

ト
ン

(H
20

代
前

半
～

後
半

）

敦
賀

港

直
江

津
港

金
沢

港

伏
木

富
山

港

新
潟

港

19
84

万
ﾄﾝ

44
4万

ﾄﾝ

81
9万

ﾄﾝ

17
8万

ﾄﾝ

21
5万

ﾄﾝ

北
陸

地
域

の
輸

出
入

コ
ン
テ
ナ

貨
物

の
需

要
予

測

現
在

の
神

戸
港

以
上

31
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港
湾

別
外

貿
コ
ン
テ
ナ

個
数

ラ
ン
キ

ン
グ

（
単

位
：
千

T
E
U
）

順
位 1

横
浜

2
,7
2
7

東
京

2
,6
3
8

東
京

3
,5
9
4

2
東

京
1
,8
4
6

横
浜

2
,2
6
2

横
浜

2
,7
2
7

3
名

古
屋

1
,4
7
7

神
戸

2
,0
3
9

名
古

屋
2
,3
0
7

4
大

阪
1
,3
5
0

名
古

屋
1
,7
5
8

神
戸

1
,8
8
5

5
神

戸
1
,3
4
5

大
阪

1
,4
7
4

大
阪

1
,8
0
2

6
北

九
州

3
6
8

博
多

4
7
4

博
多

6
2
1

7
博

多
2
5
6

清
水

3
7
6

清
水

4
1
1

8
清

水
2
5
2

北
九

州
3
5
5

北
九

州
4
0
8

9
那

覇
6
5

苫
小

牧
1
4
9

苫
小

牧
1
7
1

10
苫

小
牧

6
3

四
日

市
1
0
4

新
潟

1
5
7

11
下

関
6
0

新
潟

9
3

広
島

1
4
9

12
広

島
4
0

那
覇

7
6

四
日

市
1
4
5

13
四

日
市

3
7

広
島

7
5

仙
台

塩
釜

9
9

14
新

潟
3
4

下
関

6
5

水
島

9
8

15
徳

山
下

松
2
3

千
葉

5
8

下
関

8
5

16
伏

木
富

山
1
7

水
島

5
7

福
山

7
4

17
岩

国
1
7

仙
台

塩
釜

4
4

那
覇

7
1

18
三

田
尻

中
関

1
3

川
崎

4
4

徳
山

下
松

6
5

19
金

沢
1
0

岩
国

4
0

伊
万

里
5
8

20
今

治
9

伏
木

富
山

3
8

志
布

志
5
7

H
7
年

H
1
7
年

（
速

報
値

）
H
1
2
年

05101520

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

（万
TE

U）

015
0

30
0

45
0

60
0(％
)

新
潟

港
ｺﾝ

ﾃﾅ
取

扱
量

(T
EU

)

新
潟

港
増

加
率

(H
7基

準
)

全
国

増
加

率
(H

7基
準

)

新
潟

港
～

伸
び

続
け

る
外

貿
コ
ン
テ
ナ

取
扱

量

・
日

本
海

側
唯

一
の

国
際

海
上

C
T、

コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
増

加
率

全
国

平
均

を
大

き
く
凌

ぎ
、

施
設

不
足

が
深

刻
化

。

全
国

平
均

1.
5倍

・
H

18
取

扱
量

16
万

Ｔ
Ｅ
Ｕ
突

破
（
16

3,
89

8T
E

U
）
取

扱
量

全
国

10
位

（
速

報
値

）

・
H

19
上

半
期

取
扱

量
87

,0
80

TE
U
対

前
年

比
１
．
０
４
（
3,

20
0T

E
U
増

）

・
H

19
．

4過
去

最
高

月
間

取
扱

量
を
記

録
。
（
16

,5
19

TE
U
）

⇒
H

7を
基

準
と
し
、
全

国
平

均
増

加
率

１
．
５
倍

、
新

潟
港

増
加

率
４
．
５
倍

新
潟

港
4.

5倍
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「
滞

船
」
と
は

、
入

港
予

定
日

か
そ

の
翌

日
の

3:
00

～
23

:0
0に

入
港

し
た

船
で
、
沖

待
ち
時

間
が

２
時

間
以

上
だ

っ
た

船
舶

。

新
潟

港
と
伏

木
富

山
港

の
コ
ン
テ
ナ

船
の

滞
船

状
況

新
潟
港
・
伏
木
富
山
港
の
年
間
滞
船
隻
数

33

3
6

2
9

3
2

4
3

5
5

3
4

6
8

6
9

1
1

1
77

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

1
99

9年
20

0
0年

2
00

1
年

2
00

2年
20

0
3年

20
04

年
2
00

5
年

20
06

年

（
隻

）

伏
木
富
山
港
理
由

不
定
期
船
の
た
め
滞
船

入
港
予
定
よ
り
遅
く入

港
し
た
た
め
の
滞
船

入
港
予
定
通
り
だ
が
、
待
ち
時
間
２
時
間
以
上

新
潟

港
（
19

99
年

～
20

06
年

）

２
０
０
６
年

：
４
８
２
隻

の
入

港
船

の
う
ち
、

６
９
隻

が
滞

船
（
14

.3
%
）

伏
木

富
山

港
（
20

06
年

）

３
１
８
隻

の
入

港
船

の
う
ち
、

３
５
隻

が
滞

船
（
11

.0
%
）

●
新

潟
港

：
１
１
．
９
時

間
●

伏
木

富
山

港
：

９
．
８
時

間

平
均
沖
待
ち
時
間

（2
00

6年
実
績
・滞
船
し
た
船
の
平
均
）

・
新

潟
港

は
コ
ン
テ
ナ

貨
物

量
の

増
加

に
対

し
て
、
コ
ン
テ
ナ

バ
ー

ス
が

不
足

し
て
い

る
た

め
、

滞
船

隻
数

が
増

え
て
い

る
。

・
月

別
で
は

2
0
0
6
年

1
2
月

が
最

も
多

く
、
1
ヶ
月

に
1
3
隻

の
滞

船
が

あ
っ
た

。

・
伏

木
富

山
港

の
2
0
0
6
年

滞
船

実
績

は
3
5
隻

だ
っ
た

。
・
3
5
隻

の
う
ち
、
予

定
通

り
に

入
港

し
た

に
も
か

か
わ

ら
ず

、
滞

船
し
た

船
は

1
1
隻

だ
っ
た

。
・
滞

船
が

最
も
多

か
っ
た

月
は

、
2
月

と
7
月

（
5
隻

）
だ

っ
た

。
資
料
：
北
陸
地
方
整
備
局
港
湾
空
港
部
資
料
よ
り
作
成
。
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0

50
0

1,0
00

1,5
00

2,0
00

H8
H9

H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

千
トン

010
0

20
0

30
0

40
0

50
0

60
0

70
0

億
円

輸
出

貨
物

量

輸
入

貨
物

量

輸
出

金
額

輸
入

金
額

0

50
0

1,0
00

1,5
00

2,0
00

H8
H9

H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

千
トン

010
0

20
0

30
0

40
0

50
0

60
0

70
0

億
円

輸
出

貨
物

量

輸
入

貨
物

量

輸
出

金
額

輸
入

金
額

取
扱

貨
物

量
の

推
移

取
扱

貨
物

量
の

推
移

24
.6

25
.1

19
.0

22
.9

17
.9

18
.9

17
.6

18
.2

0.4
0.7

0.5
0.0

20
.8

31
.5

51
.0

91
.7

91
.4

92
.0

91
.4

81
.8

78
.6

65
.8

61
.3

49
.1

31
.0

10
.8

17
.5

21
.3

0.4
3.5

15
.9

8.8
6.3

8.7

6.3
7.5

0.020
.0

40
.0

60
.0

80
.0

10
0.0

H8
H9

H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

％

原
木

自
動
車

製
材

伏
木
富
山
港
の
ロ
シ
ア
貿
易
の
割
合

24
.6

25
.1

19
.0

22
.9

17
.9

18
.9

17
.6

18
.2

0.4
0.7

0.5
0.0

20
.8

31
.5

51
.0

91
.7

91
.4

92
.0

91
.4

81
.8

78
.6

65
.8

61
.3

49
.1

31
.0

10
.8

17
.5

21
.3

0.4
3.5

15
.9

8.8
6.3

8.7

6.3
7.5

0.020
.0

40
.0

60
.0

80
.0

10
0.0

H8
H9

H1
0

H1
1

H1
2

H1
3

H1
4

H1
5

H1
6

H1
7

％

原
木

自
動
車

製
材

伏
木
富
山
港
の
ロ
シ
ア
貿
易
の
割
合

取
扱

貨
物

量
の

品
目

の
割

合
の

変
化

取
扱

貨
物

量
の

品
目

の
割

合
の

変
化

中
古

自
動

車
の

輸
出

が
急

増
（
ﾛ
ｼ
ｱ
向

け
全

国
ｼ
ｪｱ

約
3割

）
中

古
自

動
車

の
輸

出
が

急
増

（
ﾛ
ｼ
ｱ
向

け
全

国
ｼ
ｪｱ

約
3割

）

伏
木

富
山

港
～

ロ
シ
ア
貿

易
の

動
向

伏
木

富
山

港
～

ロ
シ
ア
貿

易
の

動
向
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上
海

港
洋

山
コ
ン
テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
に

つ
い

て

東
海

大
橋

全
長

約
３
５
ｋ
ｍ

上
海
港
洋
山
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
（
洋
山
深
水
港
）
第
１
期
が
2
0
0
5
年
1
2
月
1
日
に
開
港
（
小
洋
山
地
区
）
。

2
0
0
6
年
1
2
月
1
0
日
に
は
第
２
期
が
供
用
開
始
し
、
水
深
１
６
．
５
ｍ
、
全
長
３
，
０
０
０
ｍ
の
連
続
９
バ
ー
ス
が
供

用
中
。
第
１
期
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
へ
は
北
欧
州
航
路
（
１
５
サ
ー
ビ
ス
）
が
就
航
。

厳
し
い
気
象
条
件
の
た
め
年
間
稼
働
日
数
が
２
８
０
日
～
３
２
０
日
と
い
わ
れ
て
い
る
こ
と
、
上
海
市
の
南
東
約
３

０
ｋ
ｍ
沖
合
と
い
う
位
置
関
係
上
発
生
す
る
輸
送
費
用
の
増
加
、
横
持
ち
コ
ス
ト
の
発
生
が
懸
念
材
料
と
し
て
あ
る
。

２
０
０
７
年
～
２
０
０
９
年
に
は
第
３
期
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
と
し
て
、
水
深
１
６
．
５
ｍ
、
全
長
２
，
６
０
０

ｍ
の
連
続
７
バ
ー
ス
を
供
用
予
定
。

洋
山
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
整
備
計
画
は
、
小
洋
山
地
区
に
お
い
て
、
２
０
２
０
年
に
全
長
１
１
ｋ
ｍ
、
３
３
バ
ー

ス
を
整
備
予
定
（
年
間
取
扱
量
１
５
百
万
Ｔ
Ｅ
Ｕ
を
想
定
）
。
こ
の
小
洋
山
地
区
の
計
画
に
加
え
、
大
洋
山
地
区
と
合

わ
せ
て
、
計
５
２
バ
ー
ス
を
構
想
。

２
０
０
６
年
に
お
け
る
取
扱
コ
ン
テ
ナ
個
数
は
３
２
３
万
T
E
U
。

1期
：1

60
0m

５
Ｂ

2期
：1

40
0m

４
Ｂ

２
０
０
６
年

１
２
月

１
０
日

Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｎ

２
０
０
５
年

１
２
月

１
日

Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｎ

第
３
期

Ａ
段

階
1
,3
5
0
m
 4
B
 (
2
0
0
7
年

末
)

Ｂ
段

階
1
,2
5
0
m
 3
B
 (
2
0
0
9
年

目
途

)

第
３
期

※
上

記
は

国
総

研
調

査
及

び
Ｓ
ＩＰ

Ｇ
（
上

海
国

際
港

務
集

団
）
の

資
料

よ
り
港

湾
局

計
画

課
が

と
り
ま
と
め

た
も
の

。
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新
港

湾
地

域
北

側
用

地
敷

地
面

積
：
30

8
 h
a

1
3
バ

ー
ス

5
バ

ー
ス

1
1
バ

ー
ス

多
目

的
1
バ

ー
ス

釜
山

新
港

コ
ン
テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

資
料

：
Ｂ
Ｐ
Ａ
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
よ
り
国

土
交

通
省

港
湾

局
作

成

釜
山

新
港

が
2
0
0
6
年

1
月

1
9
日

に
開

港
。
（
完

工
は

2
0
0
5
年

1
2
月

1
9
日

）
開

業
式

典
に

は
盧

武
鉉

大
統

領
が

出
席

。
水

深
1
6
m
、
全

長
1
,0
5
0
m
の

連
続

3
バ

ー
ス
に

ガ
ン
ト
リ
ー

ク
レ
ー

ン
を
9
基

設
置

。
年

間
取

扱
能

力
は

9
0
万

T
E
U
。

釜
山

新
港

の
全

体
計

画
は

事
業

費
9
兆

ウ
ォ
ン
（
9
,0
0
0
億

円
）
を
か

け
、
2
0
1
1
年

ま
で
に

全
長

1
0
km

、
3
0
バ

ー
ス
を
整

備
。
年

間
取

扱
量

は
8
百

万
Ｔ
Ｅ
Ｕ
。
（
2
0
0
6
年

は
1
8
万

T
E
U
）

2
0
0
7
年

1
月

に
は

さ
ら
に

3
バ

ー
ス
が

供
用

さ
れ

る
。

同
時

に
、
タ
ー

ミ
ナ

ル
背

後
一

帯
に

1
,0
0
0
h
aの

物
流

団
地

を
開

発
中

。
2
0
0
5
年

1
1
月

に
5
h
a、

2
0
0
6
年

5
月

に
3
4
h
aに

企
業

立
地

が
成

立
。
2
0
0
6
年

1
1
月

か
ら
3
5
h
aへ

の
企

業
立

地
を
交

渉
中

。

3
0

2
5

2
1

1
7

1
1

6
3

供
用

予
定

バ
ー

ス
数

2
01

1
2
01

0
2
00

9
2
00

8
2
00

7
2
00

6
2
00

5

2
5 
km

釜
山

新
港

エ
リ
ア

釜
山

港
エ
リ
ア
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Ｊ
Ｒ
コ
ン
テ
ナ
(
1
2
f
t
)
を
活
用
し
た
国
際
複
合
一
貫
輸
送
サ
ー
ビ
ス

日
本

通
運

チ
ャ
イ
ナ

エ
ク
ス

プ
レ
ス

ラ
イ
ン

１
便

／
週

2
0
0
6
.3
～

天
津

～
神

戸

C
O

S
C

O
N

 
JA

P
A

N
E

X
P

R
E

S
S

C
O
S
C
O

１
便

／
週

2
0
0
6
.3
～

（
見

込
み

）
上

海
～

門
司

濃
飛

倉
庫

運
輸

天
敬

海
運

（
C
K
－

L
IN
E
)

１
便

／
週

2
0
0
4
.1
0
～

上
海

～
門

司

日
本

通
運

カ
メ
リ
ア
ラ
イ
ン

６
便

／
週

2
0
0
4
.7
～

釜
山

～
博

多

日
本

通
運

オ
リ
エ
ン
ト
フ
ェ
リ
ー

３
便

／
週

2
0
0
3
.1
2
～

青
島

～
下

関

日
本

通
運

上
海

ス
ー

パ
ー

エ
ク
ス

プ
レ
ス

２
便

／
週

2
0
0
3
.1
1
～

上
海

～
博

多

下
関

海
陸

運
送

長
錦

商
船

（
S
IN
O
K
O
R
)

６
便

／
週

2
0
0
2
.2
～

馬
山

～
下

関

日
本

通
運

関
釜

フ
ェ
リ
ー

６
便

／
週

1
9
7
1
～

釜
山

～
下

関

フ
ォ
ワ

ー
ダ

ー
船

舶
キ

ャ
リ
ア
ー

便
数

輸
送

開
始

日
海

上
輸

送
区

間

ガ
ン
ト
リ
ー

ク
レ
ー

ン
で
の

荷
役

作
業

ト
ラ
ッ
ク
に

積
み

込
ま
れ

る
フ
ラ
ッ
ト
ト
ラ
ッ
ク

（1
2f

tコ
ン
テ
ナ

を
３
つ

固
定

し
た

も
の

）

資
料

提
供

；
日

本
貨

物
鉄

道
（
株

）
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広
島

（
タ
）

(広
島

県
広

島
市

)
新

南
陽

(山
口

県
新

南
陽

市
)

姫
路

貨
物

(兵
庫

県
姫

路
市

)
東

福
山

(広
島

県
福

山
市

)
西

岡
山

(岡
山

県
岡

山
市

)
西

浜
松

(静
岡

県
浜

松
市

)
静

岡
貨

物
(静

岡
県

静
岡

市
)

梅
小

路
(京

都
府

京
都

市
)

岐
阜

（
タ
）

(岐
阜

県
岐

阜
市

)
隅

田
川

(東
京

都
荒

川
区

)
神

栖
(茨

城
県

鹿
島

郡
)

川
崎

貨
物

(神
奈

川
県

川
崎

市
)

横
浜

羽
沢

(神
奈

川
県

横
浜

市
)

越
谷

（
タ
）

(埼
玉

県
越

谷
市

)

宇
都

宮
（
タ
）

(栃
木

県
河

内
郡

)

郡
山

（
タ
）

(福
島

県
郡

山
市

)

宮
城

野
(宮

城
県

仙
台

市
)

盛
岡

（
タ
）

(岩
手

県
盛

岡
市

)

八
戸

貨
物

(青
森

県
八

戸
市

)

五
稜

郭
(北

海
道

函
館

市
)

苫
小

牧
(北

海
道

苫
小

牧
市

)

札
幌

（
タ
）

(北
海

道
札

幌
市

)

東
京

（
タ
）

(東
京

都
品

川
区

)

神
戸

（
タ
）

(兵
庫

県
神

戸
市

)
北

九
州

（
タ
）

(福
岡

県
北

九
州

市
)

大
竹

(広
島

県
大

竹
市
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地域自立・活性化調査 有識者懇談会の議事要旨 

 
 
日時：平成 20 年 2 月 8日 （金）14：00～16：00 

場所：チサンホテル＆コンファレンスセンター新潟 越後西の間 

■ ［出席者］ 

東北学院大学 教養学部 教授 柳井雄也 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

財団法人 環日本海経済研究所 特別研究員 三橋郁雄 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

富山大学 元教授 雨宮洋司 

株式会社 JTB 関東 法人営業新潟支店 支店長 神保裕昭 

中越運送 株式会社 国際事業部 部長 田中克哉 

新潟県 交通政策局長 高橋総一 

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月迪洋 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部長 大脇崇 

（地域オブザーバー） 

新潟日報社 編集局 編集委員 鈴木聖二 

（事務局） 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

財団法人 WAVE 情報研究部長研政策・計画研究部長 加藤久晶 

 

■配布資料 

・議事次第 

・出席者名簿 

・座席表 

・「地域自立・活性化調査専門研究会」報告資料 

・「日本海横断国際フェリー運航を長続きさせるための意見」資料 

・「日本海横断国際フェリーの活性化を考える北陸地域有識者懇談会」関連資料 

・「企業からの声―アンケート・ヒアリング調査結果」資料 

・「環日本海沿岸地域におけるロシア及び北東アジアとの経済交流連携を通じた地域活性化

方策の検討」資料 
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■会議内容 

１．開会 

・国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部長 大脇崇 

  

２．話題提供 

・NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

「地域自立・活性化調査 専門研究会」報告 

 

３．討議（意見交換） 

・座長 東北学院大学 教養学部 教授 柳井雄也 

 

 

【議事要旨】 
※ 敬称は省略 
 
柳井雄也 

国際フェリーには、荷役作業の柔軟性、定時性、スピディーといった三つの特徴がある。 
コンテナ船と比べて値段が高いので、フェリーに乗せられる品物は限られている。 

 
三橋郁雄 

日本海横断国際フェリーの現在の状況について。 
日、韓、中、露の 4 カ国がお金を出し合って一つの会社を作り、日本海を横断しようと
するものである。 
この会社の資本金は、300 万ドルである。韓国の束草に本社を置き、韓国の束草 51％、
中国 16％、日本 16%、ロシア 17%の資本金を出し合っている。韓国は束草市と江原道の自
治体が支援し、中国は琿春市政府が補助金を出し、投資会社が支援し、日本は 20数社から
なる投資会社が投資し、ロシアは私企業が資本金を出している。 
日本の協力を得た韓国の船会社が中心となり、4カ国でこの会社を作ることになった。 
2007 年 12 月に会社設立のための会議を開催し、現在は資金面での調整をしているとこ

ろである。 
4カ国間の協調・協力体制が重要である。 
このプロジェトを通じて、4カ国間の交流が期待できる。 
 

田中克哉 

 国際フェリー航路の特性は、「海上コンテナ輸送よりも早く、航空輸送よりも安価に」と、

いわば、第３輸送網であると言える。 
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新潟港は対岸に対して、地理的な優位性に結び付けた航路になる可能性があるのではな

いか。 
中国、インド、ベトナムなどに生産拠点を置こうとするお客さんが多い。 
北中国から新潟にダイレクトに貨物を持ってくることが、これから重要なポイントにな

るであろう。 
ロシアから新潟の製品（切り花、イチゴなど）に対する購買力が増加している。 
フェリー航路次第の定時性、スピード、運賃価格の競争力の問題、継続的かつ安定的航

路を提供することによって、荷主から魅力的な航路になると思う。そのためには、新潟港

のハード・ソフトの面での整備が重要である。 
貨物の流れの迅速性、つまり、船が港に着いてから、通関などいろいろな手続きが素早

く行われ、関東・名古屋などに短い時間内に着くような港湾設備の整備が重要である。 
 

雨宮洋司 

国際フェリー航路を成功させるためには、長続きさせる必要があり、そのためのプロセ

スが重要である。 

日本海側という視点から、以下の三つの点を考えている。 

① 日本、韓国、ロシアの 3 カ国の港を結ぶ航路であるが、中国、北朝鮮、モンゴルと

も道路と鉄道で結ばれる可能性がある。つまり、六つの国々が結ばれる可能性があ

る。 

② これらの地域は、その国々の発展地域との格差是正を共通の課題としている。 
③ フェリーは、人と物の流れを一体化した船舶であり、地域の経済・社会・文化など

の交流を深化させることができる。例えば、学生達の修学旅行を通じた教育交流な

ど。フェリーを小さい社会として認識する必要がある。 
 

柳井雄也 

フェリー運航において重要な点は、ベースカーゴと人との交流を活性化させることであ

る。 
 

神保裕昭 

この航路については、貨物の航路であるという認識である。 
物流の面で考えると、確かに中国、ロシア、韓国は、日本海から最短ルートでいける国々

であり、大きな意味があると思う。 
しかし、新潟の定住人口が年々減少する中で、地域活性化のためには、観光を通じて

人流を活性化させるべきであると思う。 
国内旅行は、15年間殆ど横ばいであるが、外国人の旅行者は増えている。 
中国人のビザ問題は、今後規制が緩和されるだろう。どういうふうに中国人の観光客
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を新潟に誘致するかが問題である。そういった面で、国際フェリーの役割は大きくなる

と思う。また、観光面で考えると、お客さんに乗って頂くために船の品質の改善が必要

である。 
雨宮先生のご発言のように、小学生、中学生の交流事業の重要性を感じている。 
新潟・韓国間で、青少年の国際交流の場としてフェリーを使うことは、有益であると

思う。 
船を利用した国際交流を行ったらどうか。 

 
高橋総一 

新潟港の物流面について。 
新潟港は地理的に対岸に対して有利な状況にあるにも関わらず、実績を残していない。

対ロシアに関してもコンテナ航路の直行便すらない。 
ロシアの経済的状況が良くなっていく中で、コンテナ航路が必要になってくる。そのた

めにコンテナ航路の開設が必要であるだろう。 
フェリー航路について。 
日中韓でのシャーシの共用化については、3年で実現を図るということで 3カ国が合意さ
れていると思う。それが 2009 年から実現されると環日本海時代が開けると思う。その時、
ロシアはどうするのか？ 
日本の観光キャンペインでもロシアは、その対象から外れている。 
国際フェリー航路ができれば、ロシアに対する制度的改革にも繋がると思う。 
シャーシの問題は、物流のソフトの面での効率化を図っていく一つの切っ掛けになって

いくと思う。コストの面、スピードの面での競争力があれば、フェリーの利用が多くなる

だろう。 
旅客面について。 
難しいと思うが、ロシアとのビジネスでの商習慣を見ると、初期段階では、バイヤーが

直接、物を買いに来て、荷物を運んで帰るといったニーズはあると思う。 
ベースカーゴについて。 
当面は、中国よりも対ロシア向けの中古車がベースカーゴになる。 
フェリー航路ができることによってベースカーゴの品目の幅も広がるのではないかと思

う。フェリー航路を切っ掛けに物流の仕組みまで変わるようになることを期待している。 
 
柳井雄也 

緊急性のある物、ジャスト・イン・タイム方式を必要とする貨物は、コンテナ貨物に比

べて国際フェリーの価値が高まる。 
フェリーにトラックが乗り込んだとしても、そのまま走ることはできない。 
シャーシの問題は、政府間のレベルで、交通などの規制緩和を図るべきだと思う。 
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望月迪洋 

環日本海問題は 1970年代から新潟では議論されてきているが、自治体の役割をあまり考
えてなかったように思われる。しかし、現在は、自治体が港湾や空港が地域と密接な関係

にあることを認識するようになった。このことは、大きな変化である。 
新潟港の貨物の変化をみると、材木、石炭が主流だったが、最近は新潟で生産された花、

イチゴ、梨などについてロシアからのニーズが増えている。また、トヨタ、日産が荷主と

して登場し始める可能性が出てきた。このことによって自治体が港湾、国際物流に関心を

持つようになった。 
自治体が新潟の活性化のために、どの程度、役割を果たすかは未知数である。 
自治体は新潟県や国に対して、どんなサポートができるのか。推進本部のようなものを

作って国に提案したらどうか。 
夢物語りであった国際フェリーが現実になりつつあると思う。今は、直面する様々な問

題を一つ一つ解決していく過程であると思う。この中で、自治体がコミットできる環境が

できるのはないか。 
国際フェリー航路が就航し、関釜フェリーように貿易ルートが構築されれば、貨物は増

え、人の交流も活発になると思う。自治体もそのための準備をしなければならないと思う。 
 

柳井雄也 

フェリーの就航のためには、貨物を集めることが重要である。 
国際フェリーは長距離になると人が乗らないため、短距離に向いている。 

 
大脇崇 

田中さんが言ったように、フェリーが就航した場合、フェリーの運航の持続をさせるた

めに、港としてはどうしたら良いのかということが重要であると思う。港のハード、ソフ

トの面やフェリーの燃料などのコストの面の問題を解決するために、関連する制度を検討

しなければならないと思う。 
新潟港のポテンシャルを生かすためには、港のハード・ソフトの面を工夫する必要があ

る。 
 

鈴木聖二 

資料に目を通してみると、港の「選択と集中」の問題が目に付いた。 
スーパー中枢港湾から日本海の港湾の整理に、国の政策が変わりつつあるように思われ

る。 
新潟港にとって国際フェリーは、メッセージとしての意味がある。 
少なくとも 3 年間ぐらいは、貨物量が少なくても国際フェリー航路を維持するようにし
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て欲しい。 
 
吉原勇 

総合研究会の紹介。 
総合研究会の提言の 7~8割が実現されている。 
国際フェリー。 
トヨタが吉林省に工場を作っている。 
トヨタがどこの港を拠点とするか、競争になると思う。 
問題は、トロイツアからの道路である。 
20トン以上のトラックは走れない日本の道路を変えるべきだと思う。 

 
三橋郁雄 

フェリー航路を長続きさせることが重要である。 
政府の考え方は、「民間企業がやるべきだ」としている。 
一方で、関釜フェリーは下関市が出資し、援助している。 
将来の地域の発展を考慮すると、民間次元で難しい時は、中央政府からの援助が必要で

ある。特に、港湾の施設などに関しては、政府の役割は大きい。3年間は政府が支援してい
くというバックアップが重要である。 
対岸の人々は、日本との接続を望んでいる。 
物流、人流だけではなく、コミュニティーとして文化や様々な交流のために、官民の協

力が必要である。 
 

雨宮洋司 

富山港とウラジオストクの間のフェリー航路を 15~16 年間、見守ってきて感じた点とし
て、①日本側の受け入れ態勢の問題、②訪問者の気持ちを高揚させる工夫、③地域民の受

け入れ態勢、④船舶の安全、安心の問題 があると思う。 
 
加藤久晶 

上海エクスプレスは、現在、上海―博多航路を運航中である。 
上海エクスプレスに「今後、将来性のある航路はどこなのか」と聞いた所、「中部―日本

海」であると言っていた。 
 

田中克哉 

最近、物流関係において CO2削減の問題が話題になっている。つまり、鉄道を使った輸
送手段である。 
新潟で、港とＪＲを使った輸送ができるのではないかと思う。新潟港が環境にやさしい
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物流を考えて、鉄道を利用した輸送ができると良いと思う。 
 

柳井雄也 

交通手段とは、使い方次第で地域の活性化に繋がるかどうかが決まる。 
フェリーそのものの役割も重要であるが、その背後にある地域の対応が重要になってく

ると思う。 
 

佐々木規雄 

本日も鉄道輸送のお話しが出ましたが、これまで行われた専門研究会でも、北陸地域に

おける鉄道輸送との連携についての検討を進めるべきとのご意見が出されている。そこで、

本調査にて引き続きそういった検討を進めていくことを考えている。 

現在北陸地域で鉄道輸送と港湾との連携を考えたとき、最も可能性が高いのは伏木富山

港である。これまでは新潟港をメインに検討を進めてまいりましたが、今後は富山という

地域にも着目して検討を進めたい。あくまで予定であるが、専門研究会をあと数回追加し、

そのうちの１回を富山にて開催することも検討している。 
（以上） 

421
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１．古代の環日本海交流－渤海との通交― 
紀元 8 世紀から 10 世紀にかけ、中国東北部から北朝鮮にかけて栄えたツングース系民

族の国家「渤海」(713～927)は、日本に通交を求めてきた。渤海は、神亀 4年(727)に初め

ての使節:高斉徳が来日してから 200 年問に 36 回の使節を来日させた。使節の帰国に際し

ては日本からも送客使を送り、また、遣渤海使の派遣も行った。奈良・平安時代を通じて、

両国間の通交はきわめて盛んだった。1 

渤海から日本への来航ルートは、もっぱら日本海を横断するものだった。渤海からの船

は、日本海の海流と西北の季節風を利用して来たので、多くは北陸沿岸へ到着した。これ

ら渤海と日本を往来する船の基地港となったのが北陸の福良津（現・福浦港)・三国湊(現・

福井港)・大野湊(現・金沢港)・敦賀港(現・敦賀港)であった。渤海使節迎賓の館として,

福良に能登客院,敦査に松原客院が設けられた。2 

 
 
 

                                                  
1 古田武彦：『法隆寺のなかの九州王朝』、1988.6.20 
2 （社）土木学会中部支部：『国造りの歴史－中部の土木史』、1988.2.25 
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［資料］（社）土木学会中部支部：『国造りの歴史－中部の土木史』、1988.2.25 

図－1 渤海から日本への来航コース 
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２．江戸時代の朝鮮通信使 
 鎖国令が布かれた江戸時代においても、江戸幕府は朝鮮国と正式な国交を結んでいた。

釜山の草
チョ

梁
リャ

倭
ン

館には 5～600 人の日本人が常駐し、1 年間に 500 隻を超える日本の貿易船

が出入していた。日朝の外交実務を担当したのは、釜山の東萊
ト ン ネ

府使と日本の対馬藩主であ

った。徳川将軍の代替わりに際しては、朝鮮王から祝賀のために朝鮮通信使が日本へ派遣

された。朝鮮通信使は、慶長 11 年（1607）から文化 8 年（1811）まで 12 回にわたって
来日した。一行は正使・副使・従事官の三使と学者・医者・画家からなる総勢 500人の大

使節団だった。6 隻の船で釜山港を出発した一行は赤間関
アカマガセキ

（下関）に入り、それより瀬戸

内海を通って大阪へ至り、日本の川船に乗り換えて淀川をさかのぼり、京都へ上陸した。

それより陸路で江戸間まで達した。3 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［資料］朝日新聞社文化企画局：『宗家記録と挑戦通信使展』、1992.1 

図－2 朝鮮通信使の船 

                                                  
3 李進熙：『江戸時代の朝鮮通信使』、1992.8.10 
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３．北前船航路の繁栄 
 江戸時代、江戸から大阪・瀬戸内海を経て日本海沿岸地域・北海道を結ぶ西回り航路、

江戸と東北地方を結ぶ東回り航路が日本全国を結ぶ交通の大動脈であった。とりわけ、日

本海沿岸地域・北海道と大阪を結ぶ航路は北前航路と呼ばれ、江戸時代後期から明治中期

まで北前船が就航し、大いに賑わった。4・5 
 北前航路に就航した船を総称して北前船と呼ぶが、大半を占めたのは、瀬戸内海で生ま

れた弁財
ベ ザ イ

船
セン

を改良したものである。弁財船は千石船の一種で、船長約 40尺（12.0m）、幅

約 25 尺（7.5m）、深さ約 6.5 尺（2.0m）を有し、幅の広い、ずんぐりした船型をしてい
た。一本の帆柱に大きな横帆を揚げて帆走するのが特徴であった。4・5 
 下り荷として、大阪で酒・飲食品・衣類・煙草を積込み、瀬戸内海では塩・砂糖・紙を

積込み、日本海に廻ると鉄・米・縄・筵などを積込み、北海道までの各港々で売りさばい

た。登り荷は、鰊・〆粕・数の子・昆布・鰯粕などの海産物であった。6 
 
 

                                                  
4 牧野隆信：『北前船』、1964.9.15 
5 塩照夫：『昆布を運んだ北前船』、1993.5.10 
6 牧野隆信：『北前船の時代』、1979 

429



 

 

6

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
［
資
料
］
（
財
）
日
本
海
事
科
学
振
興
財
団
 
船
の
科
学
館
：
『
特
別
展
「
北
前
船
」
』
、

19
93

.3
 

図
－
4
 
北
前
船
の
主
な
航
路
と
寄
港
地
 

  

430



 

 7

 
［資料］（財）日本海事科学振興財団 船の科学館：『特別展「北前船」』、1993.3 

写真－1 新潟港に停泊する北前船 

 
 

 
［資料］（財）日本海事科学振興財団 船の科学館：『特別展「北前船」』、1993.3 

写真－2 敦賀港に停泊する北前船 
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［資料］（財）日本海事科学振興財団 船の科学館：『特別展「北前船」』、1993.3 

写真－3 荷物を満載した北前型弁財船「八幡丸」（明治 30 年代） 

 

写真―4 江戸時代に使用された、敦賀港の庄山
ショウヤマ

の高灯籠

(2007.5.31 撮影) 
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４．近代の環日本海航路 
４．１ 鉄道網の発達と北前航路の衰退 
 明治 5年（1872）に新橋～横浜 29kmが開通して以来、鉄道国有化が断行される直前の
明治 38年(1905)末になると、日本の鉄道の開業延長は国鉄 2,414km、私鉄 5,283km、合
計 7,697kmに達した。日清戦争時の兵員・軍需物資輸送に鉄道がきわめて大きな力を発揮
したこともあり、日清戦争後に鉄道の本格的発展が行われたのである。この頃には、太平

洋岸に本州縦断路線が開通し、北海道・北九州の両先端まで路線が開通した。東京と日本

海沿岸地域、大阪と日本海沿岸地域を結ぶ路線も開通した。7 
 一方、明治時代の日本の経済発展は欧米を向いていたこともあって日本海沿岸地方の経

済発展は遅れ、鉄道網の発達も相まって、明治 30年代になると北前航路は衰退した。 
 明治 11年（1878）における日本の都市人口、上位 30都市について、約 30年後の大正
9年（1920）の人口を見ると、順位がランクアップしている都市は横浜・神戸・岡山・長
崎・鹿児島・函館の 6都市であり、ランクダウンしている都市は富山・福井・松江・鳥取・
弘前・秋田・高松・盛岡・米沢の 9都市であり、ランクアップしている都市はいずれも港
湾活動が活発な都市である。 
 

                                                  
7 沢本守幸：『公共投資 100年の歩み』、1981.12.1  

433



 

 10

 
［資料］沢本守幸：『公共投資 100年の歩み』、1981.12.1 

図－5 鉄道網発達状況（明治 38 年〈1905〉末） 
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港湾都市の発展 

明治～大正時代の港湾都市は他の地域に比べて人口の増加が著しく都市化が進んでい

る。その中で、日本海沿岸地域の都市としては新潟と秋田が入っており、秋田に比べて新

潟の都市化が進んでいる。 
 

表－1 明治～大正年間の都市人口の推移 

 
［資料］『日本経済史』より作成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：（1）明治 11年時点で人口 40000人以下の都市を対象にグラフ化している。 
（2）明治 25年以後に内務省土木会で港湾計画が審議された新潟、長崎、鹿児島、函館、秋田、
高松、高知を港湾都市とする。（3）その中で、日本海沿岸地域の港湾は、新潟、秋田である（◎）。 

明治～大正年間の都市人口の推移
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４．２ 明治～大正年間の政治事件 

 明治～大正年間における日本政治の大事件を示すと、次のようになる。 
この中でも、環日本海圏に大きな影響を与えたものは、日露戦争による南樺太の割譲、

韓国併合による韓国の日本領土化、満州国の建国であり、これらの結果、多数の環日本海

航路が開設されることとなった。 
 

表－2 明治～大正年間の政治事件 

No. 事件 年 日本との関わり 
１ 日清戦争 明治 27年(1894)8月 1日～明

治 28年（1895）4月 17日 
・ 朝鮮の独立承認。 
・ 遼東半島・台湾・澎湖列島の

割譲。 
２ 日露戦争 明治 37年（1904）2月 10日

～明治 38年（1905）9月 5日
・ 南樺太の割譲。 
・ 南満州のロシア権益の割譲。

３ 韓国併合 明治 43年（1910）8月 22日 ・韓国は日本領土となり、朝鮮

となった。 
４ 第 1次世界大戦 大正 3年(1914)7月 28日～大

正 7年(1918)11月 11日 
・ 山東省のドイツ利権獲得。 
・ 南洋群島の委任統治権獲得。

・ 戦後の昭和恐慌へ。 
５ 満州国建国 昭和 7年（1932）3月 1日 ・ 溥儀を元首。 

・ 日本の半植民地。 
［資料］１）岩波書店編集部：『近代日本総合年表』、1968.11.25 

２）京都大学文学部国史研究室：『改訂増補 日本史辞典』、1960.1.20 
３）高柳光寿・竹内理三：『角川 日本史辞典』、1966.12.20 
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［資料］児玉幸多（編）：『標準 日本史地図 新修版』、1974,3,1 
［註］１）満州国の領域は、黒竜江省・吉林省・遼寧省・熱河省。ただし、熱河省は昭和

32年（1956）1月 1日に廃止された。 
図－6 満州国 
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４．３ 近代の環日本海航路の概観 
４．３．１ 航路 
 近代の環日本海航路は、南樺太の領有、韓国併合、満州国建国の動きに対応し、次の 4
航路が存在する。なかでも、旅客数・貨物量とも、“④近畿地方から中国へ”が最大であ

った。 
 

①日本海沿岸地域から南樺太へ（樺太航路） 
②日本海沿岸地域から朝鮮へ（朝鮮航路） 
③日本海沿岸地域から中国へ（中国航路） 
④近畿地方から中国へ（中国航路） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－7 環日本海航路の方向 
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４．３．２ 船社 
近代の環日本海航路に就航した船社は、次のようなものであった。8 

 
①大阪商船㈱ 
 日満間を結ぶ阪神～大連航路は、船社にとってドル箱であった。大阪～大連線、大阪～

天津線、大阪～青島線、横浜～大連線を運航した。 
②近海郵船㈱ 
 横浜～牛荘（遼寧省）航路を運航した。 
③朝鮮郵船㈱ 
 朝鮮沿岸航路とともに、敦賀～北朝鮮航路、新潟～北朝鮮航路、大阪～釜山～ウラジオ

ストク航路などを運航した。 
④大連汽船㈱ 
 南満州鉄道㈱の子会社であった。満鉄の始発駅であった大連を中心とし、大連～青島～

上海線を中心とし、大陸～日本より、中国沿海を結ぶ路線が中心だった。 
⑤嶋谷汽船㈱ 
 北前船交易に従事していた嶋谷徳右衛門が創立した会社で、北朝鮮航路を運航した。 
⑥北日本汽船㈱ 
 大阪商船（株）の子会社で、樺太航路、北朝鮮航路を運航した。 
 

                                                  
8  『満州日報』、1932.4.16～4.19 
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４
．
５
 
日
本
海
中
心
時
代
来
る
！

 
４
．
５
．
１
 
日
本
海
横
断
航
路

 
明
治

43
年
（

19
10
）
の
韓
国
併
合
か
ら
昭
和

7
年
（

19
32
）
の
満
州
国
建
国
へ
と
続
く
流
れ
は
、
日
本
海
横
断
航
路
の
開
設
を
必
然
と
さ
せ
た
。

 
 

表
－
4
 
日
本
海
横
断
航
路
の
開
設
 

開
設
年
月
日

 
航
路

 
船
社

 
摘
要
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出
所

 

大
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7
年
（
1
9
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8
）
4

月
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／
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。
 

①
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史
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史
編
4
 
近
代
 
下
』
、
1
9
9
7
.
3
.
3
1
 

昭
和
4
年
（
1
9
2
9
）
5

月
 

朝
鮮
～
大
連
～
北
海

道
 

嶋
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①
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史
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史
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史
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。
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図－8 北日本汽船会社の「日本海中心時代来る」のポスター 

442



 

 19

４．５．２ 北日本汽船㈱航路の発展 
 北日本汽船㈱の航路は、日本の大陸進出とともに発展して行く。5 年ごとの航路の発展
は、次の通りである。 
 

① 創立 5周年（大正 8年〈1919〉）------ 樺太航路 
② 創立 10周年（大正 13年〈1924〉）--- 樺太航路 
③ 創立 15周年（昭和 4年〈1929〉）----- 樺太・ウラジオストク・清津航路 
④ 創立 20周年（昭和 9年〈1934〉）----- 樺太・ウラジオストク・雄基・羅津・清

津・城津・興南・釜山航路 
⑤ 創立 25周年（昭和 14年〈1939〉）--- 樺太・ウラジオストク・雄基・羅津・清

津・城津・興南・元山航路 
 
 大連汽船㈱の航路図も示す。 
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［資料］田邊貞造・畠中隆輔『北日本汽船株式会社二十五年史』1929.6.20、北日本汽船㈱ 

図－9 創立当時の定期航路図（大正 3年〈1914〉4 月 1 日現在） 
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［資料］田邊貞造・畠中隆輔『北日本汽船株式会社二十五年史』1929.6.20、北日本汽船㈱ 

図－10 創立 5 周年当時の定期航路図（大正 8年〈1919〉4 月 1 日現在） 
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［資料］田邊貞造・畠中隆輔『北日本汽船株式会社二十五年史』1929.6.20、北日本汽船㈱ 

図－11 創立 10 周年当時の定期航路図（大正 13 年〈1924〉4 月 1 日現在） 
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［資料］田邊貞造・畠中隆輔『北日本汽船株式会社二十五年史』1929.6.20、北日本汽船㈱ 

図－12 創立 15 周年当時の定期航路図（昭和 4年〈1929〉4 月 1 日現在） 
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［資料］田邊貞造・畠中隆輔『北日本汽船株式会社二十五年史』1929.6.20、北日本汽船㈱ 

図－13 創立 20 周年当時の定期航路図（昭和 9年〈1924〉4 月 1 日現在） 
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［資料］田邊貞造・畠中隆輔『北日本汽船株式会社二十五年史』1929.6.20、北日本汽船㈱ 

図－14 現在の定期航路図（昭和 14 年〈1925〉4 月 1 日現在） 
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［資料］大連汽船㈱：『大連汽船株式会社二十年略史』、1935 

図－15 大連汽船㈱の現在の定期航路図（昭和 10 年〈1935〉現在） 
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４．５．３ 朝鮮郵船㈱航路の発展 
 朝鮮郵船㈱は、韓国併合から 2年後の明治 45年（1912）1月 19日、釜山汽船株式会社・
合資会社吉田船舶部・木浦航運合名会社が朝鮮総督府の指導のもとに合併して朝鮮郵船㈱

が設立された。資本金は 300万円であった。本社は京城に置き、釜山に支社を置いた。9 
 朝鮮郵船㈱は、当初は朝鮮沿岸航路を主としていたが、第 1 次世界大戦を契機として、
朝鮮と日本内地を結ぶ近海航路に進出した。近海航路の主な命令航路はつぎのようなもの

であった。9 
（１） 北鮮敦賀線 

大正 7年（1918）運航開始、2回／月以上、30回／年。平壌丸（1,127GT）が就航。 

 
（２） 北鮮新潟線 

昭和 7年（1932）4月、自営航路として運航開始、昭和 10年(1935)4月より命令航
路。（普通貨物とともに軍需品を輸送。昭和 10年(1935)4月より新京丸（2,672GT）
が就航。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        写真－5 新京丸 

                                                  
9 小武家芳兵衛：『朝鮮郵船会社二十五年史』、1937.6.18、朝鮮郵船㈱ 
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（３） 釜山・ウラジオストク・大阪線 

大正 4年（1915）運航開始、3回／月、27回／年。 

 
（４） 雄基（先鋒）・東京線 

昭和 3 年（1928）8 月、自営航路として運航開始、昭和 3 年 10 月より命令航路、
1回／月以上、16回／年。 
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（５） 雄基（先鋒）・大阪線 
明治 45年（1912）月運航開始、3回／月、36回／年。 

 
（６） 新義州・東京線 

大正 9年（1920）運航開始。4回／月、48回／年（昭和 12年）。 
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（７） 新義州・大阪線 
大正 6年（1927）、自営航路として運航開始、大正 9年 4月より命令航路、2回／
月、36回／年（大正 9年）以上。 

 
（８） 朝鮮・長崎・大連線 

大正 14年（1925）運航開始。甲線・乙線とも 1回／月以上、16回／年以上。 
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４．５．４ 激増する敦賀港の対満州・朝鮮貿易 
 韓国併合・満州国建国に伴い、敦賀港の対満州・朝鮮貿易額も激増した。 
満州貿易を見ると、昭和 12年(1937)には、輸出額は全体の 29.4%だったが、昭和 15年

（1940）には 39.0%に増加した。輸入も 8.7%から 9.9%へ増加した。輸出品目は青果・野
菜類、ミカン、人絹織物、綿布綿織物、機械類などであり、輸入品目は豆粕、大豆、フス

マ、石炭、パルプ、亜麻などであった。 
朝鮮貿易を見ると、昭和 12年には、移出額は全体の 28.6%だったが、昭和 15年（1940）

には 32.8%に増加した。移入も 22.3%から 38.8%へ増加した。移出品目は人絹布、野菜、
果実、漁網、鉱石、藁工品、紙類などであり、移入品目は魚肥、生牛、大豆、大豆粕など

であった。 
 

表－5 敦賀港の貿易額 

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

ソ連 4,386 32.6 3,430 18.2 7,816 24.2

満州 3,948 29.4 1,637 8.7 5,585 17.3

関東州 200 1.5 121 0.6 321 1.0

ドイツ 161 1.2 1 0.0 162 0.5

その他 391 2.9 121 0.6 512 1.6

小計 9,086 67.6 5,310 28.1 14,396 44.6

3,850 28.6 4,210 22.3 8,060 24.9

503 3.7 9,352 49.6 9,855 30.5

13,439 100.0 18,872 100.0 32,311 100.0

ソ連 3,623 16.3 182 0.8 3,805 8.7

満州 8,673 39.0 2,142 9.9 10,815 24.6

関東州 8 0.0 23 0.1 31 0.1

ドイツ 1,395 6.3 1,119 5.2 2,514 5.7

その他 517 2.3 556 2.6 1,073 2.4

小計 14,216 63.9 4,022 18.6 18,238 41.5

7,300 32.8 8,407 38.8 15,707 35.8

716 3.2 9,247 42.7 9,963 22.7

22,232 100.0 21,676 100.0 43,908 100.0

朝鮮貿易

内国貿易

外国貿易
（朝鮮を
除く）

外国貿易
（朝鮮を
除く）

合計

合計

朝鮮貿易

内国貿易

昭和12年
（1937）

昭和15年
（1940）

合計

国
輸移出 輸移入

 
［資料］敦賀市史編さん委員会：『敦賀市史 通史編 下巻』、1988.3.31、表－134、135

より作成。原資料は、『福井県統計書』『敦賀税関支署資料』『敦賀商工会議所月報』。 
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 杉原千畝が発給した「命のビザ」 

 リトアニアの日本領事館で領事官代理をしていた

杉原千畝（スギウラチウネ、1900～1986）は、昭和

15 年（1940）7 月 25 日から、退去命令によって 9

月 5 日にベルリンへ旅立つまでの間、ユダヤ人に対

して 2,139 枚を超えるビザを独断で発給し、6,000

人を超えるユダヤ人の命を救った。この時、ユダヤ

人はシベリア鉄道～ウラジオストク経由で敦賀港に

上陸し、アメリカ合衆国・上海へ逃れた。10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［資料］旧敦賀駅舎 
図－17 杉原千畝の［命のビザ］ 

                                                  
10 杉原千畝記念館。 

［資料］旧敦賀駅舎

図－16 東京～ベルリン切符 

（ウラジオストク・ハバロフスク・ワルソー経由）
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４．５．５ 日本海横断航路の発展 
 日本～満州を結ぶ伝統的な航路としては、神戸港と大連港を結ぶ大阪商船㈱の日満連絡

航路があったが、昭和 8年(1933)、朝鮮～満州国境の鉄道が連結され、朝鮮北部と満州国
首都：新京（現在の長春）の間に直通列車の運行が開始された。昭和 10 年(1935)には、
南満州鉄道㈱によって羅津港の整備が完了し、日本本土から満州中心部への速達ルートが

完成した。このような状況を受けて、北日本汽船㈱・嶋谷汽船㈱・日本海汽船㈱（昭和 10
年より）は日本海沿岸の新潟港・敦賀港と北朝鮮を結ぶ「日本海横断航路」の大宣伝を開

始した。 
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［資料］ 

図－18 北日本汽船㈱のポスター（昭和 8～12年〈1933～37〉ころ） 
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    ［資料］ 

図－19 嶋谷汽船㈱のポスター（昭和 9年〈1934〉4 月） 
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４．５．６ 年表 
 
・ 明治 1年 11月 19日（１８６9.1.1） 明治政府、新潟港を開港。11 
・ 明治 26年（1893） 日露汽船会社、新潟～ウラジオストク航路を開設。明治 30年（1897）、 

新潟汽船会社解散。12 
・ 明治 29年（1896）10月 (合)大家商船（大阪府）、新潟～函館～ウラジオストク航路 

を開設（政府命令の補助航路）。4便／年。愛国丸（1,723GT）が就航。12 
・ 明治 32年(1899)7月 13日 敦賀港開港。13 
・ 明治 35年（1902）2月 (合)大家商船（大阪府）、敦浦航路（敦賀～ウラジオストク） 

を開設（政府命令の補助航路）。新潟港は寄港地となる。交通丸（1,600GT）が就 
航。1便／40日。13・12 

・ 明治 40年（1907）3月 大阪商船㈱、敦賀～ウラジオストク航路を 1便／週で運航開 
始。開城丸（2,080GT）が就航。7月、鳳山丸（2,509GT、定員 217人）が就航。 
13 

・ 明治 40年(1907)4月 越佐汽船会社、県費補助で新潟～ウラジオストク航路を開設（ 

県命令の補助航路）。第 13度津
ワ タ ツ

丸
マル

（272GT）が就航。4便／年。12 

・ 明治 43年（1910）8月 22日 韓国併合に関する日韓条約調印。15 
・ 明治 45年（1912）6月 15日 新橋～金ヶ崎に欧亜国際連絡列車が運転開始。シベリ 

ア鉄道と連結。1往復／週。13 
・ 大正 2年（1913） 越佐汽船会社、新潟～ウラジオストク航路を廃止。12 
・ 大正 7年（1918）4月 朝鮮郵船会社、敦賀～清津航路（元山・城津経由）を開設（政 

府命令の補助航路）。5便／2ヶ月。平壌丸（1,127GT）が就航。13 
・ 昭和 4年（1929）5月 嶋谷汽船会社（神戸市）、朝鮮～大連～北海道航路を新潟港へ 

寄港。14 
・ 昭和 4年（1929）5月 鍵富本店船舶部（新潟市）、新潟～北朝鮮航路を開設。1便／ 

月。14 
・ 昭和 5年（1930）4月 大阪商船㈱、新潟～北朝鮮航路を開設。14 
・ 昭和 6年（1931）1月 新潟県、嶋谷汽船会社の朝鮮航路を県の命令航路と決定。14 
・ 昭和 6年（1931）9月 18日 柳条橋事件。満州事変開始。15 
・ 昭和 7年（1932）3月 1日 満州国、建国宣言を発表。15 
・ 昭和 7年（1932）3月 24･25日 日本陸軍兵士、約 2,500人、新潟港から大連港を経 

て満州へ渡る。14 
・ 昭和 10年（1935）4月 政府、日本海汽船会社（北日本汽船会社と嶋谷汽船会社が出 

資）の新潟～北朝鮮航路を政府命令航路に指定。6月より嘉義丸（2,347GT）を 
就航。3便／月。14 

                                                  
11 新潟県：『新潟県史 通史編 7』、1988.3.31 
12 新潟市史編さん近代史部会：『新潟市史 通史編 3 近代 上』、1996.3.22 
13 敦賀市史編さん委員会：『敦賀市史 通史編 下巻』、1988.3.31 
14 新潟市史編さん近代史部会：『新潟市史 通史編 4 近代 下』、1997.3.31 
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・ 昭和 12年 7月 7日 盧溝橋事件勃発。日中戦争開始。15 
・ 昭和 12年（1937） 敦賀港、対満貿易激増時代へ。13 
・ 昭和 15年（1940）1月 北日本汽船・大連汽船・朝鮮郵船、国策会社：日本海汽船会 

社を設立。日本海汽船会社、新潟・伏木・敦賀～羅津・清津・雄基（現・先峰）航

路を開設。同社は、11隻、合計 3万 8,884GTの船舶を所有。14 
 

                                                  
15 岩波書店編集部：『近代日本総合年表』、1968.11.25 
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５．環日本海フェリー航路の現状 
 
５．１ 西日本の国際フェリー・RORO航路 
５．１．１ 就航状況 
（１）航路開設の動向 

日本における国際フェリー・RORO 航路は、北部九州および阪神地区の港湾を中心に、日

韓間、日中間のサービスが展開しており、特に近年（2002 年以降）、航路開設が活発化し

ている。 

日韓フェリー航路は 1970 年（昭和 45 年）に下関～釜山航路が就航開始となって以降、

しばらくは新規航路開設がなかったが、1990 年（平成 2年）に博多～釜山航路、2002 年（平

成 14 年）に大阪～釜山航路と広島～釜山航路が開設された（2005 年 8 月に休止になった

ため、現在は就航していない）。この間便数は、着実に増加し、現在は合計週 16 便（うち

北部九州の航路は 13 便）が就航している。 

日中フェリー航路については、神戸・大阪～上海間の航路が最も古く、1985 年（昭和

60 年）に就航を開始している。以後、1990 年（平成 2年）には神戸～天津航路、93 年（平

成 5 年）には大阪～上海航路が開設され、1998 年には 1980 年より日中友好の船として運

航されていた下関～青島航路が週１便化している。 

また、フェリー航路が増加する一方で、2003 年には博多～上海間、2005 年には下関～

上海の RORO サービスが始まっている。これら、フェリー・RORO による日中航路は、現在

週 9便（うち北部九州の航路は 6便）就航している。 

このように、日韓航路は北部九州とともに大阪湾に拡がり、日中航路は大阪湾から北部

九州へ航路開設が拡大してきている。 
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図-20 西日本の国際フェリー・RORO 船航路図 
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（２）下関－釜山航路 

 下関－釜山航路には現在、「はまゆう」と「星希（SEONG HEE）」2 隻のフェリーが投入さ

れている。2 隻の船舶と下関－釜山間の距離の近さを活かし、両港で夜出港、朝入港のデ

イリーサービスが行われている。123 マイルの近距離を活かし、２隻のフェリーによるデ

イリー運航が行われている。下関―釜山の所要時間は約 13 時間（沖待ち時間を含む）、着

岸時間も約 12 時間となっており、平均航行速力は航行速力の７割程度となっている。 

 

表-8 下関－釜山航路の概要 

 下関港－釜山港 

運航船社 関釜フェリー㈱ 釜関フェリー㈱ 

代理店 関釜フェリー㈱ 

航路開設年月日 1970 年 6 月※１ 1983 年 4 月※１ 

本船名 はまゆう 星希（SEONG HEE） 

本船概要 

・全長：162.0ｍ 
・総トン数：16,187 トン 
・主機関馬力：6,000×2 
・航海速力：18 ノット 
・載貨重量：3,750 トン 

・全長：162.0ｍ 
・総トン数：16,875 トン 
・主機関馬力：6,000×2 
・航海速力：18 ノット 
・載貨重量：3,798 トン 

本船就航年月日 1998 年 8 月 28 日 2002 年 5 月 22 日 

下関港⇒釜山港（出港時
間） 

19：00⇒8：30（翌日） 

釜山港⇒下関港（出港時
間） 

20：00⇒8：00（翌日）※１ 

週の便数 毎日 

運航時間／運航距離 約 13.5 時間／123 マイル※２ 

旅客運賃 
片道：9,000 円（２等室） 
往復：17,100 円（２等室） 

貨物運賃 － － 

旅客定員 460 名 562 名 

コンテナ積載量 140TEU※１ 140TEU※１ 

船舶の写真 

 
 

 
 
 
 

はまゆう 

 
 
 
 
 
 

星希（SEONG HEE） 

航路図 

 

［資料］日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 

※１：関釜フェリーＨＰ 

※２：港間距離･･･海上保安庁「距離表」（平成 7年 6 月） 
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（３）下関－青島航路 

 日本で唯一の青島フェリー航路には、「ゆうとぴあ」、「ゆうとぴあ 2」の 2隻が投入され、
週 3便のサービスが行われている。「ゆうとぴあ 2」は、上海航路と青島航路を交互に運航
する体制となっている。 

表-9 下関－青島航路の概要 
 下関港－青島港 

運航船社 オリエントフェリー㈱ 

代理店 オリエントフェリー㈱ 

航路開設年月日 2001 年 3 月 25 日 2005 年 6 月 3 日 

本船名 ゆうとぴあ ゆうとぴあ２ 

本船概要 

・全長：184.5ｍ 

・総トン数：26,906 トン 

・主機関馬力：14,850×2 

・航海速力：22.6 ノット 

・全長：184.5ｍ 

・総トン数：26,933 トン 
・主機関馬力：14,850×2 
・航海速力：22.6 ノット 

本船就航年月日 2002 年 10 月 9 日 2005 年 6 月 3 日 

下関港⇒青島港（出港

時間） 
12：00⇒16：00（翌日） 

青島港⇒下関港（出港

時間） 
20：00⇒9：30（翌日） 

週の便数 週 3 便 

運航時間／運航距離 
約 28 時間※４／575 マイル※２（下関→青島） 
約 36 時間※４／575 マイル※２（青島→下関） 

旅客運賃 
片道：15,000 円（２等室Ｂ） 

往復：27,000 円（２等室Ｂ） 

貨物運賃 

・650 ドル／TEU※１ 

・1,170 ドル／FEU※１ 

・1,200 ドル／TEU（REF）※１ 

・1,500 ドル／FEU（REF）※１ 

旅客定員 350 名 475 名 

コンテナ積載量 265TEU※３ 269TEU※３ 

荷役方式 フォークリフト、オンシャーシ フォークリフト、オンシャーシ 

船舶の写真 

 

 

 

 

ゆうとぴあ 

 

 

 

 

ゆうとぴあ 2 

航路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 

※１：オリエントフェリーＨＰ 

※２：港間距離･･･海上保安庁「距離表」（平成 7年 6 月） 

※３：下関市港湾局ＨＰ 

※４：運航スケジュールから算定 
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（４）下関－蘇州航路 

「ゆうとぴあ 2」による週 1便のサービスが行われている。「ゆうとぴあ 2」は 2006年
9月より、下関～上海航路から下関～蘇州航路に航路を変更し、運航している。 

 
表-10 下関－蘇州航路の概要 

 下関港－太倉港 

運航船社 上海下関フェリー㈱ 

代理店 
・関光汽船㈱ 
・西日本汽船㈱ 
・新日本海フェリー㈱ 

航路開設年月日 2005 年 6 月 3 日 

本船名 ゆうとぴあ２ 

本船概要 

・全長：184.5ｍ 
・総トン数：26,933 トン 
・主機関馬力：14,850×2 
・航海速力：22.6 ノット 

本船就航年月日 2005 年 6 月 3 日 

下関港⇒太倉港（出港時間） 12：00（月）⇒17：00（火） 

太倉港⇒下関港（出港時間） 22：00（火）⇒9：30（木） 

週の便数 週 1 便 

運航時間／運航距離 
約 30 時間※３／578 マイル※２（下関→上海） 

約 29 時間※３／578 マイル※２（下関→上海） 

旅客運賃 
片道：15,000 円（2 等室 B） 
往復：27,000 円（2 等室 B） 

貨物運賃 

・650 ドル／TEU※１ 
・1,170 ドル／FEU※１ 
・1,200 ドル／TEU（REF）※１ 
・1,500 ドル／FEU（REF）※１ 

旅客定員 475 名 

コンテナ積載量 269TEU 

荷役方式 フォークリフト、オンシャーシ 

船舶の写真 

 
 
 
 
 

 
ゆうとぴあ２ 

航路図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 

※１：上海下関フェリーＨＰ 

※２：港間距離･･･海上保安庁「距離表」（平成 7年 6 月） 
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（５）博多－釜山航路 

 博多－釜山航路は「ニューかめりあ」1 隻によるサービスであるが、博多港と釜山港の

距離の近さを活かし、週 6便のサービスが行われている。 

 

表-11 博多－釜山航路の概要 

 博多港－釜山港 

運航船社 カメリアライン㈱ 

代理店 カメリアライン㈱ 

航路開設年月日 1990 年 12 月※１ 

本船名 ニューかめりあ 

本船概要 

・全長：170.0ｍ 
・総トン数：19,961 トン 
・主機関馬力：13,460×2 
・航海速力：23.5 ノット 

本船就航年月日 2004 年 7 月 5 日 

博多港⇒釜山港（出港時間） 12：30⇒18：00 

釜山港⇒博多港（出港時間）     20：00⇒7：30（翌日） 

週の便数 週 6 便 

運航時間／運航距離 約 5.5 時間※３／116 マイル※２ 

旅客運賃 
片道：9,000 円（２等） 
往復：17,100 円（２等） 

貨物運賃 ― 

旅客定員 522 名 

コンテナ積載量 220TEU 

船舶の写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ニューかめりあ 

航路図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 

※１：カメリアラインＨＰ 

※２：港間距離･･･海上保安庁「距離表」（平成 7年 6 月） 

※３：運航スケジュールから算定 
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（６）博多－上海航路 

博多－上海間は、RORO船「SHANGHAI SUPER EXPRESS」による貨物輸送サービ
スが行われている。1 隻によるサービスではあるが、博多－上海間の距離の近さから、週
2便のサービスが可能となっている。 
 

表-12 博多－上海航路の概要 
 博多港－上海港 

運航船社 上海スーパーエクスプレス㈱ 

代理店 日本通運㈱ 

航路開設年月日 2003 年 11 月 7 日 

本船名 
SHANGHAI SUPER 

EXPRESS 

本船概要 

・全長：145ｍ 
・総トン数： 16,350 トン 
・主機関馬力：－ 
・航海速力： 20.8 ノット 

本船就航年月日 2003 年 11 月 7 日 

博多港⇒上海港（出港時間） 水、土（時間帯は不定時）※１ 

上海港⇒博多港（出港時間） 火、金（時間帯は不定時）※１ 

週の便数 週 2 便 

運航時間／運航距離 約 27 時間※１／512 マイル※２ 

旅客運賃 ― 

貨物運賃 ― 

旅客定員 ― 

コンテナ積載量 242TEU 

荷役方式 オンシャーシ 

船舶の写真 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
SHANGHAI SUPER 

EXPRESS 

航路図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：上海スーパーエクスプレス㈱のＨＰ  

※１：電話問い合わせによる 

※２：港間距離･･･海上保安庁「距離表」（平成 7年 6 月） 
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（７）博多－釜山航路 

博多－釜山間は、高速船「ビートル」「ビートル２世」「ビートル３世」「ビートル５世」

「コビー」「コビーⅢ」「コビーⅤ」による７隻で旅客輸送サービスが行われており、基本

ダイヤで平日は１日５便、週末は２便増加し、１日７便となっている。 
 

表-13 博多－釜山航路の概要 
 博多港－釜山港 

運航船社 
九州旅客鉄道㈱船舶事業部 

韓国高速海運㈱ 
未来高速株式会社 

 

代理店 九州旅客鉄道㈱船舶事業部／韓国高速海運㈱ 

航路開設年月日 ― 2002 年 2 月 20 日 

本船名 
ビートル２世／ビートル３世 
ビートル/ビートル 5 世 

コビー、コビーⅢ、コビーⅤ 

本船概要 

・全長：27.4～30.3ｍ 
・総トン数： 164 トン 
・航海速力： 約 45 ノット 

・全長：25.05ｍ（コビー）、23.93ｍ（コビ
ーⅢ、Ⅴ） 

・総トン数：192 トン（コビー）、125.17 トン
（コビーⅢ・Ⅴ） 

・航海速力：約 45 ノット 

本船就航年月日 ― 1995 年 

博多港⇒釜山港（出港
時間） 

表 13-1 参照 表 13-1 参照 

釜山港⇒博多港（出港
時間） 

表 13-1 参照 表 13-1 参照 

週の便数 週 22 便 週 15 便 

運航時間／運航距離 2 時間 55 分／116 マイル※２ 2 時間 55 分／116 マイル※２ 

旅客運賃 片道 13,000 円、往復 24,000 円 片道 13,000 円、往復 24,000 円 

貨物運賃 ― ― 

旅客定員 200 名 222 名/コビー、223 名/コビーⅢ、Ⅴ 

コンテナ積載量 ― ― 

荷役方式 ― ― 

船舶の写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ビートル２世／ビートル３世 
ビートル／ビートル 5 世 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
コビー、コビーⅢ、コビーⅤ 

航路図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［資料］日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 
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表-6 国際フェリー・RORO 航路における港間の距離と所要時間 

 航路 
（運航船社） 

港間距離※１ 
（マイル） 

航行速力※２ 
（ノット） 

所要時間※３ 
（時間） 

下関港－釜山港 
（関釜フェリー） 123マイル 18.0ノット ●約 13.5時間

博多港－釜山港 
（カメリアライン） 116マイル 23.5ノット ●約 5.5時間韓国 

大阪港－釜山港 
（パンスターライン） 461マイル 25.2ノット 約 18時間

下関港－上海港 
（上海下関フェリー） 578マイル 22.6ノット ●約 30時間

下関港－青島港 
（オリエントフェリー） 575マイル 22.6ノット ●約 28.5時間

●約 37時間 
博多港－上海港 
（上海スーパーエクスプレス） 512マイル 20.8ノット ○約 27時間

神戸港－天津港 
（チャイナエクスプレスライン）

1,026マイル 20.1ノット 約 50時間

神戸・大阪港－上海港 
（日中国際フェリー） 835マイル 21.0ノット 約 44時間

中国 

大阪港－上海港 
（上海フェリー） 835マイル 21.0ノット 約 45時間

［資料］※１：港間距離･･･海上保安庁「距離表」（平成 7年 6 月） 

  ※２：航行速力･･･日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2005 年秋季号」（2005 年 11 月 1 日） 

  ※３：所要時間･･･日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2005 年秋季号」（2005 年 11 月 1 日） 

            ●は運航スケジュールから算定。 
            ○は電話問い合わせによる。 

 

表-7 航路開設年表 

年 開設航路 

1970 1970 年 下関－釜山航路〔関釜フェリー〕 

 1975 年 名古屋－大阪－那覇－宮古－石垣－台湾航路〔有村産業〕 

1980 1983 年 下関－釜山航路〔釜関フェリー〕 

 1985 年 神戸・大阪－上海航路〔日中国際フェリー〕 

1990 1990 年 博多－釜山航路（カメリアライン） 

 神戸－天津航路（チャイナエクスプレスライン） 

 1993 年 大阪－上海航路〔上海フェリー〕 

 1998 年 下関－青島航路（週１便）〔オリエントフェリー〕 

 1999 年 稚内－コルサコフ航路〔東日本海フェリー〕 

 1999 年 小樽－ホルムスク・ワニノ航路〔ホルスマリタイムエージェンシー〕 

2000 2002 年 大阪－釜山航路〔パンスターライン〕 

       広島－釜山航路〔関釜フェリー〕 

 2003 年 博多－上海航路〔上海スーパーエキスプレス〕 

 2005 年 下関－上海航路〔上海下関フェリー〕 

［資料］各船社ＨＰより作成。 

 

470



 

 47

表 13-1 博多―釜山航路の運航時刻表 

便名 博多港⇒釜山港 運航回数 便名 釜山港⇒博多港 運航回数 

JF103 8：45→11：40 毎日 KJ204 8：45→11：40 毎日 
JF109 10：45→13：10 毎日 KJ210 10：00→12：55 毎日 
JF107 9：30→12：25 週 6回 KJ208 9：30→12：25 週 1回 
KJ123 13：30→16：25 毎日 JF224 13：30→16：25 毎日 
KJ129 14：25→17：10 毎日 JF230 14：15→17：00 毎日 
KJ121 13：00→15：55 週 1回 218便 12：25→15：10 週 3回 
注）JF＝ビートル、KJ＝コビー、218便＝ビートル・コビー混在運用 
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５．１．２ 利用状況 
（１）貨物輸送 

１）日韓航路の貨物輸送実績 

 日韓航路における国際フェリーの全貨物輸送量は、2002 年から 2003 年にかけて 21％、

2003 年から 2004 年では 6％の増加率で推移しており、2 年間でおよそ 2 万 5,000TEU（約

30％）の伸びとなっている。 

特に博多－釜山航路における増加が顕著であり、2003 年から 2004 年にかけては大幅な

伸びを示している。 

なお、下関釜山航路は、2002 年から 2004 年までに、輸送量が減少しているが、これは、

フェリーと同レベルの速さによる釜山・馬山・光陽港とのコンテナ航路の拡充が背景とな

っている（週 10 便）。 

 

表-14 日韓航路の貨物輸送量の推移 (単位：TEU） 

2002 2003 2004 
  

TEU TEU 前年比（％） TEU 前年比（％）

下関⇔釜山 38,000 34,000 89% 32,000 94%

博多⇔釜山 43,135 42,166 98% 53,901 128%

広島⇔釜山 230 1,834 798% 3,225 176%

大坂⇔釜山 1,855 22,966 1238% 18,073 79%

合計 83,220 100,966 121% 107,200 106%

注）・広島⇔釜山航路は 2005年 8月に運行を中止。 
  ・資料を元に一部推計 
［資料］BPA（釜山港湾公社）資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-21 日韓航路の貨物輸送量の推移 
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表-14-1 日韓航路の貨物輸送量の推移(単位：トン) 

年度 2002 2003 2004 2005 2006

  トン トン 前年比 トン 前年比 トン 前年比 トン 前年比

下関⇔釜山 567,439 526,622 93% 564,783 107% 511,262 91% 593,990 116%

博多⇔釜山 643,799 629,339 98% 804,495 128% 1,162,939 145% 1,180,438 102%

広島⇔釜山 3,429 27,374 798% 48,134 176% 44,565 93%     

大阪⇔釜山 115,220 342,780 298% 553,562 161% 582,680 105% 613,794 105%

合計 1,329,887 1,526,115 115% 1,970,974 129% 2,301,446 117% 2,388,222 104%

［資料］釜山地方海洋水産庁の HP資料 
 
 

図-21 日韓航路の貨物輸送量の推移 
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２）日中航路の貨物輸送実績 

 日韓航路における国際フェリーの全貨物輸送量は、2002 年から 2004 年にかけて大幅な

伸びを示しており、2年間で約 3倍となっている。 

これは、2002 年に下関－青島フェリー航路が週２便になったこと、2003 年 11 月に博
多－上海ＲＯＲＯ航路が開設されたことによる。 
 さらに、2005 年 6 月には、下関－上海航路が開設、下関－青島フェリー航路が週３便
に拡充されており、今後も貨物量が増加していくことが予想される。 
 

表-15 日中航路の貨物輸送量の推移 

2002 2003 2004 
  

TEU TEU 前年比（％） TEU 前年比（％）

下関⇔青島 14,500 24,000 166% 28,000 117%

博多⇔上海 - 3,600 - 17,000 472%

合計 14,500 27,600 190% 45,000 163%

注）・下関－上海航路は 2005年 6月に開設 
・資料を元に一部推計 

資料：日本海事新聞 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-22 日中航路の貨物輸送量の推移 
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（２）旅客輸送 

１）日韓航路の旅客輸送実績 

日韓航路における国際フェリー及び旅客船の全旅客輸送量は、2002 年から 2004 年にか

けて前年比 10～20％の割合で増加している。 

個別航路では、博多－釜山航路において 2年間で約 17 万人増加（34.6％増）しており、

同航路の旅客輸送量が日韓航路の全旅客輸送量に占める割合は2004年には約7割となって

いる。これは、博多－釜山間で運行されている高速旅客船（ジェットフォイル）の旅客輸

送量が 2004 年に約 60 万人（博多－釜山航路の旅客輸送実績の 90％以上）に達したことに

よる。 

下関－釜山航路は概ね横ばいである一方、大阪－釜山航路は増加傾向にある。なお、小

倉－釜山航路は 2004 年 9 月に、広島－釜山航路は 2005 年 8 月に運行を中止している。 

 

表－16 日韓航路の旅客輸送量の推移 

2002 2003 2004 2005 2006 
  

（人） （人） 前年比 （人） 前年比 （人） 前年比 （人） 前年比

下関⇔釜山 162,190 153,740 95% 155,977 101% 166,483 107% 199,317 120%

博多⇔釜山（合計） 488,061 506,358 104% 657,151 130% 676,480 103% 747,108 110%

 フェリー 61,306 54,104 88% 60,090 111%         

 旅客船 426,755 452,254 106% 597,061 132%         

小倉⇔釜山 11,116 14,528 131% 34,116 235%       

広島⇔釜山 3,343 23,913 715% 24,653 103% 14,821 60%    

大坂⇔釜山 36,023 77,924 216% 90,167 116% 94,532 105% 118,160 125%

合計 700,733 776,463 111% 962,064 124% 952,316 124% 1,064,585 112%

注）・小倉⇔釜山航路は 2004年 9月に運行を中止。 
  ・広島⇔釜山航路は 2005年 8月に運行を中止。 
  ・資料を元に一部推計 
［資料］BPA（釜山港湾公社）資料 
   石井幸孝 (元 JR九州社長)「九州大学講義『韓国との経済交流』資料」 
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２）日中航路の旅客輸送実績 

九州地方の港湾において、中国との間の旅客の海上輸送を行っているのは、下関－青島

フェリー航路のみである。（下関－上海航路については、現在のところ中国側の許可がおり

ていないため、貨物輸送のみで旅客輸送は行われていない。） 
旅客輸送量は、2003 年に SARS の影響を受け半減したが、2004 年には回復し、2002

年の実績を上回る値を示している。 
 

表－17 日中航路の旅客輸送量の推移 

2002 2003 2004 
  

（人） （人） 前年比（％） （人） 前年比（％）

下関⇔青島 7,500 4,200 56% 8,300 198%

資料：Sea Sprite 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-24 日中航路の旅客輸送量の推移 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2002 2003 2004

(人）

下関⇔青島

476



 

 53

５．２ 日露フェリー 
５．２．１ 伏木富山フェリー 
（１）就航状況16 
 富山県の伏木港とロシアのウラジオストク港を結ぶ伏木～ウラジオストク国際フェリー

航路は 1993 年に開設された。現在はロシアのウラジミール・シッピング㈱が週 1 便で運
航しており、日本の代理店は東洋共同海運㈱・伏木海陸運送㈱である。就航船舶はロシア

船籍のルーシー号（12,798総トン、乗客定員 380人、積載可能車両数〈乗用車〉340台）
1隻である。かつて、この航路に就航していたミハイル・ショロホフ号（12,798総トン）
は、船主の FESCO（ロシア極東船舶公社）が販売してしまい、今は伏木～ウラジオスト
ク航路に就航していない。同じく就航していたアントニーナ・ネジダノバ号（4,254 総ト
ン）は、2004 年 10 月、台風 23 号によって伏木港で転覆、沈没し、中国で解体されてし
まった。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

                                                  
16 2006.11、伏木海陸運送㈱ヒヤリング。 

写真－6 伏木港に停泊中のルーシー号

（2006.11.22撮影） 
写真－7 ルーシー号への中古タイヤの

積み込み（2006.11.22 撮
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表－18 伏木～ウラジオストク国際フェリー航路の概要 

項目 諸元 
航路 伏木富山港～ウラジオストク港 

運航船社 ウラジミール・シッピング㈱ 
船主 FESCO（ロシア極東船舶公社） 
航路開設年月日 1994年 
日本代理店 東洋共同海運㈱・伏木海陸運送㈱ 
本船名（船籍） ルーシー号（RUSS）（ロシア） 
船員数 160人 
接岸バース 伏木港万葉埠頭 

全長／幅 128.8m／21.0m 
総トン数 12,798トン 
航海速力 20ノット（max） 
積載可能車両数 340台 

本 船 概

要 

喫水 5.6m 
月 火 水 木 金 土 日 

運航スケジュール 

ウ ラ ジ

オ ス ト

ク 港 発

18:00 

 

 伏 木 港

着 9:00 

 伏 木 港

発18:00 

 

 ウ ラ ジ

オ ス ト

ク 港 着

9:30 

便数 1便／週 
運航時間 2泊 3日(36時間) 
運航距離  
乗用車運賃 片道 60,500円  往復 121,000円 
伏木港の自動車荷役料 130ドル／台 
乗客定員 380人 
乗客運賃 片道 25,500～89,000円／人  往復 33,000～135,000円／

人 
コンテナ積載量 ナシ。 
［資料］伏木海陸運送㈱調べ。ただし、運航スケジュール・乗客運賃は、FKK エアーサ

ービス㈱ホームページより（2006.1.1現在）。運賃は為替変動により変更がある。 
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（２）利用状況 

 日露を結ぶフェリー船の主要貨物は、日本からロシア向けに輸出される中古自動車であ

る。フェリー船の旅客も中古車を購入するロシアのビジネスマンが多数を占める。伏木富

山港周辺では中古車の販売体制が整っているので、中古車を購入するロシアのビジネスマ

ンが集まるのである。ただ、夏期には日露の観光客も乗船する。 
ロシアからの輸入品としては、春から秋にかけ、貝（アカガイ・シジミ）が 2~3個、リ

－ファー・コンテナで来る。 
最近の動向としては、ロシアが豊かになるにつれ、日本製の品質の高い紙おむつやティ

ッシュペーパー・トイレットペーパーの輸出が増えるという面白い現象が起きている。 
 
表－19 伏木～ウラジオストク国際フェリーの貨物取扱量と旅客輸送実績（2005 年） 

 輸出 輸入 
貨物 主な品目と数

量 
・ 中古自動車 
（340台／隻）×年回 50回＝
約 17,000台 
・ 中古タイヤ 
・ 紙おむつ 
・ ティッシュペーパー・トイ

レットペーパー 

・ 春から秋にかけ、貝（アカ

ガイ・シジミ）が合計 2~3
個（リ－ファー・コンテナ）。

往復合計 約 17,500人 
冬期 約 50人／隻×年回 50回＝約 2,500人 

・多くは中古車を購入するロシアのビジネスマン 

旅客 

夏期 約 300人／隻×年回 50回＝約 15,000人 
・ 多くは中古車を購入するロシアのビジネスマン 
・ 観光客も含む。 

［資料］2006.11、伏木海陸運送㈱ヒヤリング。 
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５．２．２ 日本～サハリン国際フェリー 
（１）概要 

現在、日本～サハリンには次の 2本の航路が稼働している。 
①稚内港～コルサコフ港航路（国際フェリー航路） 

②小樽港～ホルムスク港航路（旅客航路） 

 

（２）稚内～コルサコフ国際フェリーの就航状況 

 稚内～コルサコフ航路に㈱東日本海フェリーの客船「アインス宗谷」が就航している。 

 

表－20 稚内～コルサコフ国際フェリー航路の概要 

項目 諸元 
航路 稚内港～コルサコフ港 

運航船社 ㈱東日本海フェリー 
船主 ㈱東日本海フェリー 
航路開設年月日 1999年 
本船名（船籍） アインス宗谷 
船員数  
接岸バース  

全長／幅 全長 76.7m／幅 14.5m 
総トン数 2,628GT 
航海速力 17.1ノット〈32km／hr〉 
積載可能車両数 トラックのみ 18台､乗用車のみ 48台 

本 船 概

要 

喫水 3.85m 
行き（稚内港→コルサコフ港） 帰り（コルサコフ港→稚内港）

 
稚内港発 コルサコフ港着 コルサコフ港発 稚内港着 

時刻 1) 10:00 17:30(15:30) 10:00(8:00) 13:30 
運航スケジュール 

運航時間 5 時間 30 分 5 時間 30 分 
便数 5月～10月、週ほぼ 2便（年間 50便） 
運航距離  
乗客定員 国内 584人､国際航路 223人 
コンテナ積載量 ナシ。 
［資料］東日本海フェリー㈱：『サハリン 北海道～サハリン州定期航路（稚内～コルサ

コフ）』、2003（パンフレット）。 
東日本海フェリー㈱HP 

[註]１）表示時間はいずれも現地時間。コルサコフ港発着の（ ）内時間は日本時間。 
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表－21 稚内港～コルサコフ港フェリー定期航路料金（旅客）(2007.11 現在) 

 

運賃(円） 
種類・等級 

往復 片道 

1 等ラウンジ 大人 45,000 32,500 

（椅子席） 子供 22,500 16,250 

大人 40,000 27,500 
1 等和室 

子供 20,000 13,750 

大人 35,000 22,500 

旅客 

2 等 
子供 17,500 11,250 

手荷物 1 個つき 2,500   

全長 4m 未満 32,000 23,000 
乗用車 

全長 6m 未満 40,000 29,000 

［資料］日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 
 

 

表－22 稚内港～コルサコフ港フェリー定期航路料金（貨物）(2007.11 現在) 

 
  重量 運賃（円） 

10kg まで 1,000 

20kg まで 1,500 

30kg まで 2,000 
小口扱い貨物（1口 1 トン未満）

30kg 以上 10kg 増すごとに 100 

1 トン 12,000 
大口扱い貨物（1口 1 トン以上）

1トン以上 100kg増すごとに 900 

［資料］日刊海事通信社「フェリー・旅客船ガイド 2007 年秋季号」（2007 年 11 月 1 日） 
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（３）小樽～ホルムスク旅客航路状況 

 
表－23 小樽～ホルムスク旅客航路の概要 

項目 諸元 
航路 小樽港～ホルムスク港 

運航船社 サハリンクリル㈱ 
船主  
航路開設年月日  
日本の代理店 有限会社ファルコンジャパン 
本船名（船籍） マリーナツベタエワ号、イーゴリファルフトジィノフ号 
接岸バース  

全長／幅  
総トン数 4,575トン 
航海速力  
積載可能車両数  

本 船 概

要 

喫水  
 小樽港発⇒ホルムスク着 ホルムスク発⇒小樽着 

時刻 17：00→14：00（翌日） 17：00→9：00（翌日） 運航スケジュール 

運航時間 19時間 18時間 
便数 月 1便（不定期） 
運航距離  
乗客定員 150名 
コンテナ積載量 236TEU 
［資料］有限会社ファルコンジャパン HP及び電話ヒアリング 
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（４）日本～サハリン国際フェリーの利用状況 

 日本～サハリン国際フェリーの旅客・貨物輸送実績は、次の通りである。 

 
表－24 日本～サハリン国際フェリー定期航路利用実績（旅客） 

［資料］東日本海フェリー㈱調べ。 
［註］1)1999 年度の小樽航路は試験運航の実績である。 

      2)2003 年度・稚内便は 2003 年 12 月まで。小樽便は未集計（2003 年 3 月現在）。 

 

便数 旅客数 平均旅客数 乗船率(%)
1995年度 稚内便 24 1,762 73.4 61.2
（定期運行） 小樽便 20 456 22.8 19.0

計 44 2,218 50.4 42.0
1996年度 稚内便 24 1,595 66.5 55.4
（定期運行） 小樽便 12 319 26.6 22.2

計 36 1,914 53.2 44.3
1997年度 稚内便 21 1,332 63.4 52.9
（チャーター運行） 小樽便 3 187 62.3 51.9

計 24 1,519 63.3 52.7
1998年度 稚内便 16 852 53.3 76.1
（チャーター運行） 小樽便 3 122 40.7 58.1

計 19 974 51.3 73.2
1999年度 稚内便 56 2,355 42.1 18.9
（稚内港のみ定期運行）小樽便 6 182 30.3 84.3

計 62 2,537 40.9 19.9
2000年度 稚内便 62 3,652 58.9 26.4
（定期運行） 小樽便 24 729 30.4 84.4

計 86 4,381 50.9 29.8
2001年度 稚内便 64 4,205 65.7 29.5
（定期運行） 小樽便 24 715 29.8 82.8

計 88 4,920 55.9 32.5
2002年度 稚内便 100 4,838 48.4 21.7
（定期運行） 小樽便 20 565 28.3 78.5

計 120 5,403 45.0 23.4
2003年度 稚内便 100 4,894 41.5 18.6
（定期運行） 小樽便

計
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表－25 日本～サハリン国際フェリー定期航路利用実績（貨物） 

 

［資料］東日本フェリー㈱調べ 
［註］1)1999 年度の小樽航路は試験運航の実績である。 

   2)2003 年度・稚内便は 2003 年 12月まで。小樽便は未集計（2003 年 3月現在）。 

 

貨物量（トン）
1995年度 稚内便 43.0
（定期運行） 小樽便 1,885.0

計 1,928.0
1996年度 稚内便 409.0
（定期運行） 小樽便 1,587.0

計 1,996.0
1997年度 稚内便 35.0
（チャーター運行） 小樽便 4.0

計 39.0
1998年度 稚内便 0.6
（チャーター運行） 小樽便 8.2

計 8.8
1999年度 稚内便 282.7
（稚内港のみ定期運行）小樽便 1,346.0

計 1,628.7
2000年度 稚内便 458.5
（定期運行） 小樽便 7,088.1

計 7,546.6
2001年度 稚内便 1,075.2
（定期運行） 小樽便 11,000.9

計 12,076.1
2002年度 稚内便 1,478.1
（定期運行） 小樽便 12,613.9

計 14,092.0
2003年度 稚内便 4,710.4
（定期運行） 小樽便

計
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５．３ 東春フェリーの現状 
５．３．１ 就航状況 
 東春国際フェリー航路の概要は、次の通りである。 

 
表－26 東春国際フェリー航路の概要 

項目 諸元 
航路 束草港～トロイツァ港（旧ザルビノ港） 

運航船社 東春航運㈱ 
船主  
航路開設年月日 1999年 
日本の代理店  
本船名（船籍） 東春号（ロシア） 
船員数 52人 
接岸バース  

全長／幅 132.92m／23.00m 
総トン数 12,961TONS 
航海速力 24ノット 
積載量 20ft：119TEU, 40ft：60FEU, バス＆トラック 71台 

本船概

要 

  
 月 火 水 木 金 土 日 

束草港 15：00

出港 

  10：00

入港 

15：00

出港 

  10:00 入港 

 

トロイ

ツァ港 

 10：00

入港 

 

18：00

出港 

 10：00

入港 

15：00

出港 

15：30

入港 

18：00

出港 

 運航スケジュール 

（冬期 9月～5月） 

ウラジ

オスト

ク港 

    20：00

入港 

10：30

出港 

 

便数 夏期：6月 19日～9月 4日（3便／週）、冬期（2便／週） 
運航距離  
乗客定員 599人 
コンテナ積載量 136TEU 
［資料］東春航運㈱HP より。 
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図 東春国際フェリー航路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウラジオストク 

白頭山 

トロイツア（ザルビノ） 

暉春 

延吉 

束草 
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５．３．２ 利用状況 
 東春フェリーの旅客・コンテナの利用状況は、次の通りである。 
 

表－27 東春フェリーの輸送実績 

IN(輸入）OUT（輸出） 合計 IN(入） OUT （出） 合計

2000 495 507 1,002 18,070 18,610 36,680

2001 1,646 1,008 2,654 26,172 25,950 52,122

2002 2,751 1,828 4,579 26,467 24,985 51,452

2003 3,260 2,427 5,687 26,647 22,477 49,124

2004 2,830 4,044 6,874 26,596 27,320 53,916

2005 2,454 4,595 7,049 27,996 29,317 57,313

合計 13,436 14,409 27,845 151,948 148,659 300,607

年
コンテナ貨物(TEU） 旅客（人）

 

［資料］足立英夫：「飛躍的に整備が進む北東アジア輸送回廊インフラ」、日中政経ジャー

ナル、2006.9 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真－9 束草港における東春号とコンテナ

（2007.1.28 撮
写真－8 束草港に停泊中の新東春号

（2007.1.28撮影） 

写真－10 トロイツァ港でコンテナの搬

出 
写真－11 東春号船内のオンシャーシ

のコンテナ（2007.1.28撮影） 
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６．日本海横断航路計画－束草～トロイツァ～新潟航路－ 
 平成 20 年（2008）3 月運航開始を目指して準備が進められている、束草～トロイツァ
～新潟を結ぶ日本海横断国際フェリー運航計画の概要は、下図の通りである。 
 

表－28 日本海横断航路計画スケジュール 

 
［資料］『日本海横断航路 参考資料』、2006 より作成。 

図－26 日本海横断航路計画スケジュールと航路ルート 

 

 月 火 水 木 金 土 日 

束草        

ザルビノ        

ウラジオ        

新潟        

 

900 1000 1500 1000 1400

1800 900 1500 1500 1800 

1400 900 
2000 1000 

トロイツア 

トロイツア 
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［北朝鮮諸港の現状］ 
 
」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真－12 羅津港の埠頭 

    （1999.9.10 撮影） 
写真－13 羅津港のコンテナ 

    （1999.9.10 撮影） 

写真－14 先鋒港(旧雄基港)の埠頭① 

    （1999.9.10 撮影） 

写真－15 先鋒港(旧雄基港)の埠頭② 

    （1999.9.10 撮影） 

写真－16 清津港の荷役 

    （2001.10.16 撮影） 
写真－17 清津港の埠頭 

    （2001.10.16 撮影） 
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06
年

）

２
０
０
６
年

：
４
８
２
隻

の
入

港
船

の
う
ち
、

６
９
隻

が
滞

船
（
14

.3
%
）

伏
木

富
山

港
（
20

06
年

）

３
１
８
隻

の
入

港
船

の
う
ち
、

３
５
隻

が
滞

船
（
11

.0
%
）

●
新

潟
港

：
１
１
．
９
時

間
●

伏
木

富
山

港
：

９
．
８
時

間

平
均
沖
待
ち
時
間

（2
00

6年
実
績
・滞
船
し
た
船
の
平
均
）

・
新

潟
港

は
コ
ン
テ
ナ

貨
物

量
の

増
加

に
対

し
て
、
コ
ン
テ
ナ

バ
ー

ス
が

不
足

し
て
い

る
た

め
、

滞
船

隻
数

が
増

え
て
い

る
。

・
月

別
で
は

2
0
0
6
年

1
2
月

が
最

も
多

く
、
1
ヶ
月

に
1
3
隻

の
滞

船
が

あ
っ
た

。

・
伏

木
富

山
港

の
2
0
0
6
年

滞
船

実
績

は
3
5
隻

だ
っ
た

。
・
3
5
隻

の
う
ち
、
予

定
通

り
に

入
港

し
た

に
も
か

か
わ

ら
ず

、
滞

船
し
た

船
は

1
1
隻

だ
っ
た

。
・
滞

船
が

最
も
多

か
っ
た

月
は

、
2
月

と
7
月

（
5
隻

）
だ

っ
た

。
資
料
：北
陸
地
方
整
備
局
港
湾
空
港
部
資
料
よ
り
作
成
。
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廈
門

の
D

E
LL

工
場

の
仕

組
み

廈
門

の
D

E
LL

工
場

の
仕

組
み

デ
ル

株
式

会
社

の
概

要
米

国
テ
キ

サ
ス
州

に
本

社
を
お

く
、

コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
シ
ス
テ
ム

メ
ー

カ
ー

Ｄ
ｅ
ｌｌ
.In

cの
日

本
法

人
。

・
中

国
市

場
向

け
の

PC
は

中
国

法
人

に
よ
る
設

計
、
開

発
、
販

売
と
い

う
手

法
で
製

品
化

。

デ
ル

の
日

本
向

け
PC

生
産

を
行

う
C

C
C
４

・
デ

ル
は

日
本

市
場

の
要

求
を
取

り
入

れ
た

PC
を
投

入
す

る
計

画
（
20

07
年

後
半

）
。

・
日

本
向

け
の

日
本

向
け

の
PCPC

の
生

産
の

生
産

⇒
中

国
・
廈

門
の

Ｃ
Ｃ
Ｃ
４

中
国

・
廈

門
の

Ｃ
Ｃ
Ｃ
４

（（
C

hi
na

 C
us

to
m

er
 C

en
te

r)
C

hi
na

 C
us

to
m

er
 C

en
te

r)
でで

生
産

さ
れ

る
予

定
生

産
さ
れ

る
予

定
。
日

本
向

け
に

出
荷

さ
れ

る
生

産
ラ
イ
ン
で
あ

り
、
そ

の
ラ
イ
ン

を
活

用
し
て
生

産
。

中
国

市
場

向
け

の
Ｃ
Ｃ
Ｃ
２
工

場

日
本

を
は

じ
め

と
す

る
ア
ジ
ア
市

場
向

け
の

Ｃ
Ｃ
Ｃ
４
工

場

Ｃ
Ｃ
Ｃ
２
の

工
場

の
外

観

BA
Xグ

ロ
ー

バ
ル

が
所

有
す

る
デ

ル
専

用
に

使
わ

れ
る
１
０

tコ
ン
テ
ナ

こ
れ

ま
で
の

「
統

一
モ
デ

ル
に

よ
る
グ

こ
れ

ま
で
の

「
統

一
モ
デ

ル
に

よ
る
グ

ロ
ー

バ
ル

展
開

」
と
い

う
戦

略
か

ら
転

換
。

ロ
ー

バ
ル

展
開

」
と
い

う
戦

略
か

ら
転

換
。

世
界

の
２
０
０
社

以
上

か
ら

部
品

が
デ

ル
に

納
入

（
そ

の
内

１
３
０
社

が
B

A
Xに

納
入

、
５
０
社

は
中

国
企

業
）

世
界

の
２
０
０
社

以
上

か
ら

部
品

が
デ

ル
に

納
入

（
そ

の
内

１
３
０
社

が
B

A
Xに

納
入

、
５
０
社

は
中

国
企

業
）

廈
門

に
拠

点
に

置
く
物

流
企

業
「
B

A
Xグ

ロ
ー

バ
ル

」
に

部
品

を
保

管
（
上

海
に

も
拠

点
有

り
）

廈
門

に
拠

点
に

置
く
物

流
企

業
「
B

A
Xグ

ロ
ー

バ
ル

」
に

部
品

を
保

管
（
上

海
に

も
拠

点
有

り
）

部
品

の
発

注
を
受

け
、
廈

門
の

デ
ル

工
場

に
部

品
納

入
（
所

要
時

間
９
０
分

）
部

品
の

発
注

を
受

け
、
廈

門
の

デ
ル

工
場

に
部

品
納

入
（
所

要
時

間
９
０
分

）

廈
門

デ
ル

工
場

で
組

立
、

各
市

場
（
日

本
、
韓

国
、
香

港
、
中

国

な
ど
）
に

出
荷

廈
門

デ
ル

工
場

で
組

立
、

各
市

場
（
日

本
、
韓

国
、
香

港
、
中

国

な
ど
）
に

出
荷

港
湾

部
の

自
由

貿
易

地
域

に
あ

る
倉

庫
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8

北
陸

背
後

圏
の

半
導

体
・
液

晶
メ
ー

カ
ー

の
立

地
状

況

2
3
7

5
県

計

1
6

埼
玉

県

0
4

栃
木

県

0
7

群
馬

県

0
8

茨
城

県

1
1
2

福
島

県

5
1

1
3
0

全
国

液
晶

半
導

体

福
島

サ
ン
ケ

ン
（
株

）

富
士

通
（
株

）

（
株

）
ル

ネ
サ

ン
ス
テ
ク
ノ
ロ
ジ

ロ
ー

ム
つ

く
ば

（
株

）

関
東

三
洋

セ
ミ
コ
ン
ダ

ク
タ
ー

ズ
（
株

）

（
社

）
電

子
情

報
技

術
産

業
協

会
「
IC

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」
日

系
B

P
企

画
（
20

06
.4

.1
0）

（
株

）
産

業
タ
イ
ム

ズ
社

「
液

晶
・
P

D
P
・
E

L
メ
ー

カ
ー

計
画

総
覧

２
０
０
７
年

度
版

」
（
20

07
.3

.1
0）

、
経

済
産

業
省

資
源

エ
ネ

ル
ギ

ー
庁

「
エ
ネ

ル
ギ

ー
管

理
指

定
工

場
名

簿
」
、
経

済
産

業
省

関
東

経
済

産
業

局
「
広

域
関

東
圏

産
業

立
地

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
２
０
０
６
」
（
2
0
0
7
．
7
．
4
）

川
崎

マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ

ク
ス
㈱

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

1
2

福
島

県 茨
城

県
6

4

7

東
芝

松
下

デ
ィ
ス
プ
レ
イ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

㈱
深

谷
工

場

液
晶

メ
ー

カ
ー

半
導

体
メ
ー

カ
ー

ナ
ノ
ッ
ク
ス
（
株

）
本

社
工

場
（
福

島
市

）

（
単

位
：
事

業
所

数
）

・
高

付
加

価
値

商
品

で
あ

る
半

導
体

と
液

晶
パ

ネ
ル

は
、
輸

出
の

際
、

フ
ェ
リ
ー

で
輸

送
す

る
可

能
性

が
高

い
。

・
北

陸
背

後
圏

（
福

島
県

、
茨

城
県

、
群

馬
県

、
栃

木
県

、
埼

玉
県

）
に

お
け

る
立

地
状

況
は

、
半

導
体

メ
ー

カ
ー

が
３
７
事

業
所

、
液

晶
パ

ネ
ル

メ
ー

カ
ー

が
２
事

業
所

で
あ

る
。
（
2
0
0
6
年

現
在

）
・
関

東
三

洋
セ

ミ
コ
ン
ダ

ク
タ
ー

ズ
（
株

）
は

、
福

島
県

、
群

馬
県

、
栃

木
県

、
埼

玉
県

に
工

場
が

あ
る
。

・
液

晶
パ

ネ
ル

メ
ー

カ
ー

は
全

国
に

比
べ

て
、
企

業
の

立
地

が
少

な
い

。
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製
造

業
で
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
分

野
製

造
業

で
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
分

野

■
モ
ジ
ュ
ラ
ー

化
が

進
展

し
に

く
い

製
品

分
野

で
は

、
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
。

■
モ
ジ
ュ
ラ
ー

化
が

進
展

し
に

く
い

製
品

分
野

で
は

、
日

本
に

生
産

機
能

が
残

る
。

■
モ
ジ
ュ
ラ
ー

化
が

進
展

し
に

く
い

製
品

分
野

：
部

品
間

の
高

度
な
設

計
上

の
擦

り
合

わ
せ

が
必

要
な
イ
ン
テ
グ

ラ
ル

（
擦

り
合

わ
せ

型
）
製

品
、

つ
ま
り
、
統

合
度

の
高

い
製

品
。

（
統

合
度

と
は

、
一

つ
の

製
品

を
構

成
す

る
部

品
間

の
相

互
依

存
性

が
高

く
、
擦

り
合

わ
せ

を
必

要
と
す

る
程

度
）

ノ
ー

ト
PC

は
、
部

品
点

数
の

割
り
に

、

ス
ペ

ー
ス
が

少
な
く
設

計
技

術
的

な
難

し
さ
や

モ
デ

ル
チ

ェ
ー

ン
が

多
い

た
め

、
統

合
度

が
比

較
的

高
く
日

本
メ
ー

カ
ー

に
競

争
力

が
あ

る
。

自
動

車
の

材
料

系
の

部
品

、
外

版
洋

の
亜

鉛
メ
ッ
キ

鋼
板

や
特

殊
鋼

、
大

型
金

型
な
ど
は

、
日

本
の

部
品

メ
ー

カ
ー

か
ら
調

達
し
て
い

る
。

■
モ
ジ
ュ
ラ
ー

化
が

進
展

し
に

く
い

例
：

（
高

密
度

実
装

技
術

の
必

要
な
製

品
）

①
部

品
ス
ペ

ー
ス
に

制
約

の
あ

る
超

小
型

電
子

機
器

②
構

造
設

計
上

精
緻

な
バ

ラ
ン
ス
が

必
要

な
モ
ノ
コ
ッ
ク
ボ

デ
ィ
の

乗
用

車
③

省
エ
ネ

・
環

境
対

応
の

制
約

の
あ

る
小

型
・
低

燃
費

エ
ン
ジ
ン

④
個

別
性

・
カ
ス
タ
マ
イ
ズ

が
必

要
な
医

療
機

器

■
統

合
度

の
高

い
製

品
：

製
品

開
発

力
や

高
機

能
材

料
・
部

品
分

野
で
の

技
術

力
、
材

料
、
部

品
、
精

密
加

工
と
い

っ
た

幅
広

い
裾

野
産

業
の

集
積

を
必

要
と
す

る
製

品
。

部
分

点
数

が
大

き
い

ほ
ど
、
モ
ジ
ュ
ラ
ー

化
は

進
ま
な
く
、
日

本
の

生
産

機
能

に
向

い
て
い

る
。

部
分

点
数

が
大

き
い

ほ
ど
、
モ
ジ
ュ
ラ
ー

化
は

進
ま
な
く
、
日

本
の

生
産

機
能

に
向

い
て
い

る
。

主
な
製

品
の

部
品

点
数

品
目

現
在

ビ
デ

オ
カ
メ
ラ

7
0

ク
ォ
ー

ツ
時

計
8
0

洗
濯

機
1
5
0
～

2
0
0

デ
ス

ク
ト
ッ
プ
P
C

1
0
0
～

3
0
0

ノ
ー

ト
P
C

3
0
0

ミ
シ
ン

2
0
0
～

4
0
0

チ
ュ
ー

ナ
ー

2
5
0

移
動

体
通

信
端

末
5
0
0

テ
レ
ビ

4
0
0
～

6
0
0

冷
蔵

庫
1
,5
0
0
～

2
,0
0
0

複
写

機
1
,5
0
0
～

数
万

自
販

機
2
,0
0
0
～

6
,0
0
0

二
輪

車
1
,0
0
0
～

2
,0
0
0

建
設

機
械

2
,5
0
0
～

数
万

自
動

車
2
0
,0
0
0
～

3
0
,0
0
0

航
空

機
2
0
0
,0
0
0

ロ
ケ

ッ
ト
エ
ン
ジ
ン

2
8
0
,0
0
0

出
所

：
藤

本
隆

宏
、
新

宅
純

二
郎

（2
00

6）
『
中

国
製

造
業

の
ア
ー

キ
テ
ク
チ

ャ
分

析
』
東

洋
経

済
新

報
社
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・
高

付
加

価
値

部
品

の
分

野
で
は

、
日

本
企

業
が

多
く
存

在
し
て
お

り
、
日

本
の

部
品

先
端

企
業

の
競

争
力

は
高

い
。
デ

ジ
タ
ル

系
部

品
分

野
、
熱

処
理

・
鋳

鍛
造

・
精

密
加

工
部

品
分

野
な
ど
や

自
動

車
用

に
使

わ
れ

る
高

張
力

鋼
・
表

面
処

理
鋼

、
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ

ク
ス
用

の
ハ

イ
ニ

ッ
ケ

ル
鋼

な
ど
の

鉄
鋼

分
野

に
日

本
企

業
は

強
い

競
争

力
を
持

っ
て
い

る
。

高
い

世
界

シ
ェ
ア
を
持

つ
日

本
企

業
の

部
品

の
事

例
高

い
世

界
シ
ェ
ア
を
持

つ
日

本
企

業
の

部
品

の
事

例

出
所

：
藤

本
隆

宏
、
新

宅
純

二
郎

（2
00

6）
『
中

国
製

造
業

の
ア
ー

キ
テ
ク
チ

ャ
分

析
』
東

洋
経

済
新

報
社

499


	4. 有識者懇談会
	4.1 企画書
	4.3 出席者名簿
	4.2 議事次第
	4.4 会議資料
	4.4.1 地域自立・活性化調査専門研究会の経緯
	4.4.2 日本海横断国際フェリー運航を長続きさせるための意見
	4.4.3 企業からの声
	4.4.4 北陸地域有識者懇談会関連資料

	4.4.5 議事要旨
	4.5 課題の把握と対応
	4.5.1 環日本海航路の変遷と現状
	4.5.2 北東アジア域内の人流動向
	4.5.3 新潟港と伏木富山港のコンテナ船の滞船状況
	4.5.4 廈門のDELL工場の仕組み
	4.5.5 北陸背後圏の半導体・液晶メーカーの立地状況





